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本論文の概要 
太陽光発電や風力発電をはじめとする「分散型電源」は，CO2 排出量削減やエネルギー自給率
向上，省エネルギー効果が期待できるものとして注目されており，導入拡大が積極的に進められ
ている。しかしながら，分散型電源の大量導入に伴って電力系統の電力潮流・電圧分布の不確実
性は増大するため，電力系統の計画・運用・保護が困難化し，供給信頼度や電力品質の低下を引
き起こす恐れがある。とりわけ，分散型電源の主な接続先となる配電系統では，これまで電源設
備の連系が考慮されずに設備の計画・運用が行われており，分散型電源からの逆潮流によって適
正電圧の維持が困難となる恐れがある。したがって，従来の配電系統の運用・制御の枠組みでは，
分散型電源を大量に導入することは困難な状態にある。 
 一方，配電系統側では，配電自動化システムの高度化の一環として，高精度のセンサを内蔵
した自動開閉器（以下，センサ開閉器と呼ぶ）が開発され，電力各社において面的な導入が進め
られている。センサ開閉器の普及によって，配電系統の各地点の状態量（三相電圧，三相電流，
力率など）の継続的かつ統計的な管理が可能となるため，配電設備のより効率的な計画・運用が
可能となる。しかしながら，センサ開閉器によるモニタリングが行われている配電系統において
も，センサ開閉器データの利用は負荷量や停電区間の把握に限られており，電圧管理への積極的
な活用は行われていない。センサ開閉器から得られる系統情報を電圧管理に活用する枠組みを確
立できれば，分散型電源の大量導入が配電系統の電力品質に与える影響を最小化し，高信頼度・
高品質・低炭素の配電システムを実現できると考えられる。 
そこで，本論文では，センサ開閉器が導入された配電自動化システムを想定して，今後予想さ
れる分散型電源の大量導入に対応可能な高信頼度の電圧管理手法を提案し，その有効性を計算機
シミュレーションと実験の双方から検証する。ただし，配電系統には膨大な数の設備（配電設備，
需要家設備）が広い範囲に面的に分布しており，運用・制御システムの更新には多大なコストと
時間を要するため，新たな電圧管理手法の適用は系統構成や分散型電源の導入状況に応じて行わ
れるべきである。そこで，分散型電源の導入拡大に対して有効と考えられる電圧管理手法をいく
つか提案し，それらの手法の妥当性を計算機シミュレーション，および配電系統アナログシミュ
レータによる実験を通して検証する。具体的には，以下の 4 つの研究課題に取り組む。 
 (1) 分散型電源が連系された配電系統の状態把握と電圧推定 
 (2) 既存の電圧制御器（LRT, SVR）の最適整定による電圧維持能力の向上 
 (3) センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御手法の適用 
 (4) 需要家設備を活用した統合型電圧制御手法の適用 
本論文は，全 6 章で構成される。第 1 章では，序論として本研究の背景と目的を述べる。 
第 2 章では，分散型電源導入時の配電系統状態の評価，および推定について検討を行う。まず，
分散型電源の導入分布の不確実性を考慮して分散型電源の影響評価を行うために，モンテカルロ
法に基づいた評価手法を提案し，モデル系統上で分散型電源の導入拡大が電力品質に与える影響
を確率的に評価する。次に，分散型電源の導入可能量の算定手法を提案し，モデル系統上で地点
別・時間別の連系可能量を算出して，現状の配電系統においてどの程度まで分散型電源を導入可
能なのか，どの制約条件が支配的なのかを明らかにする。さらに，分散型電源が連系された配電
系統の状態把握を行うために，センサ開閉器情報から配電系統全体の電圧分布を推定する手法を
提案し，モデル系統上で電圧推定精度の検証，および電圧制御への適用効果の検証を行う。 
第 3 章では，既存の電圧制御器（LRT, SVR）の制御能力を最大化することを目的として，電圧
制御器の最適整定を行う。まず，最適化手法Particle Swarm Optimizationに基づいて電圧制御器（LRT, 
SVR）の制御パラメータを決定する手法を提案する。モデル系統上で提案手法に基づいて LRT と
SVR の制御パラメータの組み合わせを決定し，実用時間内に適正電圧の維持に有効な解が得られ
ることを示す。加えて，パレート最適化の概念を用いて電圧制御器（LRT, SVR）の不感帯幅を調
整することで，適正電圧を維持しつつ一日のタップ切替回数を抑制して電圧制御器の超寿命化が
図れることを示す。 
第 4 章では，センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御方式を提案する。まず，センサ開閉
器から得られる電圧データを基に，電圧制御器（LRT, SVR）を集中的に制御するロジックを提案
する。配電系統アナログシミュレータを用いて実験を行い，分散型電源の大量導入された場合で
も適正電圧の維持が可能であることを示す。次に，分散型電源の不安定出力に伴う急峻な電圧変
動への対策として，無効電力補償器（SVC）の適用を想定して，電圧制御器（LRT, SVR）との協
調が可能な SVC の自律分散制御方式を提案する。配電系統アナログシミュレータを用いて実験を
行い，分散型電源の不安定出力によって急峻な電圧変動が発生した場合でも，適正電圧の維持が
可能であることを示す。さらに，分散型電源の不均等連系によってフィーダ間で大きな電圧分布
の偏りが生じる場合への対策として，ループ配電方式の適用（配電系統をループ状にして運用す
ること）を想定して，ループ配電系統における集中型電圧制御方式の電圧制御能力を検証する。
また，配電系統アナログシミュレータを用いて系統健全時と系統事故時の 2 つの系統状態に対し
て実験を行い，それぞれの系統状態における制御動作を確認する。 
第 5 章では，可制御性を持つ需要家設備を活用して配電系統の電圧管理を行う方法について検
討する。まず，ヒートポンプ給湯器や電気自動車といった可制御性を有する需要家設備の導入状
況を示し，それらの機器を住宅内で効率的に運用するシステム「住宅エネルギー管理システム：
HEMS」について説明すると共に，配電系統との双方向通信ネットワークによる負荷管理の可能
性について述べる。次に，配電フィーダを単位とした HEMS 住宅の設備運用パターン切替による
電圧管理手法を提案する。分散型電源の大量導入によって適正電圧の維持が困難となった配電系
統モデルに対して，提案手法に基づいて各 HEMS 住宅の設備運用パターンを決定することで，適
正電圧の維持と当該配電系統の負荷率改善が達成できることを示す。 
そして，第６章において，本研究で得られた成果をまとめると共に，今後の課題と展望につい
て言及する。 
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第１章 
序論 
 
1.1 本研究の背景 
1.1.1 分散型電源の導入拡大 
(1) 分散型電源の定義と分類 
分散型電源（DG: Distributed Generation）は，エネルギーセキュリティや環境負荷軽減へ寄与で
きるものとして注目を集めている。とりわけ，太陽光発電や風力発電といった再生可能エネルギ
ーを利用した分散型電源は，CO2 排出量削減などの地球温暖化対策やエネルギーセキュリティの
観点から有効であり，現在導入拡大に向けた様々なプロジェクトが展開されている[1]。分散型電
源の定義については，国内外ともに特定の発電設備・出力規模などの区分による明確な定義はな
されていない。一般に，電力会社や独立電気事業者（IPP），特定規模電気事業者（PPS）などが事
業用に使用している大規模発電所や従来の大型自家用発電設備に対比する電源として，電力需要
地の近傍に分散的に設置される中小規模の電源を総称して「分散型電源」と呼んでいる。需要地
近傍に設置されることから，送配電損失の低減が期待できるだけでなく，送電線や大規模電源の
建設が難しくなった場合の電源確保にも有効であると考えられている。また，大型の発電設備や
送電設備と比べて建設期間が短くて済むため，需要変動への素早い対応も期待されている。 
分散型電源の代表例としては，太陽光発電，風力発電，コージェネレーション（熱併給発電）
などがあり，電力貯蔵設備（蓄電池，SMES，フライホイール）を含む場合もある。利用する資源
別に見ると，分散型電源は①再生可能エネルギー系，②リサイクル系，③オンサイト系の 3 つに
分類することができる。表 1.1 に，代表的な分散型電源の種類とその特徴を示す。再生可能エネ
ルギー系とは、太陽光や風力に代表される自然エネルギーをエネルギー源とする電源のことを示
す。枯渇資源である石油や石炭などの化石燃料とは異なり、エネルギー源が無尽蔵で，発電時に
CO2 を発生させないといった環境負荷が尐なくクリーンな電源である一方で、供給電力が自然条
件に左右されるため不安定であるという特徴を持つ。リサイクル系とは、従来はエネルギー源と
は着目されずに廃棄されてきた資源や排熱を再利用するものである。オンサイト系は，ディーゼ
ルエンジンやガスエンジン，ガスタービンといった原動機や燃料電池である。需要地点の近くに
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設置するので，発電と同時に発生する排熱を有効利用しやすいといった特徴がある。また，供給
エネルギー形態は，発電と同時に発生する廃熱を有効利用することでエネルギーの総合効率を高
めるコージェネレーションと，電力のみを供給するモノジェネレーションに分類される。 
(2) 分散型電源の導入実績と導入目標 
ここでは，分散型電源の導入量と今後の導入見通しについて概観する。長期エネルギー需給見
通し[2]における新エネルギーの導入見通しを表 1.2 に，オンサイト系分散型電源の導入量[3]を図 1.1
にそれぞれ示す。再生可能エネルギー系の分散型電源の導入量は，政府や自治体による各種補助
金の給付，電力会社に再生可能エネルギーの調達を義務付ける RPS（Renewable Portfolio Standard）
法の適用，電力会社による余剰電力買い取り制度の導入などを背景として急激に増加している。
また，リサイクル系・オンサイト系の分散型電源に関しても，電力自由化や計測・制御技術の進
展を背景として，着実に増加している。 
とりわけ，太陽光発電は，CO 2 排出量削減だけでなく将来の産業を担う主要技術として注目さ
れている。政府の長期エネルギー需給見通しでは，太陽光発電の大幅な導入拡大を軸に，一次エ
ネルギー供給に対する再生可能エネルギーの割合を 11.6%まで引き上げることが掲げられている
（図 1.2 参照）。太陽光発電の重要性は，エネルギー資源問題と環境保全の双方に有効な一次エネ
ルギー源として年々増しており，2100 年頃には世界の一次エネルギー供給の過半を太陽エネルギ
ーで賄うとの予測もある。また，地球温暖化への対応では，2008 年 6 月の洞爺湖サミットで「2050
年までに温暖化ガスの排出を半減する」との長期目標がグローバルに共有されて，これに対する
重要技術の１つとして太陽光発電の貢献が要請されている。これに対応して，政府の長期エネル
ギー需給見通しが改訂されるとともに，2030 年までの太陽光発電導入目標（53GW 相当）が設定
され，対応施策として 2008 年度から NEDO「革新的太陽光発電技術研究開発」プロジェクトが始
まり，2009 年からは住宅用太陽光発電システムに対する導入補助制度も再施行されている。 
表 1.1 代表的な分散型電源の種類とその特徴 
 利用する資源 供給エネルギー 
再生可能 
エネルギー系 
太陽光発電 太陽光 電力 
風力発電 風 電力 
中小水力発電 水 電力 
地熱発電 地下熱 電力・熱 
リサイクル系 
バイオマス発電 木屑，汚泥 等 電力・熱 
廃棄物発電 可燃性廃棄物 電力・熱 
オンサイト系 
ディーゼルエンジン 重油，灯油 等 電力・熱 
ガスエンジン 都市ガス，LPG 等 電力・熱 
ガスタービン 都市ガス，LPG 等 電力・熱 
燃料電池 水素・酸素，都市ガス 等 電力・熱 
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表 1.2 長期エネルギー見通しにおける新エネルギーの最大導入ケース[2] 
 単位 
1999 年度 2005 年
度 
2020 年度 2030 年度 
実績 実績 最大導入ケース 最大導入ケース 
太陽光発電 
万 kℓ 5.3 35 350 1300 
万 kW 20.9 142 1432 5321 
風力発電 
万 kℓ 3.5 44 200 269 
万 kW 8.3 108 491 661 
廃棄物発電＋バイオマス発電 
万 kℓ 120 252 393 494 
万 kW 98 223 350 440 
バイオマス熱利用 万 kℓ - 142 330 423 
その他 ※1 万 kℓ 564 
 
687 763 716 
合計 万 kℓ 693 1160 2036 3202 
※1: 「その他」には，「太陽熱利用」「廃棄物熱利用」「未利用エネルギー」「黒液・廃材」等が含まれる。 
 
図 1.1 オンサイト系分散型電源の導入量[3] 
 
図 1.2 一次エネルギーにおける再生可能エネルギーの導入見通し[2] 
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1.1.2 分散型電源の電力系統への導入課題 
分散型電源は需要地近傍に分散的に設置されるため，送配電損失の低減，発送変電設備の投資
の繰り延べ，非常時の電力供給，効率的運用による CO2 排出量削減など様々な効果が期待できる
一方で，分散型電源の導入の大量導入によって，電力系統の電力潮流・電圧分布の不確実性が増
大し，供給信頼度や電力品質の低下，電力系統の計画・運用・保護の困難化を引き起こす恐れが
ある[4]-[8]。そのため，電力系統へ分散型電源を連系する場合には，①当該系統の供給信頼度およ
び電力品質について他の需要家に悪影響を及ぼさないこと，②公衆および作業者の安全確保なら
びに電力供給設備および他の需要家設備の保全に悪影響を及ぼさないこと，という 2 つの観点か
ら技術的要件が規定されている。具体的に，電気の保安に関する内容は「電気設備の技術基準の
解釈について」（原子力安全保安院）において，電力品質の保持に関する内容は「電力品質確保に
係る系統連系技術要件ガイドライン」（経済産業省資源エネルギー庁）において，その技術要件が
規定されている。また，電力系統においてしばしば問題となる高調波に係る事項としては，「高圧
又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制対策ガイドライン」（経済産業省資源エネルギー庁）
が準用されている。さらに，これらのガイドラインを踏まえ，電力系統利用協議会による「送配
電等業務の実施に関する基本的な指針」に基づいて一般電気事業者が公表している系統アクセス
ルールにおいて技術要件が公開されている。 
以下では，再生可能エネルギー系分散型電源の大量導入に伴う主な技術的課題として，系統運
用・需給運用上の問題，および配電系統上の問題を取り上げ，概説する。 
(1) 系統運用・需給運用上の問題 
系統運用・需給運用上の主な問題としては，太陽光発電や風力発電の大量導入による余剰電力
の問題，周波数調整力および予備力確保の問題が挙げられる[11]。 
(a) 太陽光発電や風力発電の大量導入による余剰電力の問題 
太陽光発電や風力発電が電力系統に大量導入されると，電力系統における需給構造が大きく変
化して，従来の系統運用の枠組みでは効率的な電力系統の運用ができなくなる恐れがある。例え
ば，太陽光発電が大量に導入された場合，中間期の休日（ゴールデンウィークやお盆休み期間）
などの電力需要の尐ない時期に、ベース供給力（原子力発電の定格出力＋水力発電の定格出力＋
火力発電の最低出力）と太陽光発電の合計発電出力が需要を上回り，余剰電力が発生する可能性
がある。これは，電源構成や発電機の起動停止計画の経済性・効率性に大きな影響を与えうる。
図 1.4 に示されるように，昼間の軽負荷時において，太陽光発電の割合は増加する一方で，需給
調整電源である火力発電の割合は減尐するため，系統安定性や電圧安定性の確保に支障をきたす
恐れがある。これに対処するためには，余剰電力が発生した場合に，太陽光発電の出力を抑制す
る，蓄電池の導入によって余剰電力を吸収する，揚水発電を昼間にポンプ運転する，定格運転を
行っている水力発電や原子力発電の出力を抑制する，といった対策が必要となり，経済性・効率
性の大幅な低下を引き起こす。 
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(b) 周波数調整力・予備力確保の問題 
太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー系分散型電源は発電出力が不安定なため，火
力発電などが行っている負荷周波数制御（LFC: Load Frequency Control）に影響を与えうる。負荷
周波数制御は，電力系統の周波数偏差や連系線潮流の変動を検出して制御信号を発電所に伝送し、
発電所出力を自動制御することにより、系統周波数を適正範囲に維持する制御であり，数分～20
分程度の周期で変動する負荷調整を分担する。高精度の周波数制御を行うためには、十分な調整
容量の確保が必要であり、一般に系統容量の 5％程度とすることが望ましいとされている。負荷
周波数制御には、その目的により、①定周波数制御、②定連系線電力制御、③周波数偏倚連系線
 
図 1.3 太陽光発電や風力発電の大量導入による需給構造の変化[11] 
 
図 1.4 分散型電源の大量導入に伴う系統運用・需給調整の困難化[11] 
 
6 
 
電力制御、④選択周波数制御の 4 つの方式があり、東京電力・北海道電力・沖縄電力が定周波数
制御を、他の電力会社は周波数偏倚連系線電力制御を採用している。出力変動の大きい分散型電
源の導入量が増加すると，系統周波数の変動幅も大きくなり，周波数調整力が不足して系統周波
数が規定値を逸脱する恐れがある。上述したように，早朝や昼間の時間帯には周波数調整力を持
つ火力発電の割合が減尐しているため，十分な LFC 容量の確保が困難となる。また，落雷などに
よって系統擾乱が発生した場合に，当該系統に連系された分散型電源が一斉に解列して，供給力
不足が発生する可能性もある。電力会社は，分散型電源の一斉解列や急激な出力変動に備えて，
バックアップ電源を確保しておかなければならなくなり，発電所の設備稼働率が低下する。さら
に，需給の不確実性の増大によって，電力設備の効率的な計画が困難となる。 
以上のように，分散型電源が大量導入されると，余剰電力への対策やバックアップ電源の確保
が必要となり，すべて系統側で対策した場合には系統安定化コストの過大となり，電気料金が大
幅に上昇する恐れがある。そのため，将来想定される分散型電源の大量導入に対しては，全体コ
スト（社会コスト）が最小となるように，系統運用者側と需要化側（分散型電源側）が協調して
対策を進めていく必要がある。 
(2) 配電系統上の問題 
配電系統において最も懸念されている問題は，分散型電源からの逆潮流による電圧上昇，およ
び不安定出力による急激な電圧変動によって引き起こされる「系統電圧の逸脱」である。配電系
統では，変電所にあるタップ切替変圧器（LRT：Load Ratio control Transformer），線路途中に設置
される線路電圧調整器（SVR：Step Voltage Regulator），および柱上変圧器のタップ整定によって，
適正電圧の維持が図られている。これらの設備は，変電所から末端配電線に向かって一方向に電
力が供給されることを前提として計画・運用がなされているため，分散型電源が大量に連系され
た場合に，系統電圧の維持が困難となることが予想される。分散型電源の導入による電圧管理面
での技術的課題としては，①分散型電源からの逆潮流による電圧上昇，②分散型電源の並解列や
出力変動による電圧変動，③電圧制御器（LRT, SVR）の制御動作への影響，の 3 つが挙げられる。 
(a) 分散型電源からの逆潮流による電圧上昇 
分散型電源が連系されていない配電系統では，電力潮流は変電所から末端配電線に向かって一
方向に流れるため，配電線の電圧は系統末端側に向かって単調減尐となる。一方，分散型電源が
連系されると，配電系統の電力潮流は複雑化し，系統電圧は必ずしも系統末端側に向かって単調
減尐とはならない。図 1.5 に示されるように，分散型電源から供給される電力は，配電用変電所
の引出口から供給される電力を補うように配電線に注入され，根元の配電線の電流を減尐させ，
その線路電流の減尐に伴って電圧降下は小さくなる。分散型電源の出力電力が末端側負荷の総量
よりも大きくなると，連系点付近の線路電流は変電所側に向かって流れ出し，配電線の電圧は上
昇する。分散型電源からの逆潮流が大きくなれば，系統電圧の上昇も大きくなるため，分散型電
源が大量導入された配電系統では，適正電圧の上限値を逸脱してしまう恐れがある。 
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(b) 分散型電源の並解列や出力変動による電圧変動 
電力系統の擾乱や需要家設備内の故障などによって多数台の分散型電源が系統から解列される
と，分散型電源の出力分をすべて変電所側から供給することになるため，配電線で生じる電圧降
下量は増大する。分散型電源による電圧上昇を補償するために，電圧制御器（LRT, SVR）の送出
し電圧が低めに保たれていた場合，電圧降下量の増大によって系統電圧が下限値を逸脱する恐れ
がある。また，分散型電源の急激な出力変動が発生した場合，現状用いられているタップ切替型
の電圧制御器（LRT, SVR）では制御が追い付かず，短期的な系統電圧の逸脱や，ハンチングなど
の不安定動作が発生する場合がある。とりわけ，誘導発電機を用いた風力発電システムの場合，
起動（加速）時に大きな無効分の励磁突入電流が発生するため，大きな電圧変動を引き起こす恐
れがある。したがって，分散型電源が連系された配電系統では，その連系・解列時に関わらず適
正電圧を維持できるような対策を講じなければならない。 
(c) 電圧制御器（LRT, SVR）の制御動作への影響 
電圧制御器（LRT, SVR）の制御には，負荷中心点の電圧を一定に保つように負荷電流の変動に
応じてタップ制御を行う Line Drop Compensation 方式（LDC 方式）が一般的に採用されている。
LDC 方式による電圧制御では，時々刻々と変化する負荷電流の変動を通過電流の変化として捉え，
通過電流の大きさに比例して送出し電圧を調整している。よって，分散型電源が連系されると，
電圧制御器を通過する負荷電流が減尐するため，電圧制御器は軽負荷と見なして送出し電圧を制
御してしまい，系統電圧を逸脱させてしまう可能性がある。とりわけ，負荷や分散型電源の分布
がフィーダ間で大きく異なる配電系統では，適正電圧の維持が非常に困難となると考えられる。 
現在，分散型電源の出力変動や並解列などにより，需要家の受電電圧が適正値を逸脱する恐れ
がある場合は，進相無効電力制御機能，または出力制御機能により自動電圧調整を行うこととな
っている[12]。これは，系統電圧が逸脱する恐れがある場合には，分散型電源の出力を抑制しなけ
ればならないことを意味しており，分散型電源のエネルギー回収効率（経済性）を低下させる原
因となる。したがって，現状のまま分散型電源の導入拡大が進められた場合，電圧逸脱およびそ
れに伴う分散型電源の出力抑制は非常に大きな問題となると考えられる。 
以上のことからも，将来想定される分散型電源の配電系統への大量導入に向け，新たな電圧制
御技術の開発が望まれていることがわかる。なお，実際の分散型電源の系統連系協議にあたって
は，その他にも，瞬時電圧低下，電圧フリッカ，電圧不平衡，高調波による電圧歪みなど，電力
品質に関する様々な問題を考慮する必要がある。また，分散型電源の単独運転をはじめ，一斉解
列による配電線や変圧器の過負荷運転，配電用変電所バンクへの逆潮流問題，短絡容量の増加，
地絡故障検出などの保護協調など，配電系統の保守・安全に関する問題への対応も必要となる。  
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図 1.6 分散型電源の連系が電圧制御に与える影響 
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1.1.3 配電系統の自動化とセンサ開閉器の導入 
配電系統では，供給信頼度の向上や保守作業の省力化を目的として，配電自動化システムの整
備がなされている。配電系統の自動化は，すでに昭和 20 年代から様々な方式が検討され，実配電
線路での試行が繰り返されてきた。特に，時限式の事故区間自動区分方式は，簡易な仕組みと信
頼度面で大きな効果が得られることから，実線路に広く適用されている。現在では，コンピュー
タ技術や通信技術を駆使した高度な配電自動化システムが開発され，全国の配電系統に普及して
いる。図 1.7 に，配電自動化システムの一例[13]を示す。標準的な配電自動化システムは，配電線
開閉器に組み合わせられた制御子局と，事業所等に設置された親局コンピュータ，ならびにこれ
らを結合する通信ネットワークから構成される。このようなシステムにより，事故時などにおけ
る開閉器の切替操作，系統の監視・状態把握，配電線路・設備の表示・記録などの機能を実現し
ている。これにより，事故復旧時間の短縮による信頼度向上，配電系統操作のための現地出向作
業軽減による省力化，系統切替操作の迅速化・適正化による設備稼働の向上などに効果を発揮し
ている。なかでも，配電用変電所や配電線の稼働率向上や容易な負荷の均平化による流通設備へ
の投資抑制やコストダウンに大きく寄与している。 
しかしながら，現状の自動化システムでは，電力潮流が変電所から需要家負荷に一方向に流れ
ることを前提としており，配電系統に連系される分散型電源の増加に伴い，電力潮流・電圧面で
新たな運用・管理が必要となる。既に一部の電力会社では，配電線電流のモニタリングシステム
を開発し実用化[15]しているが，将来の配電自動化システムはこのような機能を包含し，さらに配
電系統をリアルタイムで最適制御するシステムが求められると考えられる。また，今後の電力市
場の自由化や規則緩和の進展によっては，分散型電源あるいは需要家負荷などの幅広い情報をリ
アルタイムでシステムに取り込む必要も出てくるものと考えられる。 
現在，配電系統の状態をより正確に把握するために，高精度のセンサを内蔵した自動開閉器（以
下，センサ開閉器と呼ぶ）が開発され，面的な導入が進められている。センサ開閉器の普及によ
って，配電系統の各地点の状態量（三相電圧，三相電流，力率など）を高精度に取得でき，それ
らの継続的かつ統計的な管理が可能となるため，配電設備のより効率的な計画・運用が可能とな
る。図 1.8 に，センサ開閉器の概観，およびセンサ開閉器を活用したモニタリングシステムの一
例を示す。しかしながら，センサ開閉器によるモニタリングが行われている配電系統においても，
センサ開閉器データの利用は負荷量や停電区間の把握に限られており，電圧管理への積極的な活
用は行われていない。ただし，多地点計測による配電系統の電圧・電流プロファイルのデータベ
ース化は進められており，新たな電圧管理方式を開発する環境が整ってきていると言える。した
がって，センサ開閉器から得られる系統情報を基に，電圧制御器の配置やパラメータ整定，さら
にはリアルタイムの電圧制御を行うことで，分散型電源の導入に対抗可能な高信頼度の電圧管理
システムの構築が可能となると考えられる。 
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図 1.7 配電自動化システムの例[13] 
 
   
 (a) センサ内蔵の自動開閉器[16] (b) 次世代モニタリングシステムの例[9] 
図 1.8 センサ開閉器の導入と配電系統のモニタリング 
 
11 
 
1.2 本研究の目的 
前節で示したように，分散型電源の増加によって配電系統の電力潮流や電圧分布は複雑化する
ため，分散型電源が大量導入された場合には，電力品質面で様々な問題を引き起こす恐れがある。
その一方で，配電自動化システムの高度化やセンサ開閉器の導入が進められており，配電系統の
状態把握に基づいた設備計画・系統運用の更なる合理化・効率化が可能となってきている。しか
しながら，現状の配電自動化システムは，分散型電源の連系は考慮されておらず，電力潮流・電
圧面における新たな運用・管理の枠組みを確立する必要に迫られている。したがって，今後の分
散型電源の安定的かつ円滑な導入を進めるためには，配電系統に面的に設置されたセンサ開閉器
情報を活用した高信頼度の配電系統の運用・制御システムを開発することが望まれている。 
本論文では，センサ開閉器が導入された配電自動化システムを想定して，今後予想される分散
型電源の大量導入に対応可能な高信頼度の電圧管理手法を提案することを主目的とする。ただし，
配電系統には膨大な数の設備（配電設備，需要家設備）が面的に分布しており，運用・制御シス
テムの更新には多大なコストと時間を要するため，新たな電圧管理手法の適用は系統構成や分散
型電源の導入状況に応じて行われるべきである。そこで，分散型電源連系時におけるセンサ開閉
器情報を活用した電圧管理対策として，(1) 系統機器の自律分散制御による電圧管理手法，(2) 系
統機器の集中制御による電圧管理手法，(3) 系統機器と需要家設備が一体となった統合型電圧管理
手法をそれぞれ提案する。なお，本論文で検討した課題については，以下の通りである。 
課題１：分散型電源連系時における配電系統の状態把握と電圧推定（第 2章） 
課題２：既存の電圧制御器（LRT, SVR）の最適整定による電圧維持能力の向上（第 3章） 
課題３：センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御の適用（第 4章） 
課題４：需要家設備を活用した統合型電圧制御の適用（第 5章） 
1.3 配電系統の電圧管理の課題 
(a) 分散型電源が連系された配電系統の状態把握と電圧推定 
分散型電源の導入拡大に対して，配電系統を安定的かつ効率的に運用するためには，分散型電
源が連系された配電系統の状態をできるだけ正確に把握する必要がある。分散型電源の影響や導
入可能量を定量的に評価することができれば，配電系統を安定化するための対策技術を迅速かつ
合理的に適用できるようになるため，系統管理者は過剰な設備投資を回避しつつ，分散型電源の
円滑な導入を図ることが可能となると考えられる。配電系統を対象とした分散型電源の影響評価
については，これまでに様々な検討がなされている。確定論的評価手法としては，不平衡系統・
高低圧混在系統に対応した潮流計算法[17]-[19]や，連系地点ごとに電力品質を多目的に評価する手法
が提案されている[20]。また，系統電圧やバンク逆潮流，短絡容量，高調波といった観点から分散
型電源の連系限界量を算定する手法も提案されている[21]-[23]。確率論的評価手法としては，モンテ
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カルロ法を用いた評価手法が提案されている。風力発電出力の不確実性を考慮して供給信頼度や
電力品質を評価する手法[24]-[26]や，停電や瞬時電圧低下に対する信頼度評価を行う方法[27][28]などが
提案されている。しかしながら，単相連系される住宅用 PV の導入分布の不確実性を考慮した上
で配電系統の電力品質を評価する方法は提案されておらず，将来想定される住宅用 PV の導入拡
大が配電系統の電圧分布や電圧不平衡に与える影響は十分に評価されていない。また，我が国の
配電系統における分散型電源の連系可能容量がどういった技術的制約によって決定されるのか，
連系地点や時間帯に対してどのように変化するのかについても十分に評価されていない。 
課題 1 では，モンテカルロ法を用いた分散型電源の影響評価手法，および分散型電源の地点別・
時間別連系可能容量の算定手法を提案する。これらの評価手法に基づき，現状の配電系統におい
て分散型電源の導入拡大が進められた場合に，どの程度の導入率でどういった電力品質問題が発
生するのかを明らかにする。さらに，局所的に設置されるセンサ開閉器の計測情報から配電系統
全体の電圧分布を推定する手法を提案し，電圧推定を行うことでセンサ開閉器間の電圧逸脱を把
握可能となり，電圧管理の高信頼度化を図れることを明らかにする。 
(b) 既存の電圧制御器（LRT, SVR）の最適整定による電圧維持能力の向上 
現状，配電系統では，配電用変電所にある負荷時タップ切替変圧器（LRT）や線路途中に設置
される自動電圧調整器（SVR）によって適正電圧の維持が図られている。これらの電圧制御器の
制御方式には，自端情報（電圧・電流）に基づいた電圧降下補償方式（LDC 方式）が採用されて
おり，需要増減や設備拡充によって変化する電圧・潮流分布に対して，制御パラメータを試行錯
誤的に再整定することで対応している。しかしながら，分散型電源の導入を考慮した電圧制御器
の整定方法は確立されておらず，どのようなデータを用いて，電圧制御器をどのように整定する
べきか，といったことは未だ明確にされていない[29]。さらに，配電用変電所の LRT に加えて SVR
が複数台設置されている配電線フィーダもあり，複数ある電圧制御器間の協調を図りながら，そ
れぞれの電圧制御器に対して有効な制御パラメータを決定することは困難である。 
課題 2 では，センサ開閉器によって取得される電圧・電流データに基づき，既設の電圧制御器
（LRT, SVR）の制御パラメータを決定する手法について検討し，分散型電源が連系された配電系
統において電圧逸脱量の最小化と電圧余裕の最大化を図る。 
(c) センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御の適用 
想定外の需要変化や分散型電源の出力変動，あるいは配電線事故による系統構成の変更に十分
に対応するためには，従来の自律分散制御だけでなく，計測情報に基づいた集中型電圧制御方式
の適用についても検討する必要がある。リアルタイムの監視・制御には，通信系や制御系に高い
信頼度が要求され，追加的な設備コストが必要となるが，既に配電系統では配電自動化や光通信
網の整備が進められており，センサ開閉器情報を活用した中央集中的な電圧管理システムの構築
も実現可能な域に達していると言える。集中型電圧制御方式としては，最適潮流計算による手法
がこれまでに提案されている[30]-[33]が，潮流計算を繰返し行うために制御量の演算に時間がかかる
ことや，設備構成の変更や系統事故といった想定外の系統状態の変化に十分に対応できない可能
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性があるといった問題が存在する。 
課題 3 では，センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御方式を提案し，配電系統アナログシ
ミュレータを用いて電圧制御能力を検証する。また，無効電力補償器（SVC）との協調制御，お
よびループ配電系統への適用効果についても検証する。 
(d) 需要家設備を活用した統合型電圧制御の適用 
民生分野での CO2 排出量の削減やエネルギー利用の高効率化に貢献できるものとして，太陽光
発電以外にも，蓄熱式ヒートポンプ給湯器，プラグイン電気自動車，家庭用燃料電池システム，
太陽熱温水器といった新エネルギー機器の導入促進が住宅を中心として積極的に進められてい
る。これらの機器は，エネルギー貯蔵機能を備えているため，起動停止にある程度の自由度を有
しており，他の家電と比較して大容量であるため，十分な可制御性を有していると言える。また，
情報通信技術（ICT 技術）やエネルギー管理技術も大きく進展しており，様々な需要家設備を柔
軟かつ効率的に運用できる環境も整いつつある。需要家のエネルギー管理システムを媒介として，
系統設備と需要家設備を一体的に運用することで，高効率・高信頼度の電圧管理システムが構築
できると考えられる。しかしながら，需要家設備を活用して系統周波数制御や負荷平準化を行う
方法は提案されているものの，需要家設備を活用した配電系統の電圧管理手法はこれまで提案さ
れていない[34]-[36]。 
課題 4 では，可制御性を持つ需要家設備を活用して分散型電源が大量導入された系統電圧の管
理を行う方法について検討する。配電系統に面的に分布する多数の需要家設備をフィーダ単位で
グループ化し，それらの運用パターン（夜間消費パターンと昼間消費パターン）を一括して管理
することで，適正電圧の維持と当該配電系統の負荷率向上が図れることを明らかにする。 
1.4 本論文の構成 
本論文は，前節で示した課題に沿って全６章で構成されている。 
第 2 章では，分散型電源導入時の配電系統の状態把握・評価について検討を行う。まず，2.1 節
において分散型電源の影響評価と配電系統の状態推定の必要性について概説し，検討事項を述べ
る。2.2 節では，電力系統の定常解析ツールとして一般的に用いられている「電力潮流計算」およ
び配電系統に特化した電力潮流計算法である「三相繰返し潮流計算法」について説明する。2.3 節
では，分散型電源の導入分布の不確実性を考慮して分散型電源の影響評価を行うために，モンテ
カルロ法に基づいた評価手法を提案し，モデル系統上で分散型電源の導入拡大が電力品質に与え
る影響を確率的に評価する。2.4 節では，分散型電源の導入可能容量の算定手法を提案し，モデル
系統上で地点別・時間別の連系可能容量を算出して，現状の配電系統においてどの程度まで分散
型電源を導入可能なのか，どの制約条件が支配的なのかを明らかにする。2.5 節では，分散型電源
が連系された配電系統の状態把握を行うために，センサ開閉器情報から配電系統全体の電圧分布
を推定する手法を提案し，モデル系統上で電圧推定精度の検証，および電圧制御への適用効果の
検証を行う。そして，2.6 節において，第 2 章のまとめと今後の課題について述べる。 
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第 3 章では，既存の電圧制御器（LRT, SVR）の制御能力を最大化することを目的として，電圧
制御器の最適整定を行う。まず，3.1 節では，従来から一般的に用いられている電圧制御器（LRT, 
SVR）の特性と整定すべき制御パラメータについて説明する。3.2 節では，最適化手法に基づいた
電圧余裕の最大化を達成する電圧制御器の最適整定手法を提案する。3.3 節では，モデル系統上で
提案手法に基づいて LRT と SVR の制御パラメータの組み合わせを決定し，実用時間内に適正電
圧の維持に有効な解が得られることを示す。3.4 節では，パレート最適化の概念を用いて電圧制御
器（LRT, SVR）の不感帯幅を調整することで，適正電圧を維持しつつ一日のタップ切替回数を抑
制して電圧制御器の超寿命化が図れることを示す。そして，3.5 節において，第 3 章のまとめと今
後の課題について述べる。 
第 4 章では，センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御方式を提案する。まず，4.1 節で自律
分散制御方式の課題を概説し，本章で検討する内容を述べる。4.2 節では，センサ開閉器から得ら
れる電圧データを基に，電圧制御器（LRT, SVR）を集中的に制御するロジックを提案する。配電
系統アナログシミュレータを用いて実験を行い，分散型電源の大量導入された場合でも適正電圧
の維持が可能であることを示す。4.3 節では，分散型電源の不安定出力に伴う急峻な電圧変動への
対策として，無効電力補償器（SVC）の適用を想定して，電圧制御器（LRT, SVR）との協調が可
能な SVC の自律分散制御方式を提案する。配電系統アナログシミュレータを用いて実験を行い，
分散型電源の不安定出力によって急峻な電圧変動が発生した場合でも，適正電圧の維持が可能で
あることを示す。4.4 節では，分散型電源の不均等連系によってフィーダ間で大きな電圧分布の偏
りが生じる場合への対策として，ループ配電方式の適用（配電系統をループ状にして運用するこ
と）を想定して，ループ配電系統における集中型電圧制御方式の電圧制御能力を検証する。また，
配電系統アナログシミュレータを用いて系統健全時と系統事故時の 2 つの系統状態に対して実験
を行い，それぞれの系統状態における制御動作を確認する。そして，4.5 節において，第 4 章のま
とめと今後の課題について述べる。 
第 5 章では，可制御性を持つ需要家設備を活用して配電系統の電圧管理を行う方法について検
討する。まず，5.1 節では，配電系統側のみによる対策の非効率性について触れ，本章で検討する
内容を述べる。5.2 節では，ヒートポンプ給湯器や電気自動車といった可制御性を有する需要家設
備の導入状況を示し，それらの機器を住宅内で効率的に運用するシステム「住宅エネルギー管理
システム：HEMS（Home Energy Management System）」について説明すると共に，配電系統との双
方向通信ネットワークによる負荷管理の可能性について述べる。5.3 節では，配電フィーダを単位
とした HEMS 住宅の設備運用パターン切替による電圧管理手法を提案する。5.4 節では，分散型
電源の大量導入によって適正電圧の維持が困難となった配電系統モデルに対して，提案手法に基
づいて各 HEMS 住宅の設備運用パターンを決定することで，適正電圧の維持と当該配電系統の負
荷率改善が達成できることを示す。そして，5.5 節において，第 5 章のまとめと今後の課題につい
て述べる。 
第６章では，本研究で得られた成果をまとめると共に，今後の課題と展望について言及する。 
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第２章 
分散型電源が導入された配電系統の状態把握と電圧推定 
 
2.1 本章の概要 
分散型電源の導入拡大に対して，配電系統を安定的かつ効率的に運用するためには，分散型電
源が連系された配電系統の状態をできるだけ正確に把握・評価することが望ましい。分散型電源
の影響や導入可能量を定量的に評価することができれば，配電系統を安定化するための対策技術
を迅速かつ合理的に適用できるようになるため，系統管理者は過剰な設備投資を回避しつつ，分
散型電源の円滑な導入を図ることが可能となると考えられる。また，分散型電源設置者にとって
も，配電系統の設備余力の詳細（どの地点にどの程度の容量を持つ分散型電源が設置可能なのか，
どの時間帯にどの程度の発電が可能なのか）が予め把握・提示されていれば，分散型電源の事業
計画を容易に進めることができるようになると考えられる。 
その一方で，配電系統における分散型電源の影響度や導入可能量の評価を高い信頼度のものに
するためには，配電系統の電圧・電流分布を高精度に推定することが必要である。しかしながら，
配電系統には広い範囲に亘って数百軒から数千軒の需要家が面的に分布しているため，すべての
地点の電圧・電流を計測することは現実的ではなく不可能に近い。これに対して，わが国では自
動開閉器に高精度のセンサを内蔵したセンサ開閉器の導入が検討されている。一般に，自動開閉
器は各配電線フィーダに対して 6 個～9 個程度設置されており，センサ開閉器の導入によって部
分的ではあるものの配電系統の電圧・電流分布の実態把握が可能となる。しかしながら，局所的
に設置されるセンサ開閉器からの情報だけでは，柱上変圧器のタップ変更点や分散型電源の連系
点などの線路途中で電圧逸脱事象を把握することは困難であるため，センサ開閉器区間内の配電
線各点の電圧も把握することが望ましい。限られたセンサ開閉器情報から配電系統全体の電圧分
布を高精度に推定することができれば，より高信頼度の設備計画や電圧管理が可能となると考え
られる。 
以上で述べたように，配電系統における分散型電源の導入拡大に対しては，分散型電源の影響
評価や連系可能量の把握，およびセンサ開閉器情報に基づいた電圧推定といった技術が重要なツ
ールとなり得る。そこで，本章では，上記の三相繰返電力潮流計算に基づいた，分散型電源が連
系された配電系統の評価手法，分散型電源の地点別・時間別連系可能容量の算出手法，およびセ
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ンサ開閉器情報を用いた配電系統の電圧推定手法を提案する。また，モデル系統上でのシミュレ
ーションを通して，それらの手法の妥当性を検証する。以下に，本章の構成を示す。 
2.2 節では，分散型電源が連系された配電系統の評価・解析に用いる電力潮流計算として，配電
系統に特化した計算法である「三相繰返し潮流計算法」について概説する。2.3 節では，分散型電
源が連系された配電系統の評価手法として，モンテカルロ法に基づいた分散型電源の影響評価手
法を提案する。ここでは，配電線に単相で連系される住宅用太陽光発電システム（住宅用 PV）を
対象として，現状の配電系統において住宅用 PV の導入拡大が進められた場合に，どの程度の導
入率でどういった電力品質問題が発生するのかを明らかにする。また，分散型電源の力率を変化
させた場合の影響についても評価する。2.4 節では，分散型電源の地点別・時間別連系可能容量の
算出手法を提案する。ここでは，現状の配電系統において，連系地点や時間帯ごとに分散型電源
の連系可能容量がどのように変化するのか，連系可能容量を制限する主な技術的制約は何なのか
を明らかにする。2.5 節では，センサ開閉器情報を用いた配電系統の電圧推定手法を提案する。こ
こでは，センサ開閉器情報から配電系統全体の電圧分布を推定することで，センサ開閉器が設置
された地点の情報（実績データ）だけでは確認できない電圧逸脱を明らかにし，その後の電圧管
理に寄与できることを示す。 
2.2配電系統の定常解析と電力潮流計算 
分散型電源が連系された配電系統の状態を把握・評価するためには，配電系統の電圧・潮流分
布を高い精度で計算する必要がある。一般的に，電力系統の定常解析には「電力潮流計算」が広
く用いられており，様々な方法が提案されている。電力系統は，いくつかの条件・仮定の下では
集中定数交流回路のネットワークとして表現することができる。送電系統においては，直列イン
ピーダンスを持つ設備が送電線と変圧器だけであるため，それらの直列インピーダンス要素をブ
ランチ，変電所と発電所の母線をノードとしたネットワークとして，回路網をモデル化すること
ができる。一方，配電系統については，配電線と各種変圧器（配電用変圧器，柱上変圧器，タッ
プ切替変圧器）をブランチ，配電用変電所と負荷および分散型電源の母線をノードとしたネット
ワークとして，回路網をモデル化することができる。電力潮流計算とは，このようなネットワー
クの各ノードの複素電圧と各ブランチの電力潮流を求める計算のことである。これまでに，電力
潮流計算の高速化と高精度化を目的として，様々な潮流計算法が提案されている[1]。送電系統に適
用される代表的な潮流計算法にはニュートンラフソン法（Newton-Raphson Method）があるが，以
下に示すように，いくつかの課題がある。 
・ 非線形連立代数方程式（潮流方程式）を解くため，計算が複雑である。 
・ ヤコビアンの作成に時間がかかる。 
・ 送電線の R/X 比が大きい場合，収束特性が悪化する。 
・ 三相平衡回路を基本としており，不平衡回路は考慮されない。 
（ただし，三相対応のニュートンラフソン法も提案されている。） 
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そこで，本研究では，放射状配電系統に特化した電力潮流計算法である「三相繰返潮流計算法」
を用いることとする。その適用にあたっては，以下のことを考慮した。 
・ 三相繰返潮流計算法は，簡単な代数計算の繰り返しだけで解くため，計算が単純である。 
・ 配電線は R/X 比が比較的大きく（0.4～1.0 程度），ニュートンラフソン法では収束計算に時
間がかかる場合がある。 
・ 単相負荷の割合が多く，三相電圧・三相電流の不平衡を考慮する必要がある。 
図 2.1 に，本研究で用いる三相繰返潮流計算の概念図を示す。なお，潮流計算のアルゴリズム
や系統構成要素のモデル化の詳細については，付録 2 を参照されたい。放射状配電系統では，配
電線の末端から根側（送出し点）に向かって各ノードの三相負荷電流を足し込んでいくことによ
り線路区間を通過する電流が計算でき，その線路電流による区間の電圧降下分を根元から末端に
向かって徐々に送出し電圧から差し引いていくことで各ノード電圧と位相角が計算可能であると
いう特徴がある。ここで用いる三相潮流計算は，基幹系統で用いられている非線形連立代数方程
式の解法ではなく，樹枝状系統の特徴を活かした簡単な代数計算の繰返しだけで潮流計算を行う
ものである(12)。具体的には，定電力負荷特性を有する各ノード負荷の負荷電流推定値を PQ 指定
値に合うように修正していきながら，負荷電流推定値の足しこみによる線路電流の推定とその推
定値を用いた電圧降下計算による電圧推定を繰り返す。つまり，ここでの樹枝状系統潮流計算は，
線路電流とノード電圧を媒介変数として，PQ 指定値を満たすノード負荷電流を決めることに他な
らない。配電線の送出し電圧（根元の電圧）が指定値として与えられれば，他のノード電圧は線
路電流に依存して決まり，線路電流はノード負荷電流の足しこみにより決まる。なお，負荷が電
圧特性を有している場合でも，電圧特性が適当な関数で表されれば，同様のアルゴリズムで配電
線ノード電圧を計算することできる。 
VA0
phase A 
phase B 
phase C 
IA1=
PA1+ jQA1
VA1
IB1=
PB1+ jQB1
VB1
IC1=
PC1+ jQC1
VC1
IA2=
PA2+ jQA2
VA2
IA3=
PA3+ jQA3
VA3
IB2=
PB2+ jQB2
VB2
IB3=
PB3+ jQB3
VB3
IC2=
PC2+ jQC2
VC2
IC3=
PC3+ jQC3
VC3
VB0
VC0
ZA1
ZB1
ZC1
ZA2
ZB2
ZC2
ZA3
ZB3
ZC3
① Calculation of line current by addition of load current 
LCA1 (= LCA1 + IA1)
LCB1
LCC1
LCA2 (= LCA2 + IA2)
LCB2
LCC2
LCA3 (= LCA3 + IA3)
LCB3
LCC3
② Calculation of voltage by subtraction of voltage drop
VC1 (=VC0 ‐ZC1 ・LCC1 ) VC2 (=VC1 ‐ZC2 ・LCC2 ) VC3 (= VC2 ‐ZC3 ・LCC3 )
VA1
VB1
VC1
VA2
VB2
VC2
VA3
VB0
VC3
 
図 2.1 三相繰返潮流計算の概念 
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2.3 分散型電源が配電系統の電力品質に与える影響評価 
2.3.1 分散型電源の導入分布の不確実性とその影響評価 
CO2 排出量削減やエネルギー自給率向上への期待から，分散型電源の導入促進が積極的に進め
られており，その導入量は着実に増加している。とりわけ，太陽光発電（PV）に関しては，2030
年までに 5300 万 kW もの PV を導入することが掲げられており，その内の 6 割が住宅への導入が
見込まれていることから，住宅地域における PV の導入量は急激に増加するものと予想される[2]。
一方，PV の主な連系先となる配電系統は，電源設備の接続を前提とせずに計画・運用がなされて
おり，現状のまま PV の導入拡大が進められた場合には，電力品質の確保に支障をきたす恐れが
ある。このような背景の下，分散型電源の連系に対応した配電系統の運用・制御技術の研究は数
多く行われている[3]が，それらの対策技術を適切に導入するためには，分散型電源の導入が配電
系統の電力品質に与える影響を定量的に評価する必要がある。とりわけ，住宅に設置される PV
は配電系統に単相で連系されるため，電圧上昇や電圧変動の問題だけでなく，電圧不平衡への影
響も十分に把握しておく必要がある。三相電圧の不平衡は，電気機器の故障や異常動作を引き起
こすだけでなく，電圧管理の困難化や配電損失の増加を引き起こすため，単相で連系される住宅
用 PV システム（以下，住宅用 PV）の導入による電圧不平衡拡大のリスクを定量的に評価するこ
とは重要であると考えられる。 
配電系統を対象とした分散型電源の影響評価手法については，これまでに様々な検討がなされ
ている。確定論的アプローチとしては，不平衡系統・高低圧混在系統に対応した潮流計算法[4]-[6]
や，連系地点ごとに電力品質（電圧分布・電流容量・短絡容量・配電損失など）を多目的に評価
する手法が提案されている[7]。また，系統電圧やバンク逆潮流，短絡容量，高調波といった観点
から分散型電源の連系限界量を算定する手法も提案されている[8]-[11]。確率論的アプローチとして
は，モンテカルロ法を用いた評価手法が提案されている。風力発電出力の不確実性を考慮して供
給信頼度や電力品質を評価する手法[12]-[14]や，停電や瞬時電圧低下に対する信頼度評価を行う方法
[15][16]などが提案されている。しかしながら，住宅用 PV の導入拡大が配電系統の電圧分布や電圧
不平衡にどの程度の影響を与え得るかについての検討は，十分に行われていない。また，住宅用
PV の導入分布の不確実性を考慮して，配電系統の電力品質を評価する方法はこれまで提案されて
いない。 
そこで，本節では，住宅用 PV の導入拡大が配電系統に与える影響を定量的に把握するために，
モンテカルロ法を用いた評価手法を提案する。評価項目は，電圧分布・電圧不平衡率・配電損失
の 3 つとし，それぞれに対して評価指標を定義する。提案手法では，PV の設置地点（ノード番号，
相番号）を変数として，住宅用 PV をランダムに配置しながら三相潮流計算に基づいた評価を繰
り返す方法を採る。配電系統モデルを用いたシミュレーションを通して，PV の導入率や負荷の不
平衡に対して各評価値がどのような特性を持つのかを明らかにする。 
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2.3.2 モンテカルロ法を用いた評価手法 
(1) 評価項目と定式化 
配電系統の三相電圧，三相線路電流，電圧不平衡率は，単相 PVの導入分布や出力プロファイル
によって変化する。ここでは，単相 PVの連系が配電系統の電力品質に与える影響を定量的に評価
するために，①電圧分布，②電圧不平衡，③配電損失に対してそれぞれ評価指標を定義する。 
(a) 電圧分布 
PV 連系に伴う電圧上昇および電圧変動は，配電系統において最も懸念される電力品質問題であ
る。電圧分布については，電圧変動が小さく，電圧余裕が十分に確保されることが望ましい。そ
こで，各ノードにおける適正電圧範囲の中心値を基準電圧 VREFとし，基準電圧との偏差の二乗和
を電圧分布の評価値として用いる。 
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ここで，FV: 電圧分布の評価値，VREFn: ノード n における基準電圧，Vt,n,p: 時間断面 t における
ノード n の p 相電圧 
(b) 電圧不平衡 
3 相 3 線式で構成される 6.6kV 配電系統において，負荷端（需要家端）の電流が不平衡となる
と，不平衡な電流が配電線に流れて不平衡な電圧降下が発生し，線間電圧にバラツキが生じる（こ
れを電圧不平衡と呼ぶ）。そのため，単相 PV が 1 つの線間に集中して導入された場合には，配電
系統の電圧不平衡が過大となる恐れがある。三相系統における電圧不平衡率については，三相電
圧の正相成分と逆相成分の除算から求まる。本論文では，(2.2)式に示されるように，電圧不平衡
率 ε の最大値を電圧不平衡の評価値として用いる。 
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ここで，FImbV: 電圧不平衡の評価値，εt,n: 電圧不平衡率，Vt,n,p: 時間断面 t におけるノード n の p
相電圧，μ: ベクトルオペレータ 
(c) 配電損失 
一般に，PV からの発電電力によって配電線に流れる電力潮流は減尐するため，PV 導入量が大
きくなるほど配電損失は減尐する傾向にある。ただし，フィーダ負荷のほとんどを賄うほどの PV
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が導入された場合，導入前よりも配電損失が増加してしまう可能性がある。また，単相 PV が不
平衡に導入された場合には，電流不平衡によって十分な配電損失削減効果が得られない可能性も
ある。そこで，PV 導入時の配電損失を(2.5)式に従って算出し，単相 PV の導入が配電損失に与え
る影響を評価する。 
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ここで，FLOSS: 配電損失の評価値，Ibr,p: 時間断面 t における配電線 br の p 相電流，Rbr,p: 配電線
br の線路抵抗値 
(2) モンテカルロ法の適用 
多数の需要家が広く面的に分布している配電系統において，分散型電源がどの配電線に連系さ
れるかを把握することは非常に困難である。とりわけ，単相で連系される分散型電源の場合，ど
の地点のどの線間に連系されるかは大きな不確実性を有している。一般に，不確実性を含んだモ
デルを評価の対象とする場合には，「モンテカルロ法」と「状態列挙法」が適用される。状態列挙
法は，対象モデルに対して起こり得る状態をすべて列挙して評価を行う方法で，すべての状態を
評価するため厳密解が得られる。しかし，評価する項目が多い場合や不確実性が大きい場合には
状態の組み合わせ数が膨大となり，実用時間内に解を得ることが困難となる場合がある。一方，
モンテカルロ法は，乱数を用いたシミュレーションを何度も行なうことにより近似解を求める計
算手法であり，解析的に解くことができない問題でも、シミュレーションを何度も繰り返すこと
によって近似的に解を求めることができる。適用範囲が広く、問題によっては他の数値計算手法
より簡単に適用できるが、高い精度を得ようとすれば計算回数が膨大になってしまうという弱点
もある。電力分野における適用例としては，電力系統の信頼度評価などが上げられ，需要変化や
系統事故の不確実性に対してモンテカルロ法の有効性が発揮されている。 
配電系統では，多数の需要家が広く面的に分布しているため，起こり得る分散型電源の導入分
布は多様であり，その組み合わせ数は膨大となる。そこで，住宅用 PV の設置地点および接続相
をランダム変数として三相潮流計算を繰り返すモンテカルロ法を提案し，定義した 3 つの評価指
標に従って住宅用 PV の影響評価を行う。 
(3) 評価手順 
上記の様に定義した電圧分布・電圧不平衡・配電損失に関する評価指標を用いて，単相 PV の
導入拡大が配電系統に与える影響をモンテカルロ法に基づいて評価する。図 2.2 に，モンテカル
ロ法に基づく電力品質評価のフロー図を示す。本評価手法では，一般住宅に導入される単相 PV
を対象とすること，配電系統内では日射量に大きな違いは生じないと考えられることから，PV の
設置地点（ノード番号，相番号）を変数として，三相潮流計算をサンプル数だけ繰り返す方法を
採る。PV の設置地点については，一様乱数を用いてランダムに決定する。なお，PV の総数は予
め設定した PV 導入率と住宅負荷の総数から求め，1 地点あたりの PV の設置台数はその地点の住
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宅負荷数を超えないように決定する。PV 出力は「マイナスの負荷電力」として与えられ，三相潮
流計算を各時間断面に対して行い，各評価値（FV, FImbV, FLOSS）を算出する。 
 
START
END
Random placement of single-phase PV 
at load connection nodes
3-phase power flow calculation
Calculation and preservation of 
evaluation indices (FV, FImbV, FLOSS)
m = M ?
Set of sample number: M
m = m + 1
Set of PV penetration rate
m = 1
Set of distribution system model data
Time: t = 1
t = 24 ? t = t + 1
Yes
No
Yes
No
Output of sample average, standard deviation 
and significance level
 
図 2.2 単相 PV 導入に対する電力品質評価のフロー 
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2.3.3 モデル系統での評価結果 
本節では，提案手法を配電系統モデルに適用して，単相で連系される住宅用 PV の導入拡大が
電圧分布・電圧不平衡・配電損失に与える影響を定量的に評価する。また，PV 導入率の増加や負
荷分布の平衡・不平衡に対して各評価値がどのような特性を持つのかを明らかにする。 
(1) シミュレーション条件 
モンテカルロシミュレーションによる確率的な評価を行うにあたり，各評価値のサンプル数は
5000 個とし，PV の設置地点（ノード番号，相番号）をランダム変数として 5000 回の三相潮流計
算を実施する。表 2.1 に，評価ケースを示す。表に示すように，Case 1（1-1, 1-2）では PV 導入率
の影響について，Case 2（2-1, 2-2）では PV 力率の影響について評価を行う。系統状態については，
三相平衡の負荷分布と三相不平衡の負荷分布の 2 パターンを想定する。PV 導入率については，
Case 1 では 10%刻みで 0%～50%まで変化させ，Case 2 では 30%とする。PV 力率については，Case 
1 では 1.0 とし，Case 2 では 0.05 刻みで 0.8～1.0 まで変化させる。 
表 2.1 評価ケース 
 負荷分布 PV 導入率  PV 力率  
Case 1-1  三相平衡  0%～50%  1.0  
Case 1-2  不平衡  0%～50%  1.0  
Case 2-1  三相平衡  30%  0.8～1.0  
Case 2-2  不平衡  30%  0.8～1.0  
 
以下では，ネットワークモデル，負荷・PV モデル，および送出し電圧制御についてそれぞれ説
明する。 
(a) ネットワークモデル 
モデル系統として，3 分割 3 連系方式の 6.6kV 配電系統を模擬したネットワークモデルを構築
した。図 2.3 に，配電系統モデルの概要図を示す。本モデルは，区分開閉器ノード 6 個，負荷接
続ノード 11 個，配電線ブランチ 17 本で構成されている。配電系統の根本側には負荷時タップ切
替変圧器（LRT）が設置されており，LDC 方式によって二次側ノード電圧を制御するものとした。
なお，LRT ブランチの一次側ノードはスラック母線とし，その電圧値はすべての時間断面におい
て 6.6kV 一定とした。適正電圧範囲については，すべての負荷接続ノードにおいて 6.3kV ~ 6.9kV
とした。配電線種については，第 1 区間と第 2 区間の幹線でアルミ線 240mm2（AL240: 0.126+j0.311
Ω/km）を用い，第 1 区間と第 2 区間の分岐線および第 3 区間の幹線でアルミ線 120mm2（AL120: 
0.252+j0.348Ω/km）を用いた。また，負荷接続ノード間は 800m としており，フィーダの亘長は
10km となっている。 
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(b) 負荷・PVモデル 
図 2.4 に，負荷電力および PV 出力の日間プロファイルをそれぞれ示す。電力負荷については，
1kW 程度の住宅負荷を想定し，すべて単相で負荷接続ノードに接続されることとした。また，フ
ィーダ容量を 3000kW と仮定し，負荷接続ノードには各相で最大 80 戸の住宅負荷を接続可能とし
∞
LRT 1 2 3 4 5 6 7 8 9
10
11
1st Section 2nd Section 3rd Section6.6kV 
: Sectionalizing Switch Node 
: 6.6kV Distribution Line  
No. : Aggregation of Single-phase Customers   
図 2.3 配電系統モデル 
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(b) 正規化された PV 出力 
図 2.4 負荷電力と PV 出力の日間プロファイル 
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た。住宅負荷の総数は 1980 戸とし，100 種類の実測された負荷プロファイルの中から各住宅負荷
に 1 パターンを割り当てる。住宅負荷の配置は，33 地点（負荷接続ノード 11 個×3 相）に対して，
Case 1 では三相平衡となるように，Case 2 ではランダムに振り分けた。また，負荷プロファイル
は，どちらのケースにおいても総負荷電力が等しくなるように各住宅負荷にランダムに振り分け
た。 PV については，住宅で一般的に導入される定格出力 3.0 kW の太陽光発電システムを想定
した。発電出力のプロファイルは快晴日を想定し，地点ごとに大きな差異は生じないと仮定して
1 つの出力パターンを用いた。PV の設置台数は，予め設定される導入率（0%～50%, 10%刻み）
を基に決定し，住宅負荷の軒数を超えないように各負荷接続ノードに設置される。 
(c) LRTの電圧制御（LDC方式）と制御パラメータ 
ここでは，送出し電圧制御に関するパラメータを示す。本検討では，配電用変電所の送出し電
圧制御として，LDC 方式を採用した。LDC 方式は，配電用変電所バンクを通過する電流の大きさ
に応じて送出し電圧（LRT のタップ位置）を制御する方式である。LDC 方式による LRT の制御特
性は，4 つの制御パラメータ（Imin, Vmin, Imax, Vmax）により決定される。LRT については，タッ
プ数 10 個，タップ電圧 100V とし，1 次側電圧 6600V に対して送出し電圧を 6.0kV～7.0kV まで
100V 刻みで調整できるものとした。本論文では，各評価ケースの PV 導入率 0%の系統状態にお
いて，電圧余裕が最大となるようなLRTの制御パラメータを，非線形最適化手法の一つであるPSO
（Particle Swarm Optimization）を用いて算定した。制御パラメータの算定結果はそれぞれ，Imin =70 
A, Vmin =6750 V, Imax =150 A, Vmax =6890 V となった。なお，電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラ
メータ最適化については，第３章で詳しく説明する。 
(2) PV導入前（導入率 0%）の系統状態 
本節では，三相平衡の負荷分布と三相不平衡の負荷分布の 2 つの系統状態において，単相 PV
の導入率および設置地点のばらつきが電圧分布・電圧不平衡・配電損失にどのような影響を与え
るかを確認する。以下では，まず，PV 導入前の系統状態について説明する。 
表 2.2 に，PV 導入率 0%における各評価値（FV, FImbV, FLOSS）を示す。表より，三相不平衡の負
荷分布を与えた場合，電圧不平衡だけでなく，電圧分布と配電損失の評価値も悪化していること
がわかる。今回のモデルでは，負荷分布の不平衡によって最大電圧不平衡率は 0.933 % 増加し，
配電損失は 48 kWh 増加する結果となった。図 2.5 に，PV 導入率 0%における電圧分布，電圧不
平衡率，および配電損失をそれぞれ示す。図 2.5 (a)より，すべての電圧が適正範囲内に維持され
ていることがわかる。図 2.5 (b)より， Case 1 では電圧不平衡率が常に 0%であること，Case 2 で
は各時間帯で変動していることがわかる。Case 2 の電圧不平衡率は，電力需要の相間のばらつき
が最も大きくなる 11 時に最大（0.933%）となっている。配電損失については，図 2.5 (c)に示され
るように，電力需要が最大となる 21 時に最大となっている。 
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表 2.2 PV 導入前の各評価値（FV, FImbV, FLOSS ） 
 Case 1 Case 2 
電圧分布の評価値：FV  [pu] 0.155  0.160  
電圧不平衡の評価値：FImbV  [%] 0  0.933  
配電損失の評価値：FLOSS : [MWh] 0.699  0.747  
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(c) 各時間帯における配電損失 
図 2.5 PV 導入前の系統状態 
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(3) PV導入率の増加に対する評価結果（評価ケース 1-1, 1-2） 
次に，モンテカルロシミュレーションによる 5000 回の試行結果から，各評価値の累積度数分布
および標本平均を算出し，電圧分布・電圧不平衡・配電損失への影響についてそれぞれ考察する。
ここでは，PV 導入率が 0%～50%まで 10%刻みで増加した場合に，配電系統の電圧分布・電圧不
平衡・配電損失がどのような影響を受けるのかを明らかにする。表 2.3 に，モンテカルロ法によ
って出力された各評価値サンプル（FV, FImbV, FLOSS）の標本平均と標準偏差示す。また，Case 1 に
おける各評価値の累積度数分布を図 2.6～図 2.8 にそれぞれ示す。 
(a) 電圧分布への影響 
図 2.6 および表 2.3(a)より，PV 導入率が小さい場合には，電圧分布の評価値 FVは PV 導入前よ
りも小さくなるが，PV 導入率が大きくなるにつれて評価値は増加することがわかる。今回のシミ
ュレーションでは，PV 導入率が 20%以下の場合には，PV からの逆潮流が配電線の電圧降下を低
減するため，PV 導入前よりも評価値が小さくなった。一方，PV 導入率が 30%以上になると，フ
ィーダ総負荷を超える PV が導入されるため，PV からの逆潮流による電圧上昇が顕著となり，評
価値は PV 導入前よりも増加する結果となった。なお，評価値は PV 導入率 10%で最小となった。
適正電圧の逸脱に関しては，図 2.9 に示されるように，PV 導入率 30%以上で発生し，PV 導入率
の増加とともに電圧逸脱の発生率は増加する。なお，表中の電圧逸脱の平均継続時間は，電圧逸
脱の発生時間数の総和を時間断面数とサンプル数で除して求めている。 
(b) 電圧不平衡率への影響 
図 2.7(a)および表 2.3(b)より，三相平衡の負荷分布の場合（Case 1-1）には，PV 導入率の増加と
ともに電圧不平衡率も増加することがわかる。ただし，電圧不平衡率の増加幅は，PV 導入率が大
きくなるにつれて収束する結果となった。これは，PV 導入率が大きくなると相間での導入量のば
らつきが確率的に小さくなるためであると考えられる。また，PV 導入率が小さい場合には，相間
のばらつきは大きいものの，PV 導入量自体は大きくないため，電圧不平衡の増加幅は小さくなる
と考えられる。一方，図 2.7(b)に示されるように，三相不平衡の負荷分布の場合（Case 1-2）には，
PV 導入率 0%を中心として電圧不平衡率の変化幅を持つことがわかる。なお，電圧不平衡率が
0.62%の時に累積度数分布が急激に増加しているが，これは PV 出力のない 20 時の電圧不平衡率
が日間の最大値（0.62%）となっているためである。また，PV 導入率 20%以上で評価値は単調減
尐する結果となっているが，これは Case 1-1 と同様に PV 導入率が大きくなると相間のばらつき
が確率的に小さくなるためである。 
以上のように，電圧不平衡の特性は負荷や PV の分布によって異なり，確定的に単相 PV の導入
による電圧不平衡率の増減を把握することは困難である。したがって，電圧不平衡への影響を把
握する上では，確率的に電圧不平衡率がどれだけ増加する可能性があるかを評価することが有用
であると考えられる。そこで，電圧不平衡の評価値 FImbVの度数分布を基に，有意水準 95%（棄却
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率 5%）の上側境界値を，単相 PV 導入によって確率的に起こり得る電圧不平衡率の最大値として
算出する。図 2.10 に，各 PV 導入率に対する電圧不平衡率の最大値を示す。これにより，PV 導入
によって生じ得る電圧不平衡率の変化は，Case 1-1 において 0.43%～0.61%，Case 1-2 において
1.17%～1.30%（0%からの変化幅: 0.26%～0.39%）であることがわかる。 
(b) 配電損失への影響 
図 2.8 および表 2.3(c)より，PV 導入率が小さい場合には，配電損失は大きく減尐するが，PV 導
入率が大きくなるにつれて配電損失の削減量は小さくなることがわかる。今回のシミュレーショ
ンでは，PV 導入率 20%で配電損失が最小となり，PV 導入率 50%で導入前と同程度の配電損失と
なった。また，単相 PV 導入による配電損失の変化幅は，最大でも 37 kWh（Case 1-1, 導入率 50%）
であり，配電損失と電流不平衡の相間は大きくないことが示された。 
 
表 2.3 各評価値サンプルの標本平均 μ と標準偏差 σ 
(a) 電圧分布 
 0% 10% 20% 30% 40% 50% 
Case 
1-1 
μ 0.16 0.14 0.14 0.23 0.41 0.67 
σ 0 0.001 0.002 0.006 0.011 0.015 
Case 
1-2 
μ 0.17 0.14 0.13 0.21 0.38 0.62 
σ 0 0.002 0.002 0.006 0.010 0.014 
(b) 電圧不平衡 
 0% 10% 20% 30% 40% 50% 
Case 
1-1 
μ 0 0.20 0.26 0.29 0.30 0.29 
σ 0 0.099 0.127 0.142 0.146 0.144 
Case 
1-2 
μ 0.93 0.91 0.93 0.93 0.89 0.87 
σ 0 0.128 0.167 0.187 0.185 0.179 
(c) 配電損失 
 0% 10% 20% 30% 40% 50% 
Case 
1-1 
μ 0.70 0.54 0.47 0.49 0.58 0.75 
σ 0 0.003 0.001 0.003 0.007 0.010 
Case 
1-2 
μ 0.75 0.58 0.50 0.51 0.59 0.74 
σ 0 0.003 0.002 0.003 0.006 0.009 
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 (a) 平衡負荷分布 (b) 不平衡負荷分布  
図 2.6 電圧評価値 FVの累積度数分布 
 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 
C
u
m
u
la
ti
ve
 fr
e
q
u
e
n
cy
 [%
]
Imbalance voltage index
10%
20%
30%
40%
50%
0%
10%
50%
 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 
C
u
m
u
la
ti
ve
 fr
e
q
u
e
n
cy
 [%
]
Voltage profile index
10%
20%
30%
40%
50%
0%
10%
30%
20%
40% 50%
 
(b)  
 (a) 平衡負荷分布 (b) 不平衡負荷分布  
図 2.7 電圧評価値 FVの累積度数分布 
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 (a) 平衡負荷分布 (b) 不平衡負荷分布  
図 2.8 電圧評価値 FVの累積度数分布 
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 図 2.9 平均電圧逸脱時間 図 2.10 電圧不平衡の増加リスク 
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(4) PV力率の低下に対する評価結果（評価ケース 2-1, 2-2） 
ここでは，PV 出力の力率を 0.80～1.00 まで変化させた場合に，配電系統の電圧分布・電圧不平
衡・配電損失がどのような影響を受けるのかを明らかにする。表 2.4 に，モンテカルロ法によっ
て出力された各評価値サンプル（FV, FImbV, FLOSS）の標本平均と標準偏差示す。また，Case 2 にお
ける各評価値の累積度数分布を図 2.11～図 2.13 にそれぞれ示す。 
(a) 電圧分布への影響 
図 2.11 および表 2.4(a)より，PV 力率の低下とともに電圧上昇が抑制されるため，電圧分布の評
価値 FVは減尐することがわかる。今回のシミュレーションでは，PV 力率が 0.85 の場合に評価値
が最小となり，PV 力率が 0.80 以下となると有効電力の減尐と無効電力の増加によって電圧降下
が大きくなるため，評価値は増加する結果となった。また，標準偏差は小さく，分散型電源分布
や負荷分布のばらつきが電圧評価値に与える影響は大きくないことがわかる。図 2.14 に示される
ように，PV 力率が 1.00 の場合には電圧逸脱が発生しているが，PV 力率の低下によって電圧逸脱
が改善されていることがわかる。したがって，PV 力率を低く目に設定することで電圧上昇を抑制
して適正電圧の維持ができることがわかる。 
(b) 電圧不平衡率への影響 
図 2.12(a)および表 2.4(b)より，PV 力率の低下とともに電圧不平衡率は増加することがわかる。
これは，PV の連系相の偏りは無効電力のばらつきを発生させ，三相電圧の位相のばらつきを大き
くするためである。ただし，三相平衡の負荷分布の場合，無効電力のばらつきの影響は小さくな
るため，電圧不平衡率の増加幅も小さくなっている。また，電圧不平衡率の増加幅は，PV 力率が
小さくなるにつれて収束する結果となった。これは，力率の変化に対する無効電力の変化量（増
加量）が小さくなるためであると考えられる。 
次に，Case 1 と同様に，PV 力率に対する電圧不平衡への影響を把握するために，電圧不平衡の
評価値 FImbVの度数分布を基に，有意水準 95%（棄却率 5%）の上側境界値を，単相 PV 導入によ
る電圧不平衡率の最大値として算出する。図 2.15 に，単相 PV 導入によって確率的に起こり得る
電圧不平衡率の最大値を示す。これにより，PV 力率の低下によって生じ得る電圧不平衡率の変化
は，Case 2-1 において 0.57%～0.63%，Case 2-2 において 1.27%～1.43%であることがわかる。 
(b) 配電損失への影響 
図 2.13 および表 2.4(c)より，PV 力率の低下とともに，配電損失は大きくなることがわかる。今
回のシミュレーションでは，PV 力率 1.00 で配電損失が最小（Case 2-1: 490 kWh, Case 2-2: 510 kWh）
となり，PV 力率 0.80 で配電損失が最大（Case 2-1: 610 kWh, Case 2-2: 640 kWh）となった。また，
単相 PV 導入による配電損失の変化幅は，最大でも 36.3 kWh（Case 2-1, 力率 0.80）であり，配電
損失と電流不平衡の相間は大きくないことが示された。 
33 
 
 
表 2.4 各評価値サンプルの標本平均 μ と標準偏差 σ 
(a) 電圧分布 
 0.80 0.85 0.90 0.95 1.00 
Case 
2-1 
μ 0.14  0.13  0.13  0.15  0.23  
σ 0.001  0.001  0.001  0.002  0.006  
Case 
2-2 
μ 0.14  0.13  0.13  0.14  0.21  
σ 0.002  0.002  0.002  0.002  0.006  
(b) 電圧不平衡 
 0.80 0.85 0.90 0.95 1.00 
Case 
2-1 
μ 0.33  0.32  0.32  0.32  0.31  
σ 0.148  0.144  0.144  0.142  0.135  
Case 
2-2 
μ 1.04  1.03  1.00  0.98  0.91  
σ 0.197  0.195  0.193  0.193  0.181  
(c) 配電損失 
 0.80 0.85 0.90 0.95 1.00 
Case 
2-1 
μ 0.61  0.58  0.55  0.52  0.49  
σ 0.005  0.004  0.004  0.003  0.003  
Case 
2-2 
μ 0.64  0.60  0.57  0.54  0.51  
σ 0.005  0.004  0.004  0.003  0.003  
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 (a) 平衡負荷分布 (b) 不平衡負荷分布  
図 2.11 電圧評価値 FVの累積度数分布 
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(b)  
 (a) 平衡負荷分布 (b) 不平衡負荷分布  
図 2.12 電圧評価値 FVの累積度数分布 
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 (a) 平衡負荷分布 (b) 不平衡負荷分布  
図 2.13 電圧評価値 FVの累積度数分布 
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 図 2.14 平均電圧逸脱時間 図 2.15 電圧不平衡の増加リスク 
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2.3.4 シミュレーション結果のまとめ 
本節では，単相で連系される住宅用 PV の導入拡大が配電系統に与える影響を定量的に把握す
るために，モンテカルロ法を用いた評価手法を提案した。評価項目として，電圧分布・電圧不平
衡・配電損失の 3 つの評価指標を定義するとともに，PV の導入率や負荷の不平衡に対して各評価
値がどのような特性を持つのかを解析した。配電系統モデル上でのシミュレーションの結果，以
下のことを把握した。 
・ PV からの逆潮流が系統電圧に与える影響は大きく，電圧問題が PV の導入拡大を制限する
要因となる。 
・ PV 導入率が小さい場合には，配電線の電圧降下が軽減されるため，電圧分布は PV 導入よ
りも若干ながら改善する。PV 導入量がフィーダ総負荷よりも大きくなると，電圧上昇が顕
著となり電圧逸脱のリスクが増加する。 
・ 住宅用の導入によって電圧不平衡が増加するリスクはあるものの，必ずしも住宅用 PV の導
入拡大が電圧不平衡率を増加させるとは限らない。 
・ 電圧不平衡の特性は負荷や PV の分布によって異なり，確定的に住宅用 PV の導入による電
圧不平衡率の増減を把握することは困難である。 
・ 配電損失は，PV 導入量の増加とともに減尐する傾向にある。ただし，PV 導入量がフィーダ
の総負荷量よりも大きくなると，配電損失は増加する。 
今後の課題としては，住宅における負荷電力や PV 出力の不確実性（気温や湿度，日射量など）
や電源側の電圧不平衡などの影響を考慮することが考えられる。また，今回のシミュレーション
ではすべての住宅用 PV が同じ力率で運転すると仮定したが，無効電力制御は電圧逸脱時のみに
働くため，無効電力制御（力率）のばらつきが配電系統に与える影響についても，電圧分布・電
圧不平衡・配電損失の面から評価を行っていく必要があると考えられる。 
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2.4 配電系統における分散型電源の導入可能量の評価 
2.4.1 配電系統における分散型電源の連系可能量 
前節では，モデル系統上で小容量の住宅用 PV が大量かつ面的に導入された場合の影響評価を
行い，電圧問題が PV の導入拡大を制限する要因となり得ることを明らかにした。一方で，配電
系統のある地点に比較的大容量（100kW～2000kW 程度）の分散型電源が導入される場合も想定さ
れる。分散型電源設置者にとっては，配電系統のどの地点にどの容量までの発電設備が設置可能
であり，しかも時間帯ごとにどの程度までの逆潮流が許されるのか，といった情報が系統管理者
側から提示されることが事業を計画する上で望ましい。現在，大型の風力発電機やメガソーラと
いった大容量の発電設備は特別高圧系統に連系されることになっているが，連系可能量の提示に
よって配電系統への導入が可能となれば，特別高圧系統への連系に必要な送電設備や変電設備の
コストを低減できるため，投資回収年数を短縮することが期待できる。一方，系統管理者も分散
型電源の連系可能量を把握することで，配電系統の供給信頼度および電力品質をこれまで通り維
持しつつ，導入された分散型電源の活用によってネットワーク全体の配電損失の低減やそれに伴
う CO2 排出量削減の効果を享受することが可能となると考えられる。 
これまで，分散型電源の連系可能量の算定に関するいくつかの研究がなされている[8][9][17]が，配
電系統の様々な運用制約を総合的に踏まえ，かつ連系地点と時間帯に対してきめ細かく算出する
手法は確立されていない。つまり，配電系統に連系される分散型電源の地点別・時間別の連系可
能容量が，配電系統の安定運用に関するいくつかの制約条件に，どの影響を受けるのかといった
特徴の把握は十分に検討されていない。また，分散型電源のシステム構成の違いが，連系可能容
量にどの程度影響を与えるのかといった検討も十分になされていない。 
そこで，本節では，配電系統に連系される分散型電源の地点別・時間別の連系可能容量を算出
する方法を提案し，配電系統モデル上での数値計算を通して以下の事項を明らかにする。 
・ 分散型電源の導入拡大に対して制約となる技術的要因は何か？ 
・ 連系地点や時間帯によって連系可能容量がどのように変化するのか？ 
なお，提案する手法は，新規に連系する 1 台の分散型電源を配電系統の任意の地点に設置し，
各時間断面において，その出力を徐々に変化させるとともに，配電系統の供給安定性評価を行い，
分散型電源の出力限界を算定するものである。また，複数台の分散型電源の連系に対しても，系
統連系検討の順序（例えば申請順）に基づいて，連系可能容量を連系台数分だけ順序立てて算出
することで対応できる。 
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2.4.2 分散型電源の地点別・時間別連系可能量の算定方法 
ここでは，分散型電源の連系可能量を算定する問題を定式化し，分散型電源の地点別・時間別
連系可能量の算定方法について述べる。 
(1) 問題の定義 
分散型電源の連系可能量を算定するためには，配電系統において満足すべき運用上の制約条件，
評価指標となる目的関数を定式化する必要がある。連系可能量の定義は「配電系統の供給信頼度
および電力品質の面から最大限受け入れることができる新規分散型電源の定格出力容量」である
ため，目的関数は分散型電源の有効電力の最大化として定式化できる。制約条件は，分散型電源
の連系時と解列時の双方において，①系統定常時の三相電圧が適正範囲を逸脱しない（系統電圧
制約），②系統定常時の三相電流が線路容量を逸脱しない（線路容量制約），③配電用変電所バン
クの総負荷以上の電力を供給しない（バンク逆潮流制約），という 3 つを考慮する。なお，簡単化
のために，区間負荷は末端集中の定電力負荷とし，送出し電圧，負荷電力および線路インピーダ
ンスは三相平衡としている。また，配電系統に連系される分散型電源の並解列や出力変動は，電
力系統全体に対して十分小さく，系統周波数に影響を与えないものとする。 
以上より，任意の連系地点候補 w での時間断面 t における分散型電源の連系可能量を決定する
問題を，以下のように定式化する。ここで，制約条件式である(2.7)式～(2.9)式は，分散型電源の
定格出力容量である PDGwt+ jQDGwt の関数式で表されている。 
［目的関数］ 
DGwtPF   → 最大化 .............................................................................................................. (2.6) 
［制約条件］ 
① 系統電圧制約 
 
jMAXDGwtDGwtjtjMIN
VjQPVV
  
  .................................................................................................... (2.7) 
② 線路容量制約 
 
jMAXDGwtDGwtjt
IjQPI
 
  ............................................................................................................... (2.8) 
③ バンク逆潮流制約 
   


N
j
DGjtLOADjtDGwtDGwtDGwt
IIjQPI
1
 ................................................................................. (2.9) 
ただし，PDGwt+ jQDGwt：連系地点 w での時間断面 t における分散型電源の出力，Vjt：観測点 j で
の時間断面 t における線間電圧，VMIN j, VMAX j：観測点 j での許容電圧の上下限値，Ijt：観測点 j で
の時間断面 t における線路電流，IMIN j, IMAX j：観測点 j での許容電流の上下限値，IDGjt：観測点 j で
の時間断面 t における分散型電源から供給される電流，ILOADjt：観測点 j での時間断面 t における
負荷電流，N：観測点の総数（ j ,w = 1, 2, … , N） 
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(2) 問題の解法 
ここでは，定式化した分散型電源の連系可能量を算定する問題に対する解法について説明する。
定式化で示したように，配電系統の三相電圧，三相線路電流は，分散型電源出力 PDGwt+ jQDGwtの
影響を受ける。したがって，分散型電源の地点別・時間別連系可能量を決定する問題は，(2.7)式
～(2.9)式の制約条件をすべて満足するような分散型電源の有効電力出力 PDGwt の最大値を，連系候
補地点すべてと対象時間断面すべてに対して決定する問題となる。ただし，配電系統に連系され
る分散型電源の連系可能量を定量的に算出および評価を行う場合，どのようなデータを用いるか
によってその値は大きく変化する。分散型電源の連系可能量をより正確に把握するためには，配
電系統の構成，設置されている機器定格，各配電線の線路インピーダンス，および各配電線に分
布する負荷特性を把握しておく必要があることに注意されたい。 
分散型電源（三相）の連系地点と時間断面での出力が与えられれば，三相潮流計算により配電
系統の電圧・電流分布を算出することができ，それらを用いて分散型電源連系後の電力品質を評
価することができる。そこで，まず 1 つの時間断面において，連系候補地点 w に分散型電源を仮
に設置し，出力を変化させながら分散型電源の系統連系に対する 5 つの系統運用制約（①系統電
圧制約，②線路容量制約，③バンク逆潮流制約）を満たす出力 PDGwt +jQDGwt の最大値を「分散型
電源の連系可能量」として算出する。この計算を，時間断面の総数分と連系点候補の総数分に対
して実施することで，分散型電源の地点別・時間別の連系可能量を求める。なお，分散型電源の
地点別・時間別の連系可能量を効率的に探索するために，本提案手法では二分探索法を用いてい
る。 
図 2.16 に，分散型電源の地点別・時間別連系可能量の算出フローを示すとともに，具体的な算
出手順を以下に述べる。 
STEP 1: 配電系統に連系する分散型電源のタイプを決定する。 
STEP 2: 時間断面番号 t の初期値として t = 1 を与える。 
STEP 3: 連系地点番号 w の初期値として w = 1 を与え，分散型電源の力率 cosθDGを設定する。 
STEP 4: 分散型電源の連系可能容量の探索範囲の上限値 SMAX にバンク容量（=20MVA）を，下
限値 SMIN に 0kVA を与える。 
STEP 5: 上限値 SMAXおよび下限値 SMIN より，連系する分散型電源の定格容量 SDGを決定する。 
  2MINMAXDG SSS   ............................................................................................................... (2.10) 
STEP 6: 定格容量 SDGと指定された（遅れ）力率 cosθDG より求まる分散型電源の出力電力 PDGwt 
+jQDGwt を負の三相負荷電力として系統に与えて三相潮流計算を実行することで，定常
時の系統電圧および線路電流を算出する。 
DGDGDGwt cosSP   ................................................................................................................. (2.11) 
DGDGDGwt cosSQ 21  .................................................................................................. (2.12) 
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STEP 7: すべての制約を満足するかどうかをチェックし，探索範囲を縮小する。 
満足： MAXDG SS   ， 逸脱： MINDG SS   
STEP 8: 探索幅（SMAX－SMIN）が収束判定基準値（=1kVA）未満となるまで，手順 4～手順 6 を
繰り返す。収束したならば，その時の出力 PDGwt +jQDGwt を連系地点 w，時間断面 t にお
ける連系可能量として決定する。 
STEP 9: すべての連系地点番号 w に対して連系可能量を算出したら，STEP 10 へ進む。そうで
ないならば，次の連系地点番号を w = w + 1 として，STEP 4 へ進む。 
STEP 10: すべての時間断面番号 t に対して連系可能量を算出したら，終了とする。そうでないな
らば，次の時間断面番号を t = t + 1 として，STEP 3 へ進む。 
START
END
m = 1
Yes
No
Yes
No
Time: t = 1
Yes
No
PDGwt is determined 
as acceptable maximum output of DG
t = 24?
Set of range for binary search: SMAX, SMIN
t = t + 1
Set of DG’s power factor cosθDG
w = W? w = w + 1
Node: w = 1
DG’s active power: SDGwt = ( SMAX + SMIN ) / 2
3-phase power flow calculation 
with (SDGwt, cosθDG)
No deviation?
SMAX  = SDGwt SMIN = SDGwt
SMAX － SMIN < ε
Yes
No
 
図 2.16 分散型電源の地点別・時間別連系可能量の算出フロー 
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2.4.3 モデル系統での算定結果 
ここでは，提案した分散型電源の連系可能量を算定する手法を用いて，配電系統モデル上で分
散型電源の地点別・時間別連系可能量を算定する。さらに，算定した連系可能量を解析して，分
散型電源の導入にあたってどのような技術的要因が制約となり得るのか，連系可能量が地点的・
時間的にどのような特徴を有しているのかについて把握する。 
(1) シミュレーション条件 
(a) ネットワークモデル 
図 2.17 に，配電系統モデルを示す。本モデルは，わが国において標準的である 3 分割 3 連系方
式の配電系統を基に，20MVA の配電用変圧器以下，4 フィーダをモデル化している。ただし，本
研究では分散型電源の高圧配電線への連系を想定しているため，配電系統モデルは高圧系統
（6.6kV）のみで構成され，高圧配電線に分散して分布する低圧需要家と高圧需要家は，配電線区
間末端への集中負荷（ノード負荷）として模擬している。負荷特性については後述するが，フィ
ーダ全体の最大需要をおよそ 2400kW とし，この最大需要に日負荷曲線を掛け合わせることで各
時間帯の負荷電力を決定している。 
配電用変電所は，負荷時タップ切替変圧器（LRT：Load Ratio control Transformer）により電圧調
整機能を有しており，6300V～6900V の範囲においておよそ 30V 刻みで電圧調整が可能であると
した。各フィーダは，区分開閉器により 3 つの配電区間に分けられ，各配電区間には 4 個の三相
負荷が接続されている。第 1 区間では，柱上変圧器のタップは 6600V と設定し，幹線の配電線に
はアルミ線 240mm2（AL240），分岐線の配電線にはアルミ線 120 mm2（AL120）を用いた。第 2
区間では，柱上変圧器のタップは 6450V と設定し，幹線の配電線にはアルミ線 240mm2（AL240），
分岐線の配電線にはアルミ線 120 mm2（AL120）を用いた。第 3 区間では，柱上変圧器のタップ
は 6450V と設定し，配電線にはアルミ線 120 mm2（AL120）を用いた。また，この配電系統モデ
ルは，商業地域と住宅地域を想定しており，フィーダ A,B の負荷は商業地域，フィーダ C,D の負
荷は住宅地域の特性を有している。なお，簡単化のため，配電線区間の長さはすべて同一（0.5km）
し，送出し電圧・線路インピーダンス・負荷電力は三相回路で平衡としている。 
(b) 負荷モデル 
負荷データには，ある配電用変電所において実測された電圧・電流データを基に作成した日負
荷曲線を用いる。ただし，配電系統において個々の需要家の各時間帯における負荷電力量は把握
されておらず，各需要家の詳細な負荷特性を入手することは非常に困難であるため，同一フィー
ダに分布するすべての需要家の負荷特性は同じであると仮定した。各フィーダ総負荷およびバン
ク総負荷の負荷電力プロファイルを図 2.18，図 2.19 にそれぞれ示す。フィーダ A, B の負荷特性は，
商業地域の負荷を想定しており，オフピーク負荷時（4 時）で約 800kW，ピーク負荷時（14 時）
で約 2400kW となっている。フィーダ C, D の負荷特性は，住宅地域の負荷を想定しており， 
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図 2.17 配電系統モデル 
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図 2.18 各フィーダ総負荷の日負荷曲線 
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図 2.19 バンク総負荷の日負荷曲線 
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オフピーク負荷時（4 時）で約 900kW，ピーク負荷時（19 時）で約 2400kW となっている。そし
て，配電用変電所バンク単位では，オフピーク負荷時（4 時）で約 3500kW，ピーク負荷時（14
時）で約 9300kW となっている。 
(c) 送出し電圧制御 
送出し電圧は，①配電用変電所にある LRT の長寿命化を考慮して一日のタップ切替回数をでき
るだけ尐なくすること，②急峻な電圧変動に対してもロバストであるように電圧マージンを十分
に確保すること，などを目的として決定される。本研究では，分散型電源が連系されていない系
統状態において，適正電圧の維持が可能な送出し電圧範囲を算出し，その範囲の中から一日のタ
ップ切替回数と電圧目標値誤差の重み付け和が最小となるような送出し電圧の 24 時間プロファ
イルを決定した。図 4.20 に，分散型電源の連系可能容量を算定する際に用いる送出し電圧プロフ
ァイルを示す。なお，送出し電圧の決定方法の詳細については，文献[18]を参照されたい。参考ま
でに，適正電圧の維持が可能な送出し電圧の適正範囲を表 4.2 に，配電系統の電圧分布を図 4.21
にそれぞれ示す。 
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図 2.20 送出し電圧の 24 時間ファイル 
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図 2.21 分散型電源導入前の電圧分布（24 時間プロファイル） 
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(2) シミュレーション結果 
ここでは，配電系統モデル上で算出した分散型電源の連系可能容量を地点別・時間別、および
制約条件別に解析した結果について述べる。分散型電源の連系地点候補はフィーダ A（商業地域）
とフィーダ C（住宅地域）の負荷接続ノードとし，分散型電源の地点別・時間別連系可能容量を
それぞれ算出する。 
(a) 地点別・時間別連系可能容量の算定結果 
分散型電源の連系可能容量は，各連系地点と各時間帯に対して算出されるので，各時間帯のあ
る地点において，分散型電源の出力を系統にどの程度まで逆潮流させてよいのか一目でわかるよ
うに，分散型電源の地点別・時間別連系可能容量を 3 次元グラフで表現する。図 2.22 に，フィー
ダ A およびフィーダ C における分散型電源の時間別・地点別連系可能容量を示す。なお，分岐線
ノード（ノード 14，ノード 15，ノード 39，ノード 40）は省略している。図より，連系地点が配
電線の根元に行くほど連系可能容量が増大する傾向にあることがわかる。また，分散型電源の連
系可能容量の時間的変化は，フィーダ A とフィーダ C で異なっており，連系可能容量がフィーダ
の負荷特性に依存することがわかる。 
さらに，配電用変電所バンクの総負荷電力に対する分散型電源の導入可能容量を把握するため
に，重負荷時（8 時～23 時）および軽負荷時（1 時～7 時，24 時）における分散型電源の最大導
入比率の平均値を算出した結果，今回の数値計算に用いた配電系統モデル上では，配電用変電所
バンクの総負荷電力に対して概ね 10～30％程度の分散型電源が導入可能であることを確認した。
なお，重負荷時および軽負荷時の分散型電源の平均導入比率は，各時間帯に対して分散型電源の
連系可能容量をバンク負荷電力で割って求めた分散型電源の導入比率を，重負荷時および軽負荷
時の時間帯内で平均化して求めた。 
(b) 地点別連系可能容量の決定要因とその特徴 
ここでは，時間断面を 4 時（オフピーク負荷時），14 時（フィーダ A のピーク負荷時），および
19 時（フィーダ C のピーク負荷時）の 3 断面に固定して，分散型電源の連系可能容量が連系地点
ごとにどのような特徴があるのか，どの制約によって決定されているのかについて解析する。分
散型電源をフィーダ A およびフィーダ C に連系した場合について，ピーク負荷時およびオフピー
ク負荷時における各制約条件に対する分散型電源の地点別限界容量を，図 2.23 と図 2.24 にそれぞ
れ示す。なお，ノード 14 およびノード 40 は，第 1 配電区間の分岐線ノードであり，ノード 15 お
よびノード 41 は第 2 配電区間の分岐線ノードである（図 2.17 参照）。 
連系地点と各制約に注目すると，系統電圧制約に対する分散型電源の連系限界量は，配電線の
末端に行くほど小さくなっている。この理由は，末端に連系される分散型電源からの注入電流に
より，配電線の根元から連系地点までを流れる電流が減尐して電圧上昇が発生し，系統電圧が柱
上変圧器の適正電圧範囲の上限を逸脱しやすくなるためである。逆潮流制約に対する連系限界量
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は，フィーダの総負荷以上の電力を分散型電源から供給することができないことから，負荷の大
きさに依存し，連系地点にはほとんど依存しない。線路容量制約に対する連系限界量は，分散型
電源からの逆潮流による逆向きの配電線電流が線路容量を超えない量として決まることから，末
端に行くほど負荷電流で相殺されるために小さくなっている。今回の数値計算例では，根元側の
配電線に線路容量の大きな線種（AL240：530A）を用いているため，他の制約による連系可能最
大出力に比べて大きくなっているが，線路容量が小さい線種を用いた場合には，他の制約による
出力容量限界曲線と交わる可能性がある。実際に，比較的小容量の配電線が用いられている地点
では，線路容量に対する分散型電源の連系容量の限界は大きく低下している。 
(c) 時間別連系可能容量の決定要因とその特徴 
ここでは，連系地点を配電線の根元・中間・末端の 3 つに固定して，分散型電源の時間別連系
可能容量が，各時間帯によってどのような傾向になるのか解析する。固定する連系地点は，フィ
ーダ A において，ノード 4，ノード 8，ノード 12 とし，フィーダ C において，ノード 30，ノード
34，ノード 38 とする。図 2.25 と図 2.26 に，フィーダ A およびフィーダ C に連系した場合の各制
約条件に対する分散型電源の時間別限界容量をそれぞれ示す。なお，それら限界容量の最小値と
して決定される分散型電源の時間別連系可能容量は，赤斜線で表示されている。 
連系する時間帯と各制約に注目すると，系統電圧制約に対する分散型電源の連系限界量は，フ
ィーダの日負荷曲線に似た傾向を持ち，送出し電圧が変化する時間帯において大きく変動する。
この理由は，送出し電圧が変化しなければ，負荷電流の増加とともに各ノード電圧は低下し，適
正電圧範囲の上側のマージンが増加するためである。適正電圧上限値とのマージンが増加するこ
とにより，電圧上昇の許容範囲が増え，より大きな分散型電源の出力を系統に注入できることに
なる。送出し電圧制御との相関については，送出し電圧を上昇させると，適正電圧上限値とのマ
ージンが減尐するため，系統電圧制約に対する連系限界量は減尐する。逆に，送出し電圧を下げ
ると，適正電圧上限値とのマージンが増大するため，系統電圧制約に対する連系限界量は増大す
る。逆潮流制約に対する連系限界量は，配電用変電所バンクの総負荷以上の電力を分散型電源か
ら供給することができないことから，各時間帯におけるバンク総負荷電力の大きさに依存する。
また，逆潮流制約に対する連系限界量は末端に連系するほど大きくなっている。バンク逆潮流が
生じるような系統状態では，配電線に逆向きの大きな線路電流が発生しており，これによって配
電損失の増加や電力潮流の力率低下が引き起こされるためである。線路容量制約に対する連系限
界量は，分散型電源からの逆潮流による逆向きの配電線電流が線路容量を超えない量として決ま
ることから，負荷電流の大きい重負荷時に大きく，負荷電流の小さい軽負荷時に小さくなってい
る。また，送出し電圧調整に対する電流の変化は小さく，送出し電圧制御との相関は見られない。 
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(a) フィーダ A（商業地域）に連系した場合 
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(b) フィーダ C（住宅地域）に連系した場合 
図 2.22 分散型電源の地点別・時間別連系可能最大出力 
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 (a) 4 時における地点別出力限界 (a) 4 時における地点別出力限界 
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 (b) 14 時における地点別出力限界 (b) 14 時における地点別出力限界 
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 (c) 19 時における地点別出力限界 (c) 19 時における地点別出力限界 
 図 2.23 フィーダ A における各制約に対する 図 2.24 フィーダ C における各制約に対する 
 分散型電源の地点別出力限界 分散型電源の地点別出力限界 
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 (a) 連系ノード 4 における時間別出力限界 (a) 連系ノード 30 における時間別出力限界 
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 (b) 連系ノード 8 における時間別出力限界 (b) 連系ノード 34 における時間別出力限界 
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 (c) 連系ノード 12 における時間別出力限界 (c) 連系ノード 38 における時間別出力限界 
 図 2.25 フィーダ A における各制約に対する 図 2.26 フィーダ C における各制約に対する 
 分散型電源の時間別出力限界 分散型電源の時間別出力限界 
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2.4.4 シミュレーション結果のまとめ 
本節では，配電系統に連系される分散型電源の連系可能量を算定する手法を提案し，高圧配電
線に 3 相連系される分散型電源に対して，配電系統モデル上で地点別・時間別に連系可能量を算
出し，評価を行った。提案手法は，配電系統の安定運用のための制約条件下で，最大となる分散
型電源の出力容量を算出するものである。制約条件としては，分散型電源の連系時と解列時の双
方において，①系統定常時の三相電圧が適正範囲を逸脱しない（系統電圧制約），②系統の三相電
流が線路容量を逸脱しない（線路容量制約），③配電用変電所バンクの総負荷以上の電力を供給し
ない（バンク逆潮流制約），という 3 つを考慮した。なお，配電系統に連系される分散型電源の並
解列や出力変動は，電力系統全体に対して十分小さく，系統周波数に影響を与えないものとした。 
そして，提案手法により算定した連系可能容量の解析を通して，分散型電源の系統連系に伴っ
て生じる電圧変動が，連系可能量を決定付ける主要な要因であること，配電線の末端に連系する
ほど連系可能量は小さくなる傾向にあることなどを明らかにした。また，今回の数値計算に用い
た配電系統モデル上では，配電用変電所バンクの総負荷電力に対して概ね 10～30％程度の分散型
電源が導入可能であることを確認した。 
なお，算出した分散型電源の連系可能量は，時間帯別の系統状態の計測と過去の負荷実績デー
タを前提にしているため，配電系統の計測技術や状態推定，分散型電源の出力予測技術およびデ
ータベースの構築等が今後の重要な課題として考えられる。ただし，実際に確率的に変動する負
荷に対して，過去の確率変動の実績のデータベースを踏まえて，系統の安定運用にとって最も過
酷な日負荷データを提案手法に入力することで，確定論的ではあるが，分散型電源の連系可能容
量を算定できると考えている。ここで示したように，現状の配電系統では，電圧による制約が分
散型電源の導入を制限しており，配電線の線路容量限界まで電力潮流を流すことは不可能となっ
ている。分散型電源が配電系統の負荷のほとんどを賄うくらいまでに分散型電源の導入拡大を図
るためには，自動電圧調整器（SVR）や無効電力補償器（SVC）の増設，配電系統のループ化と
いった対策が必要となる。 
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2.5 センサ開閉器情報を活用した配電系統の電圧分布推定 
2.5.1 電圧推定による電圧逸脱の把握 
センサ開閉器の導入によって各配電区間に流入・流出する電流が把握できるため，配電区間内
の総電力量（もしくは電力収支）を求めることは可能である。しかし，配電区間内にはさまざま
な負荷や分散型電源が分布しているため，配電区間内の電圧・電流分布を単純な線形近似によっ
て求めることはできない。線路途中に柱上変圧器タップ変更点がある場合，センサ開閉器からの
情報だけでは線路途中で生じる電圧逸脱事象を把握することは困難であるため，センサ開閉器区
間内の配電線各点の電圧を推定することが必要となる。とりわけ，分散型電源が連系された配電
線では，必ずしも電圧が末端に向かって単調減尐とならないため，センサ開閉器区間の電圧分布
を精度よく推定しなければ，すべての電圧が適正範囲内に収まっているかどうかを判定すること
は難しい。今後の大量導入が想定される分散型電源の多くは，住宅地域や郊外地域などの線路亘
長の比較的長い配電系統（つまり，電力上昇の影響が大きい配電系統）へ連系されることが予想
されるため，センサ開閉器から得られる電圧・電流データからその間の電圧分布を推定する手法
の開発が必要となると考えられる。 
電力系統の状態推定に関しては，これまでに様々な手法が提案されており，それらを大きく分
類すると統計型状態推定手法[18][19]と負荷修正型状態推定手法[20]-[26]に分けられる。前者は，送電系
統の状態推定として一般的に用いられている手法であるが，各母線の負荷特性を統計的に高精度
で把握できることを前提としているため，母線数が多く負荷の常時監視が行われていない日本の
配電系統に対してこれを適用することは難しいと考えられる。一方，後者に関しては，最小二乗
法や感度計算に基づく方法[20]-[25]，発見的手法を用いた方法[26]が提案されている。とりわけ，メタ
ヒューリスティクスを用いた発見的手法は，微分可能性や連続性を前提とせずに有効な解を効率
的に獲得できるため，配電系統の電圧分布を推定する有効な手段となり得る。また，近年の計算
機能力の飛躍的向上により，繰り返し計算を必要とするメタヒューリスティクスをオンラインの
電圧推定・制御へ適用することも十分に可能であると考えられる。しかしながら，これまでメタ
V, I V, I 
L
in
e
 V
o
lt
a
g
e
 
～
Voltage Deviation !!
LRT/SVR
 
図 2.27 分散型電源の連系による配電系統の電圧上昇 
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ヒューリスティクスによる電圧推定結果をオンラインの電圧制御に活用し，配電線電圧を適正化
する手法は提案されていない[27]。 
そこで，本章では，センサ開閉器からの計測情報を活用して配電系統の電圧分布を推定する手
法（以下，電圧推定手法と呼ぶ），および推定電圧に基づいて配電用変電所の送出し電圧を制御し
て配電線電圧を適正化する手法を提案する。また，配電線電圧を推定して送出し電圧を制御する
場合とセンサ開閉器設置地点の電圧データのみを参照して制御する場合の電圧プロファイルの比
較・評価を行うとともに，電圧推定手法の精度評価を行い，提案する電圧推定・制御手法の有効
性を明らかにする。なお，提案する電圧推定手法は，センサ開閉器設置地点における電圧・電流
誤差が最小となる電圧分布を算定するものであり，その算定アルゴリズムはメタヒューリスティ
クスの一つである Particle Swarm Optimization（PSO）に基づいている。 
以下，2.5.2 節では，センサ開閉器からの計測情報を活用した電圧推定手法について記述し，2.5.3
節では，配電系統モデル上での数値計算において，提案する電圧推定手法の推定精度，および電
圧推定・制御手法の有効性を検証する。2.5.4 節では，福井大学構内に構築した実験設備を用いて，
推定電圧に基づいて配電用変電所の送出し電圧を制御した場合の効果について示す。 
2.5.2 センサ開閉器情報を活用した電圧分布推定法 
本節では，センサ開閉器情報から配電系統の電分布を推定するロジックを説明する。まず，電
分布推定にあたって必要となる配電系統の縮約法について述べる。次に，センサ開閉器情報から
電圧分布を推定する問題を定義して，問題の定式化を行う。最後に，定式化された問題に対する
解法として，非線形最適化手法の一つである PSO に基づいた解法を説明する。 
(1) 電圧推定のための配電系統のモデル化 
現在，電力会社では，配電系統の負荷情報（接続地点，契約電力）や配電線情報（線種，亘長，
インピーダンス値）はデータベース化されており，これらの情報を活用することで配電系統の詳
細な解析が可能となっている。そのため，各地点の負荷電力および分散型電源出力の値がわかれ
ば，三相潮流計算を実行することで配電系統の電圧分布を算出することができる。したがって，
センサ開閉器設置点における電圧・電流誤差の二乗和が最小となる各ノードの注入電力を最適潮
流計算により求めることにより，センサ開閉器区間の各ノード電圧を推定することが可能である
と考えられる。 
一方，電圧を複素数で扱うニュートンラフソン法等の潮流計算手法では，配電系統をノード・
ブランチ構成にする必要がある。図 2.28 に，配電系統の電圧推定を行うためのノード・ブランチ
表現のイメージ図を示す。本研究では，高圧（6.6kV）系統を対象に，柱上変圧器およびセンサ開
閉器をノードの基本単位として仮定している。ただし，系統規模（ノード数）の増大とともに計
算時間も増加するため，以下の 2 つの縮約操作を行い，ノード数を削減する。①分岐線の末端に
計測点が存在しない場合，分岐線の電圧分布の精度を検証することが不可能なため，計測点のな
い分岐線上にあるノード（負荷や分散型電源）は，幹線上にある一つのノードに縮約する。②ノ
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ード間の距離（インピーダンス値）がゼロもしくは非常に小さい場合，ノード注入電力の違いが
電圧分布に反映されないため，それらのノードは一つのノードに縮約する。これらの縮約操作を
行うことで，配電設備の多い系統でも 1 フィーダあたり 10 個～20 個程度のノード数で表現でき，
電圧推定の精度低下を防ぎつつ計算負荷を軽減できると考えられる。 
(2) 電圧推定問題の定式化 
上記より，センサ開閉器からの計測情報を活用した電圧分布を推定する問題（以下，電圧推定
問題と呼ぶ）は，各ノード注入電力を状態変数として，センサ開閉器設置地点における電圧・電
流の誤差を最小化する問題として定式化できる。本研究では，観測点における電圧・電流実効値
の誤差の二乗和を目的関数とする。制約条件については，各ノードにおける注入電力（負荷電力，
分散型電源出力）およびその力率角が想定される範囲内に収まらなければならないものとする。
なお，各ノードの負荷特性が十分に把握されない場合には，Pmin = 0 p.u, Pmax = 1 p.u（定格容量，
または契約電力），θmin = -90°, θmax = +90°と設定する。以下に，配電系統における電流分布推定
問題の定式化を示す。 
［目的関数］ 
              MinimizeIIVVF
K
j
jMjjMj

0
22
 xxxx  ...................................... (2.13) 
  T
Nn
PPPP
  
21
x  .................................................................................... (2.14) 
DGnLOADnn
PPP   ........................................................................................................................ (2.15) 
 
図 2.28 配電系統のノード・ブランチ表現 
 
52 
 
［制約条件］ 
（各ノードに接続される負荷の電力量に対する制約） 
nn
PPP
LOADnLOADLOAD 
maxmin   ................................................................................................ (2.16) 
（各ノードに接続される分散型電源の電力量に対する制約） 
nn
PPP
DG  nDG DG 
maxmin   ..................................................................................................... (2.17) 
（各ノードに接続される負荷および分散型電源の力率角に対する制約） 
nnn
maxmin    ................................................................................................................... (2.18) 
ただし，x：ノード電力ベクトル（負荷電力および DG 出力電力），Vj：観測点 j における推定電
圧，VMj：観測点 j における計測電圧（真値），Ij：観測点 j における推定電流，IMj：観測点 j にお
ける計測電流（真値），Pｎ：ノード n における有効電力，PminLOADn,PmaxLOADn：ノード n におけ
る負荷電力の上下限値，PminDGn,PmaxDGn：ノード n における DG 出力電力の上下限値，θn：ノー
ド n における負荷電力および DG 出力電力の力率角，θminn,θmaxn：ノード n における負荷電力お
よび DG 出力の力率角の上下限値，N：ノード数（n ∈N ），K：観測点数（j ∈K ） 
(3) 最適化手法 PSOに基づいた問題の解法 
本研究で取り扱う電圧推定問題は，連続値をとる多数のノード注入電力を状態変数として，計
測点における電圧・電流誤差の二乗和を最小化する非線形最適化問題である。したがって，目的
関数は凸関数ではない複雑な関数であり，変数ベクトルの自由度も大きいため，実用時間内に有
効な解を得ることは非常に困難である。そこで，本研究では，適用が容易であり，連続変数に対
して近似最適解を必ず獲得できる PSO に着目し，これに基づいた電圧推定手法を提案する。PSO
は，鳥や魚などの群れが餌を探す行動を模擬した最適化手法で，群れ状の探索点（エージェント）
が，自分自身の持つ最良情報と群れ全体で共有している最良情報を利用して最適解を探索する発
見的手法である。また，目的関数の連続性や微分可能性を必要とせず，目的関数値情報のみを用
いて非線形最適化問題を実用時間内に高精度で解くことができるため，工学分野において多くの
複雑な問題に適用されている。この手法は，連続変数を扱う大域的最適化手法であるため，本論
文で取り扱う電圧推定問題に対して有効に働くと考えられる。 
PSO による解探索の概念について説明する。なお，PSO についての詳細な説明は付録 4 に記す。
各エージェントは，位置ベクトル xi と速度ベクトル vi を有しており，自身がこれまでに探索した
中での最良の位置ベクトル pbesti と，エージェントの群れ全体で見つけた最良の位置ベクトル
gbest を基に，自身の位置ベクトル xi と速度ベクトル vi を変更していく。PSO で最適化問題を解
く場合には，エージェント i の位置ベクトル xi に解きたい問題の解を関連付け，後述する(3.7)式
と(3.8)式に従って位置ベクトル xi と速度ベクトル vi を変更していき，目的関数値 F(xi)が最小であ
った位置ベクトル xi（= gbest）を最適解として決定する。 
本研究で対象とする電圧推定問題に対しては，各ノードに注入される有効・無効電力の値を位
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置ベクトル xi の各要素に対応させ，各エージェントによる位置ベクトル（ノード注入電力ベクト
ル）の更新と目的関数による評価を繰り返していくことで，センサ開閉器設置地点における電圧・
電流誤差が最小となる配電系統の電圧・電流分布を算定する。PSO の変数ベクトルの更新には，
文献(17)で提案されている改良型 PSO の更新式を使用し，三相潮流計算には，放射状配電系統に
特化した電圧計算法である三相繰返潮流計算を使用する。以下に，PSO に基づく配電系統の電圧
分布推定の手順を示す。 
[Step1] 初期設定 
対象とする配電系統データ（系統構成，線路インピーダンス，センサ開閉器情報）を設定する。
また，エージェント数AG，最大探索回数M，各ノードにおける有効・無効電力の探索下限値Pminn 
および探索上限値Pmaxnを設定し，探索回数 m に m =1 を与える。 
[Step2] ノード注入電力ベクトルの初期値の割当て 
ノード注入電力ベクトルxi をエージェント数だけランダムに生成する。 
[Step3] 三相潮流計算による電圧・電流分布の算出 
各エージェントが持つノード注入電力ベクトルxi を用いて三相潮流計算を実行し，配電系統の
電圧分布を算出する。 
[Step4] 目的関数値の算出 
三相潮流計算から得られた電圧・電流分布を基に，各エージェントのノード注入電力ベクトル
xi に対する目的関数値 F(xi) を算出する。 
[Step5] 最良解の保存 
目的関数値F(xi) がF(pbesti) よりも小さいならば，ノード注入電力ベクトルxi の値をpbesti に格
納し，さらに，F(xi) がF(gbest)よりも小さいならば，gbest に格納する。 
[Step6] ノード注入電力ベクトルの更新 
式(2.19)および式(2.20)に従い，ノード注入電力ベクトルxi を更新する。 
     11   ki
k
i
k
i vxx   ..................................................................................................................... (2.19) 
 
       kii
k
i
k
i xpbestrandwvwv 
 ()21
1  
   kixgbestrandw  ()3  ................................................................... (2.20) 
[Step7] 終了判定  
探索回数 m が最大探索回数 M に達していないならば，探索回数 m を m + 1 として，Step3 へ戻
る。最大探索回数 M に達したならば，最良解 gbest から得られる各ノードの電圧・電流値を推
定結果として出力し，計算を終了する。 
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2.5.3 モデル系統での推定結果 
本節では，提案した配電系統の電圧推定手法の妥当性を，配電系統モデルを用いて定量的に把
握し，実系統への適用可能性を検証する。まず，日本の標準的な系統構成である 3 分割 3 連系方
式の配電系統をシミュレーションモデルとして構築する。次に，配電系統モデル上で，電圧推定
の精度や計算時間などを評価する。 
(1) シミュレーション条件 
(a) 配電系統のグラフモデルと評価ケース 
図 2.29 に，配電系統モデルの概要図およびグラフモデルを示す。わが国において標準的である
3 分割 3 連系方式の配電系統を基に，配電用変電所以下 1 フィーダをノード（Node）とブランチ
（Branch）を用いてモデル化を行った。配電系統モデルは，高圧系統（6.6kV）のみで構成され，
高圧配電線に分散して分布する低圧需要家と高圧需要家は，高圧ノードへの集中負荷（ノード負
荷）として模擬している。本研究では，負荷や分散型電源のノード数が推定精度や推定時間へ与
える影響を評価するために，以下の 3 つ配電系統モデルについて検討を行う。 
モデル１： 1 フィーダ 22 ノードモデル（ノード数が比較的尐ない配電フィーダ） 
モデル２： 1 フィーダ 38 ノードモデル（ノード数が比較的多い配電フィーダ） 
モデル３： 2 フィーダ 38 ノードモデル（ノード数が比較的尐ない配電フィーダ） 
分散型電源については，太陽光発電（PV）を想定する。また，当該フィーダは 6 つのセンサ開
閉器によって 3 つの配電区間に分割されている。本検討では，簡単化のため，送出し電圧・線路
インピーダンス・負荷電力は三相回路で平衡としている。さらに，センサ開閉器から得られる電
圧・電流データおよび線路インピーダンスの値には誤差は含まれないこととする（計測誤差や不
良データは考慮しない）。したがって，三相潮流計算（付録 2 参照）によって得られる各ノードの
電圧値・電流値を真値として，センサ開閉器ノードの電圧値・電流値に基づいて電圧推定を行い，
推定精度の評価を行う。 
モデル１の配電系統モデル（22 ノードモデル）は，6 個のセンサ開閉器ノード，16 個の負荷ノ
ード，1 個の PV 接続ノードから構成されている。ノード 13 には，総容量 1000kW の PV（群）が
連系されているものとした。一方，モデル２の配電系統モデル（38 ノードモデル）は，6 個のセ
ンサ開閉器ノード，32 個の負荷ノード，2 個の PV 接続ノードから構成されている。負荷ノード
および PV 接続ノードの数は，ケース 1 の 2 倍となっている。ただし，負荷や PV の総容量はモデ
ル１とモデル２で同じ値になるように設定し，負荷や PV のノード数は推定精度や推定時間へ与
える影響についても評価する。モデル３の配電系統モデル（38 ノードモデル）は，10 個のセンサ
開閉器ノード，28 個の負荷ノード，2 個の PV ノードから構成されている。ノード 13, 35 には，
総容量 500kW の PV（群）が連系されているものとした。 
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(a) モデル１（1 フィーダ 22 ノードモデル） 
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(b) モデル２（1 フィーダ 38 ノードモデル） 
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(c) モデル３（2 フィーダ 38 ノードモデル） 
図 2.29 配電系統の構成とグラフモデル 
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(b) 負荷モデル・分散型電源モデル 
配電線に接続される負荷および分散型電源は，ノード集中型の定電力負荷としてモデル化する。
分散型電源については，住宅に一般的に導入される太陽光発電（PV）を想定し，負（マイナス）
の負荷としてモデル化する。負荷電力および PV 出力の時系列データは，センサ開閉器の導入に
よって翌日や週間（平日・休日）の日負荷特性がある程度の精度で把握できるものと考え，10 分
刻みの 24 時間プロファイル（144 断面）を用いることとした。負荷電力のプロファイルは，工業
地域，商業地域，住宅地域の実測データを基に，乱数を加算・乗算してノードごとにばらつく様
に作成した。また，PV 出力のプロファイルは，快晴日の日射量を基に作成した。参考までに，図
2.30 に，各モデルにおける総負荷電力および PV 出力（出力力率＝1.0）のプロファイルを示す。 
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(a) モデル１とモデル２ 
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(a) モデル３ 
図 2.30 総負荷電力および総 PV 出力のプロファイル 
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(c) 最適化手法 PSOのパラメータ値 
PSOのパラメータについては，最大探索回数はM=500回，エージェント数はAG=200個，式(3-15)
の各項重み係数はw1=0.9, w2=w3=2.0 と設定した（付録参照）。また，制約条件である各ノードの
注入電力 Pn+jQn の探索範囲については，以下のように設定した。なお，PVのみが接続されたノ
ードについては，日中の時間帯以外は出力をゼロに固定した。各ノードにおけるノード注入電力
の探索範囲は，負荷ノードの需要家数やPVの定格容量を基に，両ケースに対して以下のように設
定した。さらに，PSOにおける繰り返し計算の過程で上記の範囲を逸脱する場合には，反射処理
を行って解探索を続けることとした（付録2参照）。 
・ 負荷接続ノード（n = 2, 4, 5, 7, 8, 10, 12, 14, 15, 17, 18, 20） 
]kW[ 210]kW[ 0 
n
P  .............................................................................................................. (2.21) 
]rad[ 
3
]rad[ 
3
ππ
 n  .............................................................................................................. (2.22) 
・ 負荷&DG接続ノード（n = 3, 9, 18, 21） 
]kW[ 210]kW[ 100  nP  ....................................................................................................... (2.23) 
]rad[ ]rad[ ππ  n  .............................................................................................................. (2.24) 
・ DG接続ノード（n = 13） 
]kW[ 0]kW[ 500  nP ........................................................................................................... (2.25) 
]rad[ 0n  ................................................................................................................................. (2.26) 
(2) シミュレーション結果 
(a) 電圧推定精度 
図 2.32 に，各モデル系統における電圧推定誤差のヒストグラムを示す。どのケースでも推定電
圧の 90%以上が±5V 以内に収まる結果（モデル１：約 91%，モデル２：約 95%，モデル３：約 95%）
となり，提案手法により高精度に電圧分布を推定できることが確認できた。なお，推定電圧の絶
対平均誤差は，モデル１で約 2.13V（最大で約 20.0V），モデル２で約 1.71V（最大で約 17.0V），
モデル３で約 2.6V（最大で約 13.8V）となった。 
参考までに，モデル１とモデル２での 3 つの時間帯（4 時，12 時，17 時）における電圧分布の
推定結果を図 2.33, 図 2.34 にそれぞれ示す。これらの図より，12 時において末端配電線で電圧上
昇が発生しているが，分散型電源出力の有無にかかわらず，どの時間帯においても電圧分布を高
精度に推定できていることがわかる。 
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図 2.32 各モデル系統での電圧推定誤差のヒストグラム 
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 (c) 17 時の電圧分布 (c) 17 時の電圧分布 
 図 2.33 電圧分布の推定結果（モデル１） 図 2.34 電圧分布の推定結果（モデル２） 
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(b) 計算時間と推定間隔 
図 2.35 に，各モデル系統での計算時間と平均電圧誤差示す。1 時間断面あたりの電圧推定計算
にかかる時間は，モデル１（1 feeder, 22 nodes）では約 92 秒，モデル２（1 feeder, 38 nodes）では
138 秒，モデル２（2 feeders, 38 nodes）では 138 秒であった。計算を行った環境は汎用のデスクト
ップ型 PC で，Software：MATLAB，CPU：AMD Athlon™64 X2 Dual Core Processor 4800+ 2.40GHz，
Memory：2.0GB である。配電用変電所バンクあたりのフィーダ数は一般的に 4 本～6 本程度であ
ることから，バンクあたりの計算時間は 278 秒～555 秒となる。データ取得時間を 1 秒と見積も
ると，6 フィーダの場合でも遅れ時間は T = (6 個×1 秒+138 秒)×3 = 434 秒となり，電圧を 10 分
間隔で推定し制御することは十分に可能であると考えられる。電圧推定計算にかかる時間は，潮
流計算に要する時間および PSO のエージェント数と探索回数によって決定されるため，ノード数
と PSO パラメータが等しければ計算時間も等しくなる。なお，PSO の探索回数およびエージェン
ト数は，電圧推定精度と計算時間の兼ね合いによって決められるべきであり，電圧管理システム
全体を踏まえた検討が必要である。 
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図 2.35 計算時間の比較 
 
当然，ノード数が増えれば潮流計算に要する時間も増加するため，更なる計算時間の短縮には
以下の対策が必要となると考えられる。 
・ 電圧変動幅に基づいて配電系統を縮約してノード数を低減する。 
・ PSO の探索回数を適当なところ（許容される時間内）で打ち切る。 
・ フィーダごとに推定範囲を分割して並列計算を行う。 
とりわけ，並列計算については，PSO が探索エージェントごとに並列して計算を行うロジック
であることから，計算時間の大幅な短縮が期待できる。また，放射状配電系統では，電圧分布を
フィーダごとに独立して計算できるため，電圧推定計算もフィーダごとに独立して並列化を行う
ことで計算時間の更なる短縮が見込める。これらの対策については今後の課題とする。 
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2.5.4 推定電圧に基づいた電圧制御への有効性 
上記の結果より，提案した電圧推定手法を用いることで，DG が連系された配電系統において
も電圧分布を高精度に把握できることを確認した。しかしながら，計算機シミュレーションによ
る検証では，対策の再現性の問題は解決できるが，モデル化による割り切りが必ず入るため，実
現性の検証としては説得力に欠ける。そこで，本節では，配電系統アナログシミュレータを用い
て電圧推定手法の実現可能性を検証するとともに，電圧推定を用いてリアルタイムで電圧制御を
行った場合の電圧改善効果について確認する。 
(1) 想定する電圧推定・制御システム 
図 2.38 に，想定する電圧推定・制御システムの概要図を示す。想定するシステムは，センサ開
閉器から得られる電圧・電流情報を基に配電系統の電圧分布を推定し，電圧逸脱が予想される場
合に電圧制御器（LRT, SVR）に制御指令を送り適正電圧の維持を図るものである。ただし，配電
系統では LRT の他にも SVR が複数台設置される場合があるため，効率的な電圧制御を行う上で
はそれらの機器の協調的な動作が必要となると考えられる。本提案方式では，図 2.39 に示すよう
に LRT や SVR にそれぞれ担当エリアを割り当て，電圧制御機器のタップ切替回数やハンチング
現象を考慮しつつ，適正電圧範囲からの逸脱量を最小化する方針を採る。 
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図 2.38 提案する電圧推定・制御システムの概要 
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Load Load Load Load LoadLoad
LRT SVR
SVR
Load Load Load Load LoadLoad
Load Load Load Load LoadLoad  
図 2.39 電圧制御器（LRT, SVR）への計測情報（制御エリア）の割り当て 
 
以下に，具体的な電圧制御のアルゴリズムを示す。 
STEP 1: センサ開閉器情報の取得 
対象とする配電系統に設置されたセンサ開閉器から時間断面 t における電圧・電流データを取
得する。 
STEP 2: センサ開閉器区間電圧の推定 
上記のセンサ開閉器区間電圧推定手法を用いて，各ノードの電圧値を推定する。 
STEP 3: 推定した電圧分布の逸脱判定 
推定した電圧分布を基に，各ノードに設定されている目標電圧上下限値からの電圧余裕量（逸
脱時は電圧逸脱量）を各ノードにおいて算出する。いずれかのノード電圧が目標電圧範囲を逸脱
する場合，Step4へ進む。 
STEP 4: 電圧制御機器のタップ切替候補の抽出 
電圧逸脱地点を制御エリアとする電圧制御機器をタップ切替候補とする。加えて，タップ切替
候補となる電圧制御機器の下位にある電圧制御機器もタップ切替候補とする。 
STEP 5: 電圧制御機器のタップ切替順位の決定 
タップ切替候補に対して，上位側（配電用変電所側）の電圧制御機器から順にソートする。 
STEP 6: 電圧制御機器のタップ位置の決定 
すべてのタップ切替候補の電圧制御機器に対して，以下のようなタップ切替判定を行い，各電
圧制御機器にタップ動作指令ΔTAPを与える。 
まず，制御エリアの範囲において，目標電圧上下限値からの電圧余裕の最小値（逸脱時はマイ
ナス）を算出する。 
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   tVVVU -min  ...................................................................................................................... (2.27) 
   VtVVL -min  ................................................................................................................... (2.28) 
次に，式(2.27)および式(2.28)より，評価値INDEX_U，INDEX_L を算出する。各評価値の値がプラ
ス（逸脱なし）の場合，切下げ処理（RoundDown）をして整数化する。これにより，何タップ分
の電圧余裕があるかを評価する。 
If  INDEX _U ＞0，INDEX _L ＞0  
 TAPUU VVRoundDownINDEX _  ............................................................................................... (2.29) 
 TAPLL VVRoundDownINDEX _  ............................................................................................... (2.30) 
反対に，各評価値の値がマイナス（逸脱あり）の場合，切上げ処理（RoundUp）をして整数化
する。これにより，何タップ分の電圧逸脱があるかを評価する。 
Else if  INDEX _U ＜0，INDEX _L ＜0  
 TAPUU VVRoundUpINDEX _  ................................................................................................. (2.31) 
 TAPLL VVRoundUpINDEX _  ................................................................................................. (2.32) 
評価値（INDEX ）を式(2.33)より算出する。その値が0，±1ならばタップ位置を維持する。これ
は，タップ変更しても電圧逸脱がタップ電圧以上減尐しないためである。もし，評価値INDEX の
値が±2以上ならば，タップ変更することで電圧逸脱が減尐するため変更する。タップ位置変更に
ついては，INDEX _U  > INDEX _L ならば，上げ指令を与えることにより逸脱量が減尐するため上
げ指令を与える。同様に，INDEX _U < INDEX _Lならば，下げ指令を与える。 
LU INDEXINDEXINDEX __   ................................................................................................. (2.33) 
    TAPtTAPtTAP 1  ......................................................................................................... (2.34) 
   
 
   








TAPtTAPandINDEXIINDEX
INDEX
TAPtTAPandINDEXINDEX
TAP
Lu
Lu
    1
00
    1
__
__
 ................................................. (2.35) 
ただし，Vn：ノード n における推定電圧， nn V,V ：ノード n における目標電圧範囲の上下限値，
ΔVU, ΔVL：目標電圧上下限値からの電圧余裕量（または電圧逸脱量），VTAP：電圧制御機器のタッ
プ電圧，TAP：電圧制御機器のタップ位置，ΔTAP：電圧制御機器のタップ変化量（=タップ指令
値）， TAPTAP, ：電圧制御機器のタップ位置の上下限値，INDEX_U，INDEX_L：電圧余裕（もしくは
逸脱）に関する評価値（上下限値），INDEX：電圧逸脱に関する総合評価値 
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(3) 実験系統での検証 
ここでは，配電系統アナログシミュレータを用いて高圧 6.6kV 配電系統を縮小模擬した実験系
統を構築し，電圧推定精度と電圧維持能力の検証を行う。さらに，センサ開閉器から得られる電
圧データのみを参照して電圧制御を行った場合と電圧推定手法を活用して電圧制御を行った場合
との比較を行い，提案する電圧推定法の電圧制御への適用効果を明らかにする。 
(a) 実験条件 
図2.40に，実験系統の構成図を示す。実験系統は，電圧制御装置（LRT装置），単相負荷装置（3
×6台），センサ開閉器付き線路装置（7台），インバータ装置（7台），送出し装置，周波数変換
装置CVCFから構成されている。7台のセンサ開閉器付き線路装置の内，根本側と末端側に位置す
る2台をセンサ開閉器として使用する。なお，電圧・電流の計測に関して，本実験で用いたセンサ
の許容誤差は0.2%である。簡単化のために，送出し電圧，線路インピーダンス，各負荷電力およ
びPVの出力は，それぞれ三相平衡になるように設定した。また，実験時間は1440秒とし，負荷電
力や分散型電源（PV）出力の日変化は，1440秒間（1/60）で短縮模擬される。 
負荷電力やPV出力の日変化は，インバータ装置の出力調整によって模擬される。なお，各ノー
ドに接続されている負荷のプロファイルは，工業地域，商業地域，住宅地域の実測データを基に
作成し，PVのプロファイルは快晴日を想定した。ノード6にはPVが接続されているものとし，定
格電力は700W（6.6kV換算値で約580kW）とした。また，各ノードの適正電圧範囲は，柱上変圧
器のタップ位置を考慮して，ノード1において196.8V ~ 208.4V，ノード2~5において192.3V ~ 203.8V，
ノード6,7において188.0V ~ 199.0Vと設定した。これらの値は，低圧系統および柱上変圧器で生じ
る電圧降下を6Vと見積もり，101V ~ 107Vを200V換算した値を用いた。また，制御目標となる電
圧範囲については，各ノードにおいて適正電圧上下限値から1V（タップ電圧の1/3）のマージンを
設けた。 
電圧推定に関しては，電圧制御装置（LRT装置）のタップ位置，線路インピーダンス，太陽光
発電システムの定格電力，および各負荷の契約電力を既知データとし，センサ開閉器設置ノード
（ノード番号：1, 7）の電圧・電流データからすべてのノード電圧を推定する。また，PSOのパラ
メータは，最大探索回数を500回，エージェント総数を100個とし，更新式の各項重み係数をw1=0.9，
w2=2.0，w3=2.0とした。また，電圧推定の周期を5秒とする。また，LRTが動作した場合，頻繁に
動作しないことを考慮するために次の5秒間はインターバルを設けることとした。表2.6に実験条
件をまとめて示す。 
(b) 実験系統での電圧推定結果 
図2.40の実験系統上で，提案した電圧推定法を用いて各ノード電圧を推定し，その推定精度を評
価した。その結果，推定電圧値の絶対平均誤差は約1.8×10-3 p.u（200V系統において約0.35V）で
あり，推定誤差は最大でも約8.3×10-3 p.u（200V系統において約1.66V）であることを確認した。
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図2.41に，電圧推定誤差（1秒ごとの計測電圧と推定電圧の絶対誤差）のヒストグラムを示す。こ
の図より，推定電圧値の約95%が，誤差5.0×10-3 p.u（200V系統において1.00V相当）以内に収ま
っていることがわかる。例として，240秒および720秒における各ノード電圧の推定値を図2.42に
示す。電圧推定の周期が5秒であるために，瞬時的な電圧変動によって最大で1.6V程度の誤差が生
じる場合があるものの，軽負荷時・重負荷時に限らず，電圧分布を高精度に推定できていること
がわかる。なお，実験系統で生じる計測誤差や線路インピーダンス誤差，ノイズ等の影響はほと
んど見られなかった。 
Voltage
6450V
/105V 
3 4 5
LRT
21 6 7
RLC 
RLC 
INV
: Root node (210V) : Single-phase RLC load device ×3 
INV7 
2.0 km 
(1.0 km ×2 lines) 
PV
RLC 
INV6 
RLC 
INV5 
RLC 
INV4 
RLC 
INV3 
RLC 
INV2 INV1 
V, I V, I
: 3-phase inverter device : IT switch connection node 
: Distribution transformer with 9 taps : Distribution line device with sensor 
6450V
/105V 
6600V
/105V 
6600V
/105V 
6600V
/105V 
6600V
/105V 
6750V
/105V 
1.5 km 
(0.3 km ×5 lines) 
 
図 2.40  実験系統の構成図 
表 2.6 実験条件 
実験時間（計測時間） 1440 [s] 
サンプリング時間 1 [ms] 
電圧平均化時間 1.0 [s] 
電圧推定の間隔 5.0 [s] 
電圧推定の開始時間 5.0 [s] 
PSO のパラメータ 
探索回数（繰返し回数） 500 
エージェント数 100 
重み係数 (w1, w2, w3) 
w1 = 0.9 
w2 = w3 = 2.0 
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         図 2.41  電圧推定誤差のヒストグラム 
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(b) Node3 
図 2.42 センサ開閉器設置地点以外のノードにおける推定電圧と計測電圧の比較 
（※ Node 4～Node 5 の結果は，次ページ） 
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(e) Node6 
図 2.42 センサ開閉器設置地点以外のノードにおける推定電圧と計測電圧の比較 
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(c) 実験系統での電圧制御結果 
ここでは，センサ開閉器から得られる電圧データのみを参照して電圧制御を行った場合と電圧
推定手法を活用して電圧制御を行った場合との比較により，提案する電圧推定法の電圧制御への
適用効果を明らかにする。図2.43に，センサ開閉器情報のみを参照した場合と電圧分布を推定し
た場合のLRT装置のタップ動作を比較したものを示す。さらに，図2.44に，センサ開閉器設置地点
以外のノードにおける推定電圧と計測電圧のプロファイルを示す。 
図2.43より，電圧推定を行った場合は送出し電圧が早めに制御されており，負荷の増加に対して
電圧分布が高めに維持されていることがわかる。今回用いた実験系統では，LRTのタップ切替回
数は，センサ開閉器情報のみを参照した場合に4回，電圧推定を行った場合に6回という結果とな
った。図2.44(a)より，電圧推定を行わない場合，ノード4，5において電圧が適正電圧下限値を逸
脱することがわかる。これは，センサ開閉器設置地点の電圧が目標電圧範囲内に収まっているた
め，電圧逸脱がないものと判断され，送出し電圧が制御されないためである。このように，セン
サ開閉器間の電圧分布を把握しない場合には，柱上変圧器タップ変更点付近等で生じる電圧逸脱
が見過ごされ，電圧逸脱が継続する恐れがある。一方，電圧推定を行った場合には，センサ開閉
器区間内にある各ノード電圧が把握されるため，送出し電圧制御によってすべてのノード電圧を
適正範囲内に収めることができる。 
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図 2.43 LRT タップの動作プロファイルの比較 
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(b) 電圧推定ありの場合 
図 2.44 電圧プロファイルの比較 
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2.5.5 シミュレーション結果のまとめ 
本2.5節では，センサ開閉器からの計測情報を活用した電圧推定法を提案し，モデル系統上での
シミュレーションを通して電圧推定法の精度評価を行った。さらに，配電系統アナログシミュレ
ータへ提案した電圧推定法を適用し，配電系統の電圧分布を推定してLRT装置の送出し電圧を制
御した場合と，センサ開閉器設置地点の電圧情報のみで送出し電圧を制御した場合の比較を行い，
電圧推定の電圧制御への適用効果を明らかにした。いくつかの配電系統モデルに対して，シミュ
レーションと実験の双方から電圧推定法を検証した結果，以下のことを確認した。 
・ センサ開閉器から得られる電圧・電流情報を用いて最適化手法PSOに基づいた最適潮流計算
を行うことで，分散型電源が連系された場合でも，センサ開閉器で囲まれる配電区間に対し
ては電圧分布を高精度に推定できる。 
・ 推定電圧に基づいて送出し電圧を制御することにより，センサ開閉器設置地点の計測情報の
みでは把握されない電圧逸脱を捉え，センサ開閉器間にあるノード電圧を適正範囲内に収め
ることができる。 
・ 最適化手法PSOに基づき繰り返し計算を行うため，ある程度の計算時間を要するが，数分周
期で系統電圧の推定および制御を行うことは現実的に可能である。 
なお，提案した電圧推定法は高圧 6.6kV 配電系統を対象としており，分岐線や低圧系統の電圧
分布は推定されないため，分岐線や低圧系統の電圧をどのように管理するのかについては今度の
課題である。また，今回のシミュレーションでは，日本の典型的な構成である 3 分割 3 連系方式
の配電系統に対して評価を行ったが，実在する配電系統の構成は多様であるため，様々な条件下
で更なる検証を行っていく必要がある。実用化にあたっては，更なる計算時間の短縮も必要とな
ると考えられる。計算時間を短縮する対策としては，以下が挙げられる。 
・ 電圧変動幅に基づいて配電系統を縮約してノード数を低減する。 
・ PSO の探索回数を適当なところ（許容される時間内）で打ち切る。 
・ フィーダごとに推定範囲を分割して並列計算を行う。 
とりわけ，並列計算については，PSO が探索エージェントごとに並列して計算を行うロジック
であることから，計算時間の大幅な短縮が期待できる。また，放射状配電系統では，電圧分布を
フィーダごとに独立して計算できるため，電圧推定計算もフィーダごとに独立して並列化を行う
ことで計算時間の更なる短縮が見込める。これらの対策についても今後の課題とする。 
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2.6 本章のまとめ 
本章では，分散型電源導入時の配電系統の状態把握，および電圧推定について検討を行った。 
まず，2.1 節において分散型電源の影響評価と配電系統の状態推定の必要性について概説した上
で，2.2 節ではそれらを行うための基本ツールとなる「三相繰返し潮流計算」について説明した。 
2.3 節では，分散型電源の導入分布の不確実性を考慮して分散型電源の影響評価を行うために，
モンテカルロ法に基づいた評価手法を提案し，分散型電源の導入拡大が電力品質に与える影響を
確率的に評価した。評価指標としては，電圧分布・電圧不平衡・配電損失の三項目を考慮し，そ
れぞれ定量化を行った。単相で連系される住宅用 PV の導入拡大を想定し，配電系統モデル上で
シミュレーションを行った結果，分散型電源の導入拡大に対しては，電圧分布への影響が大きい
こと，電圧不平衡率は規定値に達しないものの増加リスクは小さくないこと，配電損失は減尐す
る傾向にあること，などを明らかにした。また，分散型電源の出力力率の低下に対しては，電圧
上昇が軽減されて電圧分布が改善されること，無効電力のばらつきによって電圧不平衡が拡大す
ること，力率低下によって配電損失が増加すること，などを把握した。 
2.4 節では，分散型電源の導入可能容量の算定手法を提案し，モデル系統上で地点別・時間別の
連系可能容量を算出した。その結果，分散型電源の系統連系に伴って生じる電圧変動が，連系可
能量を決定付ける主要な要因であること，配電線の末端に連系するほど連系可能量は小さくなる
傾向にあることなどを明らかにした。また，代表的な配電系統の構成において，配電用変電所バ
ンクの総負荷電力に対して概ね 10～30％程度の分散型電源が導入可能であることを確認した。 
2.5 節では，分散型電源が連系された配電系統の状態把握を行うために，センサ開閉器情報から
配電系統全体の電圧分布を推定する手法を提案し，モデル系統上で電圧推定精度の検証，および
電圧制御への適用効果の検証を行った。いくつかの配電系統モデルに対して，シミュレーション
と実験の双方から電圧推定法を検証した結果，センサ開閉器で囲まれる配電区間に対しては，DG
が連系された場合でも，電圧推定手法によって配電系統の電圧分布を高精度に推定できることを
把握した。また，推定電圧に基づいて系統電圧を制御することで，センサ開閉器設置地点の計測
情報のみでは把握されない電圧逸脱を捉え，センサ開閉器間にあるノード電圧を適正範囲内に収
めることができることを明らかにした。 
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第３章 
既存の電圧制御器の最適整定による電圧管理の高度化 
 
3.1 本章の概要 
配電系統では，需要増減や設備拡充によって変化する電圧・潮流分布に対して，電圧制御器の
制御パラメータを試行錯誤的に再整定することで適正電圧の維持が図られている。近年の分散型
電源の導入拡大に伴って配電系統の電圧・潮流分布は複雑化する傾向にあり，電圧制御器の整定
ロジックの合理性および信頼性の低下が懸念されている。そのため，配電系統の電圧・潮流分布
の実態把握へのニーズは高まっており，これに対応するようにセンサ開閉器の導入が進められて
いる。センサ開閉器の面的な導入により，配電系統の多地点の電圧・電流・力率等のデータが取
得可能となり，系統データの継続的かつ統計的な管理が可能となる一方で，電圧逸脱事象等が正
確に把握できるようになるため，有効な対策メニューを整備しておくことが重要である。 
こうした配電系統を取り巻く状況の変化，新旧の運用上の課題に対応するために，センサ開閉
器から得られる系統情報を有効に活用した，新しい電圧管理の枞組みが必要となってきている。
しかしながら，分散型電源の導入を考慮した電圧制御器の整定方法は確立されておらず，どのよ
うなデータを用いて，電圧制御器をどのように整定するべきか，といったことは未だ明確にされ
ていない。さらに，配電用変電所の LRT に加えて SVR が複数台設置されている配電線フィーダ
もあり，複数ある電圧制御器間の協調を図りながら，それぞれの電圧制御器に対して有効な制御
パラメータを決定することは容易でない。すなわち，センサ開閉器によって把握される負荷や電
圧の実績データを基に，複数台の電圧制御器に対して有効な制御パラメータの組み合わせを効率
的に決定するアルゴリズムの開発が望まれている。 
そこで，本章では，既設の電圧制御器（LRT, SVR）を対象として，センサ開閉器情報に基づい
て複数の電圧制御器を一括して整定する手法を提案する。本提案手法は，適正電圧の維持と電圧
余裕の確保を目的として，Particle Swarm Optimization（PSO）という先進的な非線形最適化手法を
用いて，LRT と SVR（複数台）の制御パラメータを一括して整定するものである。さらに，電圧
制御器の長寿命化の電圧変動の抑制の両立を目的として，LRT と SVR の不感帯幅を決定する手
法を提案し，パレート最適解の概念を用いて電圧制御器の不感帯を調整することで，適正電圧を
維持しつつ，タップ切替回数を低減して電圧制御器の長寿命化を図れることを示す。 
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以下，3.2 節では，電圧制御器（LRT, SVR）の制御方式と整定すべきパラメータについて述べ
る。3.3 節では，PSO に基づいた電圧制御器の統合型整定手法について説明する。ここでは，電圧
制御器の整定方針，電圧制御器の最適整定問題の定義および解法について順に説明する。3.4 節で
は，モデル系統でのシミュレーションを通して，提案手法による電圧制御能力の向上効果を検証
する。さらに，3.5 節では，電圧制御器の不感帯幅を決定する手法について説明し，モデル系統で
のシミュレーションを通して，不感帯幅の調整によるタップ切替回数の低減効果を評価する。そ
して，3.6 節において本章をまとめることとする。 
3.2 電圧制御器（LRT, SVR）の制御方式と制御パラメータ 
本節では，対象となる電圧制御器の制御方式，および整定すべき制御パラメータについて説明
する。本節では，対象となる電圧制御器の制御方式，および整定すべき制御パラメータについて
説明する。本節では，対象となる電圧制御器の制御方式，および整定すべき制御パラメータにつ
いて説明する。 
3.2.1 LDC方式による電圧制御 
我が国では，LRT や SVR といったタップ切替型電圧制御器の制御方式として，線路電圧降下補
償器（LDC: Line Drop Compensator）を用いた LDC 方式が一般的に採用されている[1][2]。LDC 方式
は，元来発電機の電圧制御方式の一つとして開発されたもので，当該発電機が連系される送電系
統内のある一定点（これを負荷中心点と呼び，通常は無限大母線）の電圧を一定に維持すること
を目的としている。図 3.1 に示されるように，一般に送電系統は系統構成が単純であるため，負
荷中心点の電圧を一定に保つためには，発電機の送出し電力に応じて発電機と負荷中心点との間
のインピーダンスによって生じる線路電圧降下を補償すればよい。LDC 方式で用いられる線路電
圧降下補償器は，その制御装置内部において実際の線路電圧降下を模擬し，これを補償した電圧
が一定となるように制御回路が組まれている。 
 
VC ：系統内の一定点の電圧
IB
VS 
発電機 送電線
REFREFREF jXRZ ～
無限大母線
 
図 3.1 LDC 方式の原理 
 
これを配電線の電圧調整に適用したものが，本研究で取り扱う LDC 方式である。しかしながら，
配電系統に対してこの方式を適用する場合は，多くの分岐線があり電力負荷が面的に分布する配
電線の特性上，送電系統のような単純な扱いは不可能であり，個々の配電線や需要家の適正電圧
維持を図るためには，線路電圧降下を補償するという解析的な問題としてではなく，全体の需要
家の電圧変動を総合的かつ総括的に最小にするように補償インピーダンスを決定する統計的な問
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題として処理する必要がある。 
図 3.2，図 3.3 に，LDC 制御部の結線概略図および LDC 運転時における電圧一定制御の概要を
それぞれ示す。電圧制御器（LRT, SVR）の送出し電圧を VS ，電圧制御器を通過する線路電流を
IB ，負荷中心点電圧を VC ，負荷中心点までの線路インピーダンスを ZREF とすれば，以下の関係
式が成立する。 
REFBSC ZIVV  3  ....................................................................................................................... (3.1) 
電圧制御器は，その送出し電圧 VS と負荷中心点までの線路降下電圧 CREFB VZI 3 とのベクト
ル差の絶対値である負荷中心点電圧 VC を電圧継電器によって検出し，その値が基準電圧 VREF の
不感帯幅 VREF±εに収めるように，自身の変圧器タップ位置を調整して送出し電圧を制御する。
したがって，送出し電圧は，常に次式が成立するよう負荷電流に応じて離散的に制御される。 
 CREF VV   ............................................................................................................................. (3.2) 
このようにして，LRT や SVR といった電圧制御器は，送出し電圧をインピーダンス降下分だけ
高く調整し，配電線路の適当な点の電圧を一定に維持するように働く。 
 
 
図 3.2 LDC 制御部の結線概略図 
 
負荷中心点
ZREF 
ピーク負荷電流
IMAX 
オフピーク負荷電流
IMIN 
ピーク負荷時電圧 VMAX 
オフピーク負荷時電圧 VMIN
送出し電圧
バンク電流
基準電圧 VREF 
配電線電圧
亘長
REFMAX ZI 3
REFMIN ZI 3
 
図 3.3 LDC 運転と電圧一定点 
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3.2.2 整定すべき制御パラメータ 
(1) LRTと SVRの制御パラメータ 
図 3.4 に，LRT と SVR の電圧制御特性を示す。一般に，どちらの電圧制御器も LDC 方式が採
用されており，電流の増減に対して想定される電圧降下を補償するようにタップを制御するとい
う意味で，LRT と SVR の電圧制御特性に本質的な違いはない。LRT と SVR の電圧制御特性で特
筆すべき違いは次の 2 点である。一つは，LRT はスカラー量で電圧降下を見積もるのに対して，
SVR はベクトル量で，つまり無効電流の影響も考慮して電圧降下を見積もる点である。もう一つ
は，SVR の電圧制御特性が傾き ZREF（= RREF + jXREF）と切片 VREFで決定される線形関数で表され
るのに対して，LRT の電圧制御特性は 2 点の座標（IMIN, VMIN ）,（IMAX, VMAX ）で決定される Z 関
数で表される点である。よって，LRT の制御パラメータは（IMIN, VMIN , IMAX, VMAX ）の 4 変数，SVR
の制御パラメータは（RREF, XREF, VREF）の 3 変数であり，これらの値はすべての電圧が適正範囲に
収まるように決定されなければならない。 
(a) LRTの制御パラメータと整定可能範囲 
・ バンク電流の下側整定値 
IMIN ：0 A ~ 3,000 A （1 A step） 
・ バンク電流の上側整定値 
IMAX ：0 A ~ 3,000 A （1 A step） 
・ 送出し電圧の下側整定値 
VMIN ：6,000 V ~ 7,000 V（10 V step） 
・ 送出し電圧の上側整定値 
VMAX ：6,000 V ~ 7,000 V（10 V step） 
(b) SVRの制御パラメータと整定可能範囲 
・ インピーダンスの整定値  
RREF ：0.0 % ~ 24.0 %（1.0 % step） 
XREF ：0.0 % ~ 24.0 %（1.0 % step） 
・ 基準電圧の整定値 
VREF ：6,000 V ~ 7,000 V（10 V step） 
上記のように，LRT および SVR の各制御パラメータの整定範囲は広範囲に設けられているが，
実際には，ピーク負荷時およびオフピーク負荷時のバンク電流値，根元側負荷の柱上変圧器タッ
プの位置等によって適用可能範囲は大きく絞られることになる。なお，その他の制御パラメータ
として，不感帯幅や動作時限があり，制御動作の安定性やタップ切替頻度を考慮して設定される。
以下に，LRT および SVR の制御パラメータの従来計算方法について説明する。 
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図 3.4 LRT および SVR の電圧制御特性と制御パラメータ 
 
(2) 従来の整定手法とその課題 
これまで，LRT および SVR の制御パラメータは，ピーク負荷時およびオフピーク負荷時の電圧
降下量やバンク電流値から，従来からある確立された計算式に基づいて決定されてきた。以下に，
従来用いられてきたとされる LRT と SVR の制御パラメータの算出手法をそれぞれ示す[2]。 
(a) LRTの整定手法 
従来の LDC の整定では，理想とする需要家受電電圧を 101V として，低圧側での電圧降下を加
味した高圧側換算値と高圧配電線での電圧降下を加味した高圧電圧との差が最小となるように 2
点（IMIN ,VMIN ）,（IMAX ,VMAX ）の座標を決定する方法を採っている。配電用変電所では，バンク
電流や送出し電圧は常に把握されており，系統解析に必要となる各需要家の負荷電力は，配電用
変電所で計測された電力潮流を契約電力で按分した値が用いられている。つまり，バンクデータ
から推定した負荷電力を用いて配電系統の電圧・電流を計算し，適正電圧が維持できる 2 点
（IMIN ,VMIN ）,（IMAX ,VMAX ）の座標を計算している。バンク電流の整定値である IMIN および IMAX
は，ピーク負荷時およびオフピーク負荷時のバンク電流がそれぞれ設定値として与えられ，送出
し電圧の整定値である VMAXおよび VMIN は，(3.3)式に基づいて算出される。(3.3)式について，第一
項は高圧線の平均電圧降下を，第二項は多数の柱上変圧器タップの使用による補正項を，第三項
は低圧配電線の平均電圧を高圧側に換算した値を意味している。したがって，高圧配電線上で平
均的な電圧降下が生じる地点にある柱上変圧器二次側において，平均的な電圧降下となる地点の
需要家受電電圧が 101V に最も近くなるような送出し電圧を，理想的送出し電圧として評価して
いる。 
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ただし，VSO(t)：時間断面 t における理想的送出し電圧，Ikjt(t)：時間断面 t におけるフィーダ f
の電流，DH：高圧配電線末端までの電圧降下，Dl：第 l タップ区間における電圧降下，DL：低圧
系統での電圧降下，Nm：柱上変圧器のタップ比種類の数，τn：柱上変圧器 1 タップの電圧差の高
圧換算値，N：柱上変圧器の巻数比（変圧比），Fm：フィーダ数（ f ∈Fm ） 
(b) SVRの整定手法 
SVR に関しては，電圧継電器の基準電圧 VREFと線路降下補償器の抵抗 RREFとリアクタンス XREF
の計算方法は，次のような方法で行われてきた。配電線では，配電用変電所の送出し電圧と線路
末端電圧との位相差は極めて尐なく，負荷力率の変化による影響も十分尐ないと見なせるため，
近似的に(3.1)式より，以下の式が成り立つ。 
・ 基準電圧の整定値：VREF 
CPMAXLDCMAXMAXREF VVZIVV  3  ........................................................................................ (3. 4) 
・ インピーダンスの整定値：RREF [%], XREF [%] 
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ただし，VREF：電圧調整器基準電圧（1 次側），VMAX ：電圧ピーク負荷時送出し電圧，IMAX：ピ
ーク負荷電流，ZREF：電圧一定点までの等価インピーダンス，VCP：電圧一定点までの重負荷時降
下電圧，RREF：ZREFの抵抗分，XREF：ZREFのリアクタンス分，VSVR：SVR 二次側の定格電圧，I SVR：
SVR 二次側の定格電流 
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(c) 従来の整定手法の問題 
以上のように，LRT および SVR の制御パラメータは，ピーク負荷時およびオフピーク負荷時の
電圧降下量やバンク電流値から，従来からある確立された計算式に基づいて決定されてきた。し
かしながら，ピーク負荷とオフピーク負荷の時間帯はフィーダごとに異なるだけでなく，太陽光
発電など分散型電源の増加によってフィーダの電圧・電流特性はますます複雑なものとなるため，
従来の計算式では電圧制御器の整定が困難となると考えられる。 
また，実際の整定にあたっては，評価モデルや計算式，参照データの簡素化を行っており，厳
密に全配電線の電圧を（測定するにしろ，計算するにしろ）求めていない。具体的には，以下に
示す条件に基づき，ピーク負荷時およびオフピーク負荷時における高圧配電線電圧降下，任意の
タップ区間における電灯変圧器台数，任意のタップ区間における電灯変圧器の巻線比，配電線の
負荷電流（ピーク負荷時を 1 として各時間帯を正規化したもの）さえ把握できれば，最適な送出
し電圧が決定できるように簡素化された計算式が適用されている。 
・ 各高圧配電線の各タップ区間内において，各負荷（電灯負荷・高低圧電力負荷）は高圧
配電線の幹線上に平等分布している。 
・ 高圧幹線には，各タップ区間内において，同一線種が用いられている。 
・ 高圧幹線上の電流特性は，高圧配電線ごとにそれぞれ同一である。 
・ 高圧幹線上の各時刻の負荷力率は，高圧配電線ごとにそれぞれ同一である。 
・ 1 台の電灯変圧器とそれに属する低圧配電線の電流特性および負荷力率は一致している。 
つまり，配電線が何回線あっても 1 つの配電線モデルとして単純化し，各地点の目標値からの
電圧偏差が最小となるように理想的な送出し電圧を求めている。そのため、電圧逸脱の発生の有
無を問題にしていない。本来必要となる各配電線の電圧プロファイルを厳密に求めずに単純化し
ていることは，それだけ膨大な情報量を扱う手段が存在していなかったものと考えられる。また，
配電線に分布する負荷の特性は季節ごとに変わるため，配電線の各点の 30 分や 60 分ごとの電圧・
電流データを尐なくとも 1 年以上蓄積して決定することが望ましいが，これでは膨大な計算量と
なることが予想されるため，現実的に計算を行うことは非常に困難である。したがって，現実的
には簡素化されたモデルと一致する線路は尐ないために，まずは従来からある確立された計算式
に基づいて整定し，実態に応じて対処療法的に制御パラメータを変更していく手段が採られてい
る。今後は，配電系統にセンサ開閉器が面的に設置され，系統各点の電圧・電流等の情報が簡易
かつ継続的に得られる状況となる。そうした状況下で，膨大な情報を効率的に処理する手法を確
立できれば，LRT および SVR の制御パラメータの最適化に大いに寄与することが期待できる。 
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3.3 電圧制御器（LRT, SVR）の統合整定手法 
3.3.1 電圧制御器（LRT, SVR）の整定方針 
想定する電圧制御器の最適整定システムは，配電設備情報およびセンサ開閉器設置地点の電
圧・電流情報のデータベースを基に，翌シーズン～翌日の系統状態を推定し，系統管理者の目的
を満足する制御パラメータを設定するものである（図 3.5 参照）。よって，以下の系統情報が高精
度に入手可能であると仮定する。また，制御パラメータの決定に際して，SVR の設置地点や柱上
変圧器のタップ位置は固定とし，それらの変更は行わないこととする。 
［取得可能データ］ 
・ センサ開閉器設置地点の計測データ（三相電圧，三相電力潮流） 
・ 配電系統の構成（各種開閉器の設置地点，開閉状態） 
・ 配電線の線種（インピーダンス，許容電流）と亘長 
・ 柱上変圧器のタップ位置 
以下では，電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータを決定する問題がどのような問題である
かを定義し，その問題の定式化を行う。 
(1) 問題の定義 
電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータを決定する問題は，センサ開閉器から得られる電圧・
電流データを基に，LRT と SVR の最適な制御パラメータを算定する問題である。電圧制御器の制
御パラメータは，すべての需要家において電圧逸脱がなく，かつ電圧余裕が十分確保できるよう
に決定されることが望ましい。よって，本問題は，電圧逸脱量と電圧上下限値からの偏差の和を
最小化する問題として取り扱うことができる。そこで，本論文では，①できる限り多くの需要家
受電電圧を適正範囲に収めること，②各需要家の電圧余裕をできる限り確保すること，という 2
つを目的として，配電系統に設置される複数の電圧制御器の制御パラメータを統合的に算定する
方法を提案し，配電系統モデル上での数値計算を通して，提案手法の妥当性を検証する。 
LRT SVR
V,I V,I V,I V,I
データ取得 状態推定 整定値計算 整定値変更
1 day ~ 3 months 周期
自端制御 自端制御
整定値指令
NW DB
ネットワーク・データベースへ
 
図 3.5 センサ開閉器情報を活用した電圧制御器の整定イメージ 
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(2) 問題の定式化 
LRT および SVR の制御パラメータの最適化を行うにあたり，制御パラメータの評価指標となる
目的関数および制約条件を定式化する必要がある。既に述べたように，制御パラメータの①電圧
逸脱量の最小化，②電圧余裕の最大化を目的として，LRT と SVR の制御パラメータを算定する。
以上を踏まえ，LRT と SVR の最適制御パラメータ決定問題を以下のように定式化する。なお，電
圧逸脱ペナルティ項を定数で表しているのは，目的関数を適正電圧限界の境界点において連続と
ならないようにするためである。目的関数が境界点で連続となる場合，わずかな電圧逸脱を犠牲
にして，他配電線地点の電圧余裕の拡大を優先してしまうことが考えられるためである。 
［目的関数］ 
       xxx EDF
Time
t
Node
j
Phase
k

  

1 1 1
 → 最小化 .............................................................. (3.7) 
（制御パラメータベクトル） 
  T
REFREFREFMAXMAXMINMIN
VXRVIVI
  x  ....................................................... (3.8) 
（電圧目標値誤差） 
         2,,2,, jtjkjtjk VVVVDV  xxx  ................................................................................. (3.9) 
（電圧違反ペナルティ） 
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 ............................................................................................ (3.10) 
［制約条件］ 
（LRT 制御パラメータ制約） 
MAXMIN II   .................................................................................................................................. (3.12) 
MAXMIN VV   .................................................................................................................................. (3.13) 
ただし，F (x)：目的関数，DV (x)：電圧目標値誤差，EV (x)：電圧逸脱ペナルティ項，α：電圧
逸脱ペナルティ係数，x：電圧制御器の制御パラメータベクトル，I MIN：LRT のバンク電流に関す
る下側整定値，I MAX：LRT のバンク電流に関する上側整定値，V MIN：LRT の送出し電圧に関する
下側整定値，V MAX：LRT の送出し電圧に関する上側整定値，Z REF：SVR の負荷中心点インピーダ
ンスに関する整定値，V REF：SVR の負荷中心点電圧に関する整定値，V k,j,t：観測点 j での時間断
面 t における k 相線間電圧， jV ：観測点 j での適正電圧の下限値，
jV ：観測点 j での適正電圧の
上限値，I k,j,t：観測点 j での時間断面 t における k 相線路電流， jI ：観測点 j での線路電流の下
限値， jI ：観測点 j での線路電流の上限値，Time ：評価断面の総数（ t ∈Time ），Node：観測
点の総数（ j ∈Node ），Phase：観測点の総数（ p ∈Phase ） 
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3.3.2 最適化手法 PSO に基づいた整定手法 
(1) 解法の方針 
定式化で示したように，電圧制御器の最適制御パラメータ決定問題とは，多数存在する制御パ
ラメータの中から目的関数値が最小となる制御パラメータの組み合わせを決定する問題である。
現在進められているセンサ開閉器の面的な導入は，配電線の電圧・電流データの統計的管理を可
能にし，各配電線の負荷特性および電圧・電流特性が明らかになると考えられる。その一方で，
近年のコンピュータの計算能力の向上により，実用的な時間内に計算できる量が飛躍的に増加し
ており，潮流計算などの解析ツールにセンサ開閉器から得られる計測データを活用することで，
様々な系統状態の評価や機器設計を高精度で行うことが可能となっている。 
しかしながら，組合せ最適化問題における NP 問題に代表されるように，大規模組合せ最適化
問題や連続変数の大域的最適化問題の厳密的な最適解を求めることは，今後の飛躍的なコンピュ
ータ能力の向上を踏まえても極めて困難である。本研究で対象とする「電圧制御器の最適制御パ
ラメータ決定問題」は，配電系統に設置される電圧制御器の台数によって指数関数的に増大する
ため，そのすべての組み合わせに対して目的関数による評価を行うには莫大な計算時間を必要と
し，実用時間内に最適な制御パラメータを決定することは，ほぼ不可能に近い。現在用いられて
いる電圧制御器 1 台の制御パラメータの組み合わせは，LRT で 9.0×1010 通りあり，SVR で約 5.8
×10４通りある。例えば，2.1.3 節で示したケースでは，1 台の LRT と 1 台の SVR の場合の制御パ
ラメータの組み合わせは，およそ 5.2×1015 通りとなり，1 台の LRT と 2 台の SVR の場合の制御
パラメータの組み合わせは，およそ 3.0×1020通りとなる。近年，このような大規模で複雑な最適
化問題に対する有効な手段として，メタヒューリスティクスと呼ばれる最適化手法が注目されて
いる。メタヒューリスティクスは，単純なルールや発見的手法を反復的に用いることにより，解
を効率よく求めることができるため，これまでに多くの工学分野における問題に適用されている
[7]-[13]。その代表的な手法として，Simulated Annealing（SA），Genetic Algorithm（GA），Tabu Search
（TS），Particle Swarm Optimization（PSO）などが挙げられる。 
本研究では，アルゴリズムが非常にシンプルで，設定するパラメータ数も尐なく，連続型変数
だけでなく離散型変数を含む問題にも容易に適用可能なPSOを用いる[11]。PSOの適用にあたって，
LRT の 4 つの制御パラメータ（IMIN, VMIN, IMAX, VMAX ）と SVR の 3 つの制御パラメータ（RSVR, XSVR, 
VSVR）を要素としたベクトル変数を各エージェントの位置情報（位置ベクトル）に割り当て，目
的関数に従って最適化計算を行うことで，膨大な制御パラメータ候補の中から効率的に有効な制
御パラメータの組み合わせを探索することが期待できる。 
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(2) 問題の解法 
問題の解法は，図 3.6 に示すフローチャートに従って，以下のような手順をとる。また，PSO
による最適整定値探索のイメージを図に示す。 
STEP 1: 初期設定 
当該配電系統の情報を読み込み，探索エージェント数 n ，最大探索回数 kMAX を設定し，探
索回数に k = 0 を与える。 
STEP 2: 探索範囲の設定 
効率的な探索のために，計測データを基に探索範囲を縮小する。 
STEP 3: 初期制御パラメータの生成 
すべてのエージェント（ i =1, 2, 3, …, n ）に対して，初期（探索回数 k = 0）の制御パラメ
ータベクトル x i
(0)の各要素（IMIN , VMIN , IMAX , VMAX , RREF , XREF ,VREF ,…）をランダム値で与える。 
                  T
iREFiREFiREFiMAXiMAXiMINiMINi
VXRVIVI
  00000000 x  ........................ (3.14) 
STEP 4: 潮流計算による電圧分布計算 
各エージェントの制御パラメータベクトル x i
(k) を用いて，すべての時間断面に対して三相
繰返し潮流計算を実行し，配電系統の電圧分布を算出する。 
STEP 5: 目的関数による制御パラメータの評価 
算出した電圧分布を基に目的関数値 F (x i
(k)
)を求め，各エージェントの制御パラメータベク
トル x i
(k) を評価する。 
STEP 6: 優良な制御パラメータの保存 
エージェント i の制御パラメータベクトルの目的関数値 F (x i
(k)
)が，当該エージェントの最
良解 pbest i の目的関数値 F (pbest i )より小さいならば，制御パラメータベクトル x i
(k) の各要
素を pbest iに格納する。さらに，エージェント全体の最良解 gbest の目的関数値 F (gbest)よ
り小さいならば，制御パラメータベクトル x i
(k) の各要素を gbest に格納する。 
STEP 7: 制御パラメータの更新 
(2-12)式～(2-14)式に基づき，各エージェントの制御パラメータベクトルの各要素（IMIN , 
VMIN , IMAX , VMAX , RREF , XREF , VREF , …）を更新する。 
STEP 8: 終了判定 
探索回数 k が最大探索回数未満ならば，k =k +1 とし，STEP 4 へ戻る。 
最大探索回数に達したならば，エージェント全体の最良解 gbest の各要素（IMIN , VMIN , IMAX , 
VMAX , RREF , XREF ,VREF ,…）を最適な制御パラメータとして決定し，計算を終了する。 
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電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータの初期値をランダムに
エージェント数分だけ生成
x i (k =0) = [ IMIN , IMAX , VMIN , VMAX , ZREF , VREF , … ] （i = 1, 2, …, n ）
PSOの探索パラメータの設定
（エージェント数： n ，最大探索回数：kMAX，重み係数：wMIN, wMAX, w2, w3 ）
探索回数： k = 0 （k∈kMAX ）
エージェント番号： i = 0 （i∈n ）
k = kMAX k = k +1
END
i = n 
F(x i) ≧ F(pbest i)F(pbest i) ← F(x i)
F(x i) ≧ F(gbest)F(gbest) ← F(x i)
i = i +1
時間断面番号： t = 0 （t∈T ）
三相潮流計算による時間断面 t の電圧分布計算
t = T 
No 
目的関数値 F(x i) の算出
t = t +1
Yes 
No 
Yes 
No 
Yes 
PSOに基づく電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータの更新
x i (k+1) = x i (k) + v i (k+1) 
v i (k+1) = w1・ v i (k) + w2・rand()・( pbest i - x i (k) ) + w3・ rand()・( gbest - x i (k) ) 
No 
Yes 
No 
Yes 
目的関数値が最小となる制御パラメータベクトルgbestの各要素を
電圧制御器（LRT, SVR）の最適制御パラメータとして決定
gbest = [ IMIN , IMAX , VMIN , VMAX , ZREF , VREF , … ] 
START
制御パラメータの評価
優良な制御パラメータの保存
pbest i← x i
gbest ← x i
 
図 3.6 電圧制御器（LRT, SVR）の最適制御パラメータ算定フローチャート 
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3.4 モデル系統での評価 
本 3.4 節では，前節で提案した電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータ決定手法の妥当性を，
モデル系統を用いた計算機シミュレーションによって検証する。具体的には，まず，LRT と SVR
が 1 台ずつ設置された配電系統モデル化を構築する。次に，構築した配電系統モデル上で電圧制
御器（LRT, SVR）の制御パラメータを算定し，提案手法に基づいて電圧制御器を整定することで
分散型電源が連系された配電系統に対しても電圧適正化が達成できることを示す。さらに，電圧
制御器（LRT, SVR）の不感帯幅を変数として，タップ切替回数の評価値と電圧分布の評価値に対
するパレート最適解を抽出し，タップ切替回数と電圧余裕の関係がトレードオフであること，パ
レート最適解の概念を用いることで電圧制御器の不感帯幅を容易に決定できるようになることを
示す。最後に，負荷や分散型電源の増加に対して，提案手法がどの程度まで適用できるのかを把
握する。 
3.4.1 シミュレーション条件 
(1) 条件設定 
本シミュレーションの目的は，提案手法を現状の配電系統に適用した場合の電圧改善効果を確
認すること，および提案手法が負荷や分散型電源の増加に対してどの程度まで適用できるのかを
確認することである。なお，表 3.1 に示される 4 つの組み合わせに対して，電圧制御器の制御パ
ラメータと不感帯幅を決定する。 
・ 系統構成 ：樹枝状フィーダ（2 本），LRT（1 台），SVR（1 台），負荷（12 個） 
・ 対象地域 ：工業地域，住宅地域 
・ 負荷条件 ：重負荷期（快晴時） 
・ 分散型電源 ：住宅用 PV 
・ 分散型電源の分布：フィーダ均等分布 
表 3.1 モデル系統の組み合わせ 
ケース フィーダ A（短亘長） フィーダ B（長亘長） 
１ 工業地域，PV なし 工業地域，PV なし 
２ 工業地域，PV なし 住宅地域，PV なし 
３ 工業地域，PV なし 住宅地域，PV あり 
４ 住宅地域，PV あり 住宅地域，PV あり 
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(2) ネットワークモデル 
図 3.7，表 3.2 に，配電系統モデルのグラフモデルと設定値をそれぞれ示す。配電系統モデルは，
わが国において標準的である 3 分割 3 連系方式の配電系統を基に，配電用変電所以下 2 フィーダ
をモデル化した。各フィーダは，区分開閉器により 3 つの配電区間に分けられ，各配電区間には
4 個の三相負荷が接続されている。ただし，配電系統モデルは，高圧系統（6.6kV）のみで構成さ
れ，高圧配電線に分散して分布する低圧需要家と高圧需要家は，配電線区間末端への集中負荷（ノ
ード負荷）として模擬している。また，簡単化のため，送出し電圧・線路インピーダンス・負荷
電力は三相回路で平衡とし，各ノードにおける柱上変圧器のタップ位置はすべて 6600V タップと
している。 
0 1 2 
3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
14 
15 
16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 
28 
LRT 
ブランチ
(21 taps) 
スラック
ノード
(6600V) 
13 
26 
27 
SVR 
ブランチ
(21 taps) 
：負荷接続ノード（第１配電区間）
：負荷接続ノード（第２配電区間）
：負荷接続ノード（第３配電区間）  
図 3.7 配電系統モデル 
 
表 3.2 配電系統モデルに関する設定値 
項目 設定値 
配電用変圧器容量 10 [MVA]  
基準電圧（＝スラックノード電圧）  6600 [V]  
適正電圧範囲 
柱上変圧器タップ：6750 V 6621 [V] ～ 6879 [V]  
柱上変圧器タップ：6600 V 6474 [V] ～ 6726 [V]  
柱上変圧器タップ：6450 V 6327 [V] ～ 6573 [V]  
LRT 
タップ数 21  
タップ電圧 30 [V]  
電圧制御範囲 6300 [V] ～ 6900[V]  
SVR 
タップ数 21  
タップ電圧 30 [V]  
電圧制御範囲 6300 [V] ～ 6900[V]  
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(3) 負荷モデル・分散型電源モデル 
配電線に分布する負荷および分散型電源は、ノード集中型の定電力負荷（分散型電源はマイナ
スの負荷）としてモデル化した。各ノードにおける負荷電力および分散型電源出力のピーク値は
単相で 50ｋW とし，1 フィーダあたり 1800kW（50kW×3 相×12 ノード）となっている。 
負荷電力の時系列データについては，センサ内蔵開閉器の導入によって翌日や週間（平日・休
日）の日負荷特性がある程度の精度で把握できるものと考え，24 時間プロファイル（24 断面）を
用いることとした。図 3.8(a)に，各ノード負荷の日負荷曲線を示す。日負荷曲線は，ある配電用変
電所において実際に計測された電圧・電流データを基に作成した。ただし，配電系統において個々
の需要家の各時間帯における負荷電力量は把握されておらず，各需要家の詳細な負荷特性を入手
することは非常に困難であるため，本検討では，同一フィーダに分布するすべての需要家の負荷
特性は同じであると仮定した。 
分散型電源については住宅用 PV を想定し，図 3.8(b)に示されるような発電出力（出力力率＝1.0）
を配電線に逆潮流させるものとした。なお，分散型電源出力プロファイルの時間断面数は，負荷
電力と同様に 24 断面としている。 
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(a) 各ノード負荷（単相）の日負荷曲線 
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(b) 分散型電源出力のプロファイル 
図 3.8 負荷電力と分散型電源出力のプロファイル 
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3.4.2 電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータの算定結果 
本節では，3.2 節で提案した LRT と SVR の最適制御パラメータ決定手法（以下，提案手法と呼
ぶ）の妥当性を検証するために，配電系統モデル（LRT：1 台，SVR：1 台）上で提案手法を用い
て最適制御パラメータを決定し，電圧プロファイルの適正化を行う。なお，制御パラメータの決
定は，表 3.1 に示される 4 つの組み合わせに対してそれぞれ実施する。 
表 3.3 に，各ケースにおける LRT と SVR の各制御パラメータ値および目的関数値を示す。目的
関数値はすべてのケースにおいて小さく，有効な制御パラメータが得られていると考えられる。
参考までに，探索過程における最良解 gbest の目的関数値の推移を図 3.9 に示す。図より，どのケ
ースにおいても探索回数が増加するにつれて目的関数値が急激に減尐しており，PSO に基づいた
提案手法により制御パラメータを効率的に探索できていることがわかる。 
次に，提案手法で得られた制御パラメータの妥当性を確認するために，図 3.10 に各ケースにお
ける電圧分布を，図 3.11 に各ケースにおける LRT と SVR のタップ動作プロファイルをそれぞれ
示す。図 3.10 より，すべてのノード電圧が 24 時間にわたって適正範囲に収まっていること，LRT
と SVR のタップ制御によって各ノードの電圧変動幅がある程度平均化されていることがわかる。 
また，フィーダ間で電圧分布に偏りが生じる場合（ケース２，ケース３）においても，LRT と
SVR が適正に動作していることがわかる。 
以上より，提案手法により LRT および SVR の制御パラメータを決定することで，当該配電系
統における電圧逸脱の最小化および電圧余裕の最大化が期待できることを把握した。なお，計算
時間は 20 分程度であった。（ただし，最大探索回数：100 回，エージェント数：20 個，評価断面
数：24，CPU：Inter® Core 2 Duo® 3.16GHz ，メモリ：2.0GB ） 
 
表 3.3 LRT と SVR の整定結果 
項目 ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ 
LRT 
IMIN 150 [A]  215 [A]  125 [A]  141 [A]  
IMAX 235 [A]  297 [A]  233 [A]  233 [A]  
VMIN 6642 [V]  6594 [V]  6643 [V]  6535 [V]  
VMAX 6727 [V]  6754 [V]  6754 [V]  6702 [V]  
SVR 
RSVR 6.0 [%]  5.0 [%]  6.0 [%]  7.0 [%]  
XSVR 19.0 [%]  23.0 [%]  14.0 [%]  7.0 [%]  
VSVR 6610 [V]  6628 [V]  6604 [V]  6590 [V]  
目的関数値 0.06762 0.07928 0.10239 0.06331 
 
89 
 
0.00 
0.02 
0.04 
0.06 
0.08 
0.10 
0.12 
0.14 
0.16 
0.18 
0.20 
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100
O
bj
ec
ti
ve
 F
un
c
ti
on
: F
gb
es
t
探索回数  
(a) ケース１ 
0.00 
0.02 
0.04 
0.06 
0.08 
0.10 
0.12 
0.14 
0.16 
0.18 
0.20 
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100
O
bj
ec
ti
ve
 F
un
c
ti
on
: F
gb
es
t
探索回数  
(b) ケース２ 
0.00 
0.02 
0.04 
0.06 
0.08 
0.10 
0.12 
0.14 
0.16 
0.18 
0.20 
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100
O
bj
ec
ti
ve
 F
un
c
ti
on
: F
gb
es
t
探索回数  
(c) ケース３ 
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(d) ケース４ 
図 3.9 探索過程における最良解 gbest の目的関数値の推移 
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(d) ケース４ 
図 3.10 各ノードにおける電圧分布 
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(d) ケース４ 
図 3.11  LRT と SVR のタップ動作プロファイル 
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3.4.3 分散型電源の増加に対する適用限界の把握 
本節では，分散型電源（PV）の増加に対して提案手法がどの程度有効なのかを検証するために，
各 PV 導入形態に対する PV の導入限界容量を算定する。また，PV の増加に対して制御パラメー
タを固定した場合と再整定した場合の比較を行う。具体的には，以下に示す３つのシナリオに従
って PV 出力を増加させていき，フィーダ容量（3000kW）に対する PV の限界容量を算定し，初
期制御パラメータの限界容量と制御パラメータを更新していった場合の限界容量を比較する。な
お，評価の対象とするモデル系統については，表 3.1 のケース１を用いることとする。 
シナリオ１： フィーダ A，B のすべての地点に PV を均等配置し，フィーダ容量比 0％から 100%
まで 10%刻みで増加させていく。（最大 6000 kW, 100%） 
シナリオ２： フィーダ A のすべての地点に PV を均等配置し，フィーダ容量比 0％から 100%
まで 10%刻みで増加させていく。（最大 3000 kW, 50%） 
シナリオ３： フィーダ B のすべての地点に PV を均等配置し，フィーダ容量比 0％から 100%
まで 10%刻みで増加させていく。（最大 3000 kW, 50%）） 
図 3.12 に，各シナリオにおける PV の限界容量を示す。PV の導入拡大に対して，提案手法を用
いて電圧制御器の整定を行うことで，導入限界容量を増加できることがわかる。シナリオ１のよ
うに，すべてのフィーダに均等に PV の導入が進められる場合には，フィーダ容量の 90%まで導
入可能であることがわかる。一方，シナリオ２およびシナリオ３のように，あるフィーダに偏っ
て PV が導入された場合には導入限界容量は大幅に減尐する。今回のシミュレーションでは，フ
ィーダ A（住宅地域）に導入した場合には 30%まで，フィーダ B（工業地域）に導入した場合に
は 40%まで導入可能である結果が得られた。なお，フィーダ B の導入限界量がフィーダ A より大
きくなっているのは，フィーダ B には SVR が設置されており，PV 出力による電圧上昇を補償で
きるためである。 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
Scenario 1 Scenario 2 Scenario 3
A
cc
e
p
ta
b
le
 c
ap
ac
it
y 
o
f D
G
 [
%
] 初期整定値 整定値更新
 
図 3.12 各シナリオにおける PV の限界容量 
93 
 
3.5 電圧制御器（LRT, SVR）の不感帯幅の調整によるタップ切替回数の低減 
前節までにおいて，電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータを決定する手法を提案し，配電
系統モデル上でその妥当性を検証した。ただし，不感帯幅については固定値として整定の対象外
とした。一般に，不感帯幅に対して「タップ切替回数の抑制」と「電圧余裕の確保」はトレード
オフの関係があり，電圧余裕を十分に確保しつつ，タップ切替操作が頻繁に生じないように適切
に不感帯幅を決定する必要がある。このことは，電圧制御器の不感帯幅を適切に調整することで，
適正電圧を維持しつつ，タップ切替回数を低減して長寿命化を達成できることを意味している。
しかしながら，電圧制御器の不感帯幅は運用者の経験や過去の運用値を基に決定されてきたこと，
論文等においても不感帯の評価および決定方法に関する記述は尐ないことから，電圧制御器の不
感帯幅を定量的に評価して決定する手法は確立されていないと言える。 
そこで，本節では，タップ切替回数と電圧分布に基づいて電圧制御器（LRT, SVR）の不感帯幅
の組み合わせを決定する手法を提案し，提案手法に基づいた不感帯幅の調整によるタップ切替回
数の低減効果を評価する。不感帯幅を決定するアルゴリズムは，パレート最適解の概念に基づく
ものである。以下では，パレート最適化による電圧制御器の不感帯幅の評価ロジックを説明し，
配電系統モデル上でのシミュレーション結果を示す。シミュレーションを通して，電圧制御器の
不感帯幅に対するタップ切替回数と電圧変動幅の特徴把握を行うと共に，パレート最適解により
配電系統運用者が電圧制御器の不感帯幅を容易に決定できることを示す。 
3.5.1 パレート最適化による電圧制御器の不感帯幅の評価ロジック 
(1) 電圧制御器（LRT, SVR）の不感帯幅とタップ切替回数 
一日における電圧制御器のタップ切替回数は，LRT や SVR の長寿命化の観点から，できるだけ
尐なくすることが望まれる。一般に，不感帯幅に対して「タップ切替回数の抑制」と「電圧余裕
の確保」はトレードオフの関係にあるため，電圧余裕を十分に確保しつつ，タップ切替操作が頻
繁に生じないように適切に不感帯幅を決定する必要がある。これまで，LRT や SVR の不感帯幅は
これまで運用者の経験や過去の運用値を基に決定されており，その妥当性は明確でない。また，
論文等においても不感帯の評価および決定方法に関する記述は尐ない。 
(2) 問題の定式化 
本研究では，電圧制御器（LRT, SVR）の不感帯幅は，適正電圧の維持が可能な範囲内で，一日
のタップ切替回数をできるだけ尐なくすること，電圧余裕をできるだけ多く確保することを目的
として決定される。したがって，電圧制御器の最適な不感帯幅を決定する問題（これを，最適不
感帯幅決定問題と呼ぶ）は，各電圧制御器の不感帯幅を状態変数として，タップ切替回数と平均
電圧目標値誤差の重み付け和を最小化する問題として定義することができる。以下に，最適不感
帯幅決定問題の定式化を示す。 
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［目的関数］ 
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VVV
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
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xx  ............................................................ (3.18) 
［制約条件］ 
（系統電圧制約） 
nt,nn VVV   ......................................................................................................................... (3.19) 
ただし，x：状態変数（電圧制御器の不感帯パラメータベクトル），F(x)：目的関数，F1(x)：電
圧制御器（LRT と SVR）のタップ切替回数の総和，F2(x)：平均電圧目標値誤差，w：重み係数，
εLRT,εSVR：LRT および SVR の不感帯幅，cm,p,t：時間断面 t における電圧制御器 m のタップ位置 p
への接続状態（0：無接続，1：接続），V n,t：観測点 n での時間断面 t における線間電圧， nn VV , ：
観測点 n での適正電圧の下限値および上限値，I n,t：観測点 n での時間断面 t における線路電流，
nn II , ：観測点 n での線路電流の下限値および上限値，T：評価断面の総数（ t ∈T ），N：観測点
の総数（ n ∈N ），M：電圧制御器の総数（ m∈M ）   
(3) 問題の解法 
定式化で示したように，タップ切替回数と平均電圧目標値誤差という異なる物理量を同時に最
適化することを目的としている。しかしながら，タップ切替回数と平均電圧目標値誤差の間には
トレードオフの関係があり，双方をともに最小化することは不可能である。したがって，本研究
で取り扱う最適不感帯幅決定問題は，唯一の最適解を持たず，優劣をつけられない解の集合であ
るパレート最適解が存在する多目的最適化問題となる。解法の方針は，適正電圧の維持が可能で
ある LRT と SVR の不感帯幅のすべての組み合わせに対して，対象時間断面におけるタップ切替
回数と平均電圧目標値誤差を算出し，それら 2 つの評価項目からパレート最適解を得る。ただし，
複数のパレート最適解が得られるため，配電系統運用者はその中から自身の目的に沿った不感帯
幅の組み合わせを決定する必要がある。本研究では，タップ重視型（w=1）と電圧余裕重視型（w=0）
の 2 パターンをそれぞれ算出し，比較評価を行う。 
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図 3.13 パレート最適解のイメージ図 
 
以下に，パレート最適解の概念に基づいた LRT と SVR の最適不感帯幅の決定手順を示す。 
STEP 1 ：系統データの設定 
対象となる配電系統の構成データ，および電圧・電流データを読み込む。 
STEP 2 ：最適制御パラメータの設定 
電圧制御器 m の不感帯幅を最小値にして状態で最適化された制御パラメータを設定する。 
STEP 3 ：対象とする電圧制御器の不感帯幅の組み合わせ候補の生成 
評価する電圧制御器 m の不感帯幅の上下限値（ mm , ）および整定刻み幅 m を設定し，それ
らを基に不感帯幅の組み合わせをすべて列挙する。 
STEP 4 ：三相潮流計算による電圧分布計算 
各不感帯幅の組み合わせ候補を用いて三相潮流計算を実行し，電圧制御器のタップ切替回数と
電圧プロファイルを算出する。 
STEP 5 ：目的関数による不感帯幅の評価 
算出した電圧制御器のタップ切替回数と電圧プロファイルを基に，タップ切替回数の総和 F1 (x 
i)と平均電圧目標値誤差 F2 (x i)を算出する。 
STEP 7 ：パレート最適解の抽出 
ある組み合わせ候補 x*（∈X）に対して，F1 (x)≦F1 (x*)であり，かつ，F2 (x)≦F2 (x*)となるよ
うな組み合わせ候補 x（∈X）が存在しないとき，組み合わせ候補 x*をパレート最適解として格納
する。 
STEP 8 ：最適不感帯幅の決定 
パレート最適解の中から，運用者のニーズに合った電圧制御器の不感帯幅の組み合わせを最適
解として決定し，計算を終了する。最適解の決定方法としては，(1) タップ切替回数の最小化，(2) 
電圧目標値誤差の最小化，(3) ノルムの最小化，などが考えられる。 
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図 3.14 電圧分布の改善とタップ切替回数の抑制を考慮した 
電圧制御器（LRT, SVR）の整定イメージ 
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3.5.2 モデル系統での評価 
ここでは，配電系統モデルに提案手法を適用し，タップ切替回数の総和と平均電圧目標値誤差
の 2 つの評価項目からパレート最適解を算出する。さらに，タップ切替回数の抑制を重視した場
合（w=1）と電圧変動の抑制を重視した場合（w=0）の 2 パターンについて比較評価を行う。なお，
不感帯幅の決定は，表 3.1 に示される 4 つの評価ケースに対してそれぞれ実施した。 
表 3.4 に，各ケースにおける LRT と SVR の不感帯幅および各評価値を示す。なお，表 3.4(a)は
タップ切替回数の抑制を重視した場合，表 3.4(b)は電圧変動の抑制を重視した場合の結果を示して
いる。表 3.4(a)と表 3.4(b)の比較により、タップ切替回数の抑制を重視した場合は LRT と SVR の
不感帯幅は広く、電圧変動の抑制を重視した場合は LRT と SVR の不感帯幅は狭く設定されるこ
とがわかる。つまり，不感帯幅の拡大とともに，タップ切替回数は減尐し，配電線の電圧変動は
増加する傾向にある。参考までに，各ケースにおける LRT と SVR の不感帯幅のパレート最適解
を図 3.15 に示す。図 3.15 より，タップ切替回数と電圧目標値誤差に対して複数のパレート最適解
が算出されていることが見てとれる。次に，タップ切替回数の抑制を重視した場合と電圧変動の
抑制を重視した場合の比較評価を行うために，各ケースにおける電圧分布を図 3.16 および図 3.17
に，各ケースにおける LRT と SVR のタップ動作プロファイルを図 3.18 および図 3.19 にそれぞれ
示す。これらの図からも，不感帯幅に対して「タップ切替回数の抑制」と「電圧変動の抑制」の
間にトレードオフの関係があることがわかる。また，図 3.16，図 3.17 より，すべてのノード電圧
が 24 時間にわたって適正範囲に収まっていることがわかる。以上より，パレート最適解の概念を
用いることで，配電系統運用者は一日に想定される LRT と SVR のタップ切替回数と電圧プロフ
ァイルを勘案して，適切に LRT と SVR の不感帯幅を決定できることを把握した。 
 
表 3.4 LRT と SVR の不感帯幅および各評価値 
(a) タップ切替回数の抑制を重視した場合の LRT と SVR の不感帯幅 
項目 ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ 
LRT：εLRT 0.8 [%]  0.9 [%]  0.5 [%]  1.1 [%]  
SVR：εSVR 0.5 [%]  1.0 [%]  0.8 [%]  1.4 [%]  
平均電圧目標値誤差 25.708 [V] 35.204 [V] 35.520 [V]  31.632 [V] 
合計タップ切替回数 11  4  20  6  
(b) 電圧変動の抑制を重視した場合の LRT と SVR の不感帯幅 
項目 ケース１ ケース２ ケース３ ケース４ 
LRT：εLRT 0.6 [%]  0.3 [%]  0.5 [%]  1.1 [%]  
SVR：εSVR 0.3 [%]  0.3 [%]  0.4 [%]  0.3 [%]  
平均電圧目標値誤差 24.641 [V] 27.162 [V] 32.112 [V]  20.118 [V] 
合計タップ切替回数 15  18  24  19  
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(b) ケース２ 
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(b) ケース３ 
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(d) ケース４ 
図 3.15  LRT と SVR の不感帯幅のパレート最適解 
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図 3.16 ケース２における電圧分布（タップ切替を重視：0.9%，1.0%） 
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図 3.18 ケース２における電圧分布（タップ重視：0.9%，1.0%） 
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図 3.19 ケース２における電圧分布（電圧余裕重視：0.3%，0.3%） 
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3.6 本章のまとめ 
本章では，センサ開閉器から得られる系統情報を活用して，既設の電圧制御器（LRT, SVR）の
最適整定を行い，分散型電源が連系された配電系統における適正電圧の維持を図った。 
まず，配電系統の電圧分布の改善を目的として，LRT と SVR の制御パラメータを決定する手法
を提案した。提案手法には，非線形最適化手法の一つである PSO を用い，最適制御パラメータの
効率的な探索を可能にした。LRT と SVR が 1 台設置された配電系統モデルに提案手法を適用し，
提案手法の妥当性について検証を行った。 
次に，タップ切替回数を抑制して LRT と SVR の長寿命化を図ることを目的として，タップ切
替回数と電圧プロファイルに基づいた LRT と SVR の不感帯幅決定方法について提案し，その妥
当性をシミュレーションにより検証した。手法の概要は，計算時間の増加や解精度の低下を防止
するために，制御パラメータの決定と不感帯幅の決定をそれぞれ別々の最適化問題として定義し，
まず制御パラメータ決定問題を最適化手法 PSO に基づく手法によって解き，次に決定した制御パ
ラメータを用いて不感帯幅決定問題をパレート最適化に基づいて解くものである。 
以下に，各検討事項において明らかになったことを記す。 
① LRT と SVR の制御パラメータ決定シミュレーション 
・ 負荷特性の違いや分散型電源の導入によって各フィーダの電圧分布に偏りが生じた配電系
統でも，提案手法を用いることで有効な制御パラメータを効率的に決定できる。 
・ 分散型電源の連系に対しては，最大出力時と解列時を考慮して電圧分布を算出し，LRT お
よび SVR 制御パラメータの評価を行うことで対応できることを確認した。 
・ 分散型電源の増加に対しても，制御パラメータを再整定することにより，追加的な設備投
資をすることなく，適正電圧の維持が可能である。ただし，あるフィーダに偏って PV が導
入された場合には，LDC 方式の電圧制御では対応できなくなり，導入限界容量は大幅に減
尐する。 
② LRT と SVR の不感帯幅決定シミュレーション 
・ LRT と SVR の不感帯幅をタップ切替回数の総数と電圧の平均目標値誤差の面から評価し，
不感帯幅のパレート最適解を抽出することで，運用者のニーズに合った不感帯幅を決定す
ることができる。 
・ LRT と SVR の不感帯幅に対して，「タップ切替回数の抑制」と「電圧変動の抑制」の間に
トレードオフの関係が確認された。 
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第４章 
集中型電圧制御システムの適用による電圧管理の高度化 
 
4.1 本章の概要 
前章では，LDC 方式による自律分散制御の電圧維持能力向上を目的として，センサ開閉器情報
を活用した電圧制御器（LRT, SVR）の最適整定を行った。非線形最適化手法 PSO を用いて配電系
統に設置されている LRT と複数台の SVR を一括して整定する手法を提案し，配電系統モデル上
でのシミュレーションを通して電圧制御能力の向上と分散型電源の連系可能容量の拡大を確認し
た。しかしながら，前章で提案した手法は，センサ開閉器情報などの統計データを基に翌月もし
くは翌日の系統状態を推定し，電圧制御器のパラメータ最適化を行う計画手法（Planning）である
ため，自律分散制御（自端制御）の電圧維持能力を最大化するものではあるが，系統状態の不確
実性に十分に対応できるものではない。また，複数の系統制御機器を設置した場合，相互干渉に
より動作が不安定になることも考えられる。したがって，自律分散制御では，想定外の需要変化
や分散型電源の出力変動，あるいは配電線事故が発生した場合に，配電系統全体に渡って電圧を
適正範囲に収めることが困難となることが想定される。 
この課題に対応するためには，センサ開閉器情報をリアルタイムの電圧制御に活用する必要が
ある。リアルタイムの監視・制御には，通信系や制御系に高い信頼度が要求されるため，追加的
な設備コストが必要となるが，既に配電系統では配電自動化や光通信網の整備が進められており，
センサ開閉器情報を活用した中央集中的な電圧管理システムの構築も実現可能な域に達している
と言える。配電系統における集中型電圧制御の適用に関して，どのデータを用いてどのように制
御すれば系統電圧を適正に管理できるのかといった検討が重要となる。集中型電圧制御方式とし
ては，最適潮流計算による手法がこれまでに提案されている[1]-[4]が，繰返し潮流計算を行うため
に制御量の演算に時間がかかることや，設備構成の変更や系統事故といった想定外の系統状態の
変化に十分に対応できない可能性があるといった問題が存在する。したがって，計算負荷が小さ
く系統状態の変化にも柔軟に対応できる，ロバストな集中型電圧制御方式を確立する必要がある。 
本章では，センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御方式を提案し，配電系統アナログシミ
ュレータを用いてその妥当性を検証する。さらに，無効電力補償器（SVC）との協調制御，ルー
プ配電系統への適用に関して検討を行い，提案する集中型電圧制御方式の有用性を確認する。 
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4.2 電圧制御器（LRT, SVR）の集中制御方式 
ここでは，センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御方式を提案し，LRT と SVR を集中的に
制御することで，分散型電源が大量導入された場合でも適正電圧を維持できることを示す。 
4.2.1 センサ開閉器情報を活用した集中型電圧制御システムの概要 
図 4.1 に，本研究で提案する集中型電圧制御の枠組みを示す。配電系統の各地点に設置された
センサ開閉器から通信ネットワークを介して電圧・電流情報を集約する。集中制御装置は，集約
した電圧データを基に，配電系統の電圧分布が全体として電圧目標値に近付くように電圧制御器
（LRT, SVR）にタップ指令を与える。その制御方式は，従来手法である LDC 方式を拡張したも
ので，多地点の電圧情報から評価基準となる電圧値（最大値と最小値の平均）を算出し，制御目
標値を中心とする不感帯からの逸脱量の積分値が閾値を超過した場合に，電圧制御器（LRT, SVR）
のタップを制御して系統電圧の適正化を図るものである。 
なお，提案する集中型電圧制御システムでは，集中制御の対象は LRT と SVR のみとし，分散
型電源や無効電力補償器（SVC）は自端電圧に基づいて制御するものとする。以降では，分散型
電源の制御方式には，太陽光発電システムのパワーコンディショナに一般的に適用されている力
率制御方式を適用し，自端電圧が電圧閾値を逸脱した場合には出力力率が低下（有効電力が抑制
され，無効電力が発生）して電圧上昇の抑制が行われる。SVC の制御方式については，電圧変動
を補償する制御と電圧逸脱を解消する制御を組み合わせたハイブリッド方式であり，4.3.3 節にお
いて詳しく述べる。 
LRT
SVR
SVC
集中制御
装置
V,I V,I V,I V,I
V,I V,I V,I V,I
5sec～10sec 周期
電圧データ取得
制御量演算
電圧逸脱判定
制御指令
 
図 4.1 想定する集中型電圧制御システムの概要 
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4.2.2 電圧制御器（LRT, SVR）の制御ロジック 
上述したように，提案する集中制御方式では，多地点の電圧情報から評価基準となる電圧値（最
大値と最小値の平均）を算出し，制御目標値を中心とする不感帯からの逸脱量の積分値が閾値を
超過した場合に，電圧目標値に近付ける方向に電圧制御器（LRT, SVR）のタップを制御して系統
電圧の適正化を図る。以下に，LRT のタップ切替制御について説明する。 
まず，同一バンク内のセンサ開閉器 n（=1,2,…,N）からの計測情報 V(n)に基づき，各計測電圧と
基準電圧との偏差⊿V の最大値と最小値を求め，それらの平均値 F を算出する。 
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ここで，基準電圧 VREFは，各配電線における適正電圧範囲の中心値とする。また，電圧逸脱時
には，基準電圧との偏差⊿V に逸脱ペナルティ E を加算する。 
次に，電圧偏差の平均値 F の制御不感帯 ε からの逸脱量を時間について積分し，不感帯逸脱積
分値 D がある基準値 DREF に達した場合に，以下のようにタップ切替指令⊿Tap を与えてタップを
Line voltage 
VREF
VMAX
VMIN
SW1 SW2 SW3 SW4 SW5 
       
2
minmax nVnV
F NnNn




    dtFFsignD    
D<－DREF ⇒タップ上昇
D>DREF ⇒タップ下降
ΔV1
ΔV2 ΔV3 ΔV4
ΔV5
ΔV1 ΔV3
Line voltage 
Time 
F 
±ε
VMAX
VMIN
VREF
DREF
Tap 
Down 
F 
+ε
VREF
DGDGDG
LRT/SVR
 
図 4.2 LRT/SVR の制御ロジックの概要 
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動作させる。なお，式(5)において，sign(F)は F の符号を表している。 
    %100   dtFFsignD   ....................................................................................... (4.5) 
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4.2.3 配電系統アナログシミュレータへの適用と実験的検証 
本節では，配電系統アナログシミュレータを用いた電圧制御実験により，提案する集中型電圧
制御の有効性を検証する。以下では，実験条件および実験結果について説明する。 
(1) 実験の概要 
配電系統アナログシミュレータを用いた電圧制御実験により，提案する集中型電圧制御の有効
性を検証する。本研究で用いる配電系統アナログシミュレータは，6.6kV の配電系統を 1/30 スケ
ールで縮小模擬した定格 200V の実験設備である。図 4.3 に，その外観を示す。この実験設備は，
電圧制御装置（LRT 装置，SVR 装置），送出し装置，センサ開閉器付き配電線路装置（7 台），単
相 RLC 負荷装置（18 台），三相インバータ装置（7 台），デジタル計測装置（WE7000, dSPACE），
周波数変換装置（CVCF），自動電圧調整器（AVR）から構成されている。また，フリーデザイン
型の実験設備であるため，使用目的に合わせて配電系統の構成，配電線の亘長，負荷・分散型電
源の配置や容量を自由に設定することができる。 
図 4.4 に，実験設備上で構築される計測制御システムを示す。各装置は，計測・制御用ツール
（MATLAB/Simulink/Real-Time Workshop, DSP ボード）を用いて，外部計算機からの制御信号によ
って直接的に制御される。例えば，三相インバータ装置は，有効電力出力と無効電力出力を外部
から制御できるため，負荷変動や分散型電源の出力変動，さらには，SVC の無効電力制御や蓄電
池の充放電を秒オーダーで模擬することができる。また，LRT 装置と SVR 装置は，変圧器部（低
圧用自動電圧調整器 LVR，9 タップ）と制御部から構成され，別途設けた演算部からのタップ制
御信号を受信してタップ位置を変更する。演算部では，センサ開閉器付き配電線路装置や変圧器
部の VT および CT で計測された電圧・電流情報を入力データとして，MATLAB/Simulink 上で制
御量演算や潮流方向判定などを行い，電圧制御装置にタップ制御信号を送信することができる。
したがって，演算部を変更すれば，様々な運用・制御方式を実装することが可能である。 
そこで，本研究では，MATLAB/Simulink 上で集中型電圧制御の制御ブロックを構築し，三相イ
ンバータ装置で負荷変動と分散型電源の出力変動を模擬して電圧変動を発生させ，それを LRT 装
置と SVR 装置で補償するという実験を行う。以下では，実験条件として，実験系統の構成，負荷
モデル・分散型電源モデル，電圧制御装置のパラメータについてそれぞれ示す。 
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送出し電圧制御装置
デジタル計測装置AVR
単相負荷装置(18台)
【実系統】
・基準6,600V
【模擬配電系統】
・基準200V縮小模擬
CVCF
配電線路装置(7台)
PCS(DG,SVC,負荷など)(7台)
プログラム制御用PC
LRT,SVR
 
図 4.3 配電系統アナログシミュレータ 
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Line Device 
with Switch
 
図 4.4 実験設備上で構築される計測制御システム 
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(2) 実験条件 
図 4.12 に，実験系統の構成を示す。本実験では，LRT 装置（1 台），SVR 装置（1 台），センサ
開閉器付き配電線路装置（7 台），単相 RLC 負荷装置（6×3 台），三相インバータ装置（6 台）か
ら構成される。さらに，安定電源を得て実験の再現性を確保するために，LRT 装置の一次側には
周波数変換装置 CVCF を設置した。配電線に連系される分散型電源には太陽光発電（PV）を想定
し，①PV 導入率 0%，②PV 導入率 100%（快晴日），③PV 導入率 100%（曇天時）の 3 ケースを
評価の対象とする。ここで，PV 導入率の定義は以下の通りである。 
PV 導入率 ＝ 合計 PV 出力のピーク値／合計負荷電力のピーク値×100% ............................(4.7) 
図 4.13 に，各地点における負荷電力と PV 出力のプロファイルを示す。負荷電力には住宅地域
と工業地域のプロファイルを，PV 出力には快晴日と曇天日のプロファイルを用いた。各地点にお
いて，負荷電力と PV 出力の合成出力をインバータ装置に指令することで，日間で生じる配電線
の電圧変動を模擬する。また，図 4.12 に示されるように，PV は上側フィーダ（ノード 1, 2, 3）に
集中して連系され，12 時において総負荷と総 PV 出力が等しくなるように設定した。さらに，PV
が連系されている上側フィーダを住宅地域とし，下側フィーダを工業地域とすることで，フィー
ダ間の電圧分布に大きな偏りを持たせている。 
表 4.3 に，その他の実験条件を示す。シミュレーション時間は 2880 秒とし，一日の変化を 48
分で模擬している。系統電圧の適正範囲は，すべての地点において 190 V ～ 210 V とした。した
がって，制御目標電圧 VREF は 200 V と設定される。また，LRT 装置の不感帯幅は±2.0 V，タップ
切替基準値は 40 %･sec とした。電圧逸脱ペナルティについては，LRT 装置が電圧の下限値逸脱を
優先的に解消するように，下限値逸脱ペナルティ係数 αL の絶対値を上限値逸脱ペナルティ係数 αU
よりも大きく設定した。なお，簡単化のため，LRT の一次側電圧，線路インピーダンス値，単相
負荷装置のインピーダンス値，負荷電力および分散型電源出力の指令値は，三相平衡となるよう
に設定した。 
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PV導入区間  
図 4.5 実験系統の構成図（放射状） 
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(a) 負荷電力（Load1 ~ Load6） 
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(b) 分散型電源出力 (PV1 ~ PV3) 
図 4.6 負荷電力と分散型電源（PV）出力のプロファイル 
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表 4.1 実験の基本条件 
 設定値 
実験計測時間 2880 [sec] 
実験系統の定格電圧 200 [V] 
実験系統の基準電圧 40 [kVA] 
LRT 装置の一次側電圧（送出し電圧） VS = 1.0 [pu] 
配電線路装置のインピーダンス設定値 Z = 4.0 + j4.9 [%/km] 
目標電圧範囲の上限値 VMAX = 1.05 [pu] 
目標電圧範囲の下限値 VMIN = 0.95 [pu] 
LRT 装置・SVR 装置のタップ数 9 (No.1~No.9) 
LRT 装置・SVR 装置のタップ電圧 VTap = 0.015 [pu] 
LRT 装置・SVR 装置の制御不感帯幅 ε = 0.01 [pu] 
LRT 装置・SVR 装置のタップ切替基準値 DREF = 40 [%･sec] 
電圧逸脱に対するペナルティ係数 αU = 1.0, αL = -10.0 
分散型電源の出力抑制の開始電圧 VPmax= 1.05 [pu] 
分散型電源の無効電力制御の開始電圧 
VQmax= 1.045 [pu] 
VQmin= 0.95 [pu] 
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(2) 実験結果 
(a) PV導入率 0%での実験結果 
図 4.7 に，PV 導入率 0%での実験結果を示す。図 4.7(a)~(c)はそれぞれ，各ノードにおける線間
電圧，LRT のタップ位置，および各 PV の出力電力のプロファイルを示している。昼間から夕方
の時間帯では，負荷電力の増加によって系統電圧が低下するが，LRT 装置と SVR 装置のタップが
上昇して適正電圧の維持および電圧余裕の確保が図られている。結果として，系統電圧は 24 時間
に亘って適正電圧範囲の中心（1.0 pu）付近に維持されている。 
(b) PV導入率 100%（フィーダ容量比 100%），快晴日での実験結果 
図 4.8 に，PV 導入率 100%（フィーダ容量比），快晴日での実験結果を示す。朝方から昼間の時
間帯では，PV 出力の増加によって末端側の電圧が上昇するが，LRT 装置と SVR 装置のタップが
下降して電圧適正化が図られ，全体として電圧余裕が確保されている。一方，昼間から夕方の時
間帯では，PV 出力の減尐と負荷電力の増加によって系統電圧が低下する。この電圧降下に対して
は，LRT 装置と SVR 装置のタップ位置が上昇することで，すべての電圧が適正電圧範囲に収めら
れる。結果として，PV 導入率 0%のケースと同様に，系統電圧は 24 時間に亘って適正電圧範囲の
中心付近に維持されている。また，LRT 装置と SVR 装置のタップ位置は，PV 出力が大きくなる
昼間の時間帯において低めに制御され，負荷電力が大きくなる夜間の時間帯において高めに制御
されている。 
(c) PV導入率 100%（フィーダ容量比 100%），曇天日での実験結果 
図 4.9 に，PV 導入率 100%（フィーダ容量比），曇天日での実験結果を示す。図 4.9 より，昼間
の時間帯において生じる PV 出力の変動によって，系統電圧も大きく変動していることがわかる。
また，急峻な電圧変動によって LRT 装置と SVR 装置のタップが頻繁に変更されている。全体と
して，LRT 装置と SVR 装置のタップを集中制御することによって，系統電圧は適正電圧範囲の中
心付近に維持されているが，12 時および 14 時付近では，急激な電圧変動を LRT 装置と SVR 装置
では補償し切れず，ノード 3 とノード 4 の電圧が一時的に上限値を逸脱してしまっている。 
以上より，計測電圧に基づいて電圧制御器のタップ位置を切り替えることによって，分散型電
源が連系された配電系統においても適正電圧の維持が可能であることが確認できた。一方で，分
散型電源の不安定な出力によって秒単位の電圧変動が発生する場合には，LRT や SVR によるタッ
プ切替制御では電圧変動を補償し切れず，一時的に電圧逸脱が発生してしまう可能性があること
も確認できた。従来の電圧制御器（LRT, SVR）では，タップ切替器の長寿命化の観点から秒単位
の電圧変動を補償することは難しいものの，全体としては適正電圧の維持および電圧余裕の確保
が達成できており，分散型電源の導入拡大に対して提案した電圧制御方式は有効であると言える。
なお，急峻な電圧変動の補償については，無効電力補償器（SVC）や蓄電池の適用といった対策
が必要となる。 
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(a) 電圧分布 
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(b) LRT と SVR のタップ位置 
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(c) PV 出力 
図 4.7 PV 導入率 0%での実験結果 
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(b) LRT と SVR のタップ位置 
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(c) PV 出力 
図 4.8 PV 導入率 100%（フィーダ容量比），晴天日での実験結果 
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(b) LRT と SVR のタップ位置 
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(c) PV 出力 
図 4.9 PV 導入率 100%（フィーダ容量比），曇天日での実験結果 
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4.3 無効電力補償器（SVC）との協調制御 
4.3.1 無効電力補償器（SVC）とその導入課題 
(1) SVCとは 
無効電力補償器（SVC: Static Var Compensator）とは，サイリスタや GTO，IGBT などの電力用
半導体素子を使用してリアクトルやコンデンサに流れる電流を制御することで，高速な無効電力
制御・交流電圧制御を可能にしたパワーエレクトロニクス機器である。SVC には種々のものが提
案されているが，他励式 SVC と自励式 SVC（STATCOM）とに分類できる。図 4.10 に，他励式
SVC および自励式 SVC（STATCOM）の基本構成と等価モデルを示す。 
他励式 SVC は，サイリスタを使用してリアクトル電流を位相制御し，遅相無効電力を連続的に
変化させ，並列接続した電力用コンデンサとの合成電流で，進相から遅相まで連続的に無効電力
を調整する装置である。一方，自励式 SVC は，インバータの出力電圧を調整して進相から遅相ま
で連続的に無効電力を調整する装置である。GTO や IGBT といった自己消弧型素子を使った自励
式インバータを補償電源とし，系統連系用の高インピーダンス変圧器と，蓄電部である直流コン
デンサで構成されている。出力電圧を系統より高くすると進相出力になり，出力電圧を系統より
低くすると遅相出力になる。自励式 SVC（STATCOM）は，他励式 SVC よりもきめ細な制御が可
能であり，高速な応答性を有しているのが特徴である。また，外部にコンデンサやリアクトルを
設けずに無効電力を制御できるため，省スペース化が図れる。以下では，他励式 SVC と自励式
SVC を区別せずに単に「SVC」と呼ぶこととする。なお，本研究では，SVC は無効電力を発生さ
せる電流源として取り扱い，三相インバータ装置を用いて SVC の制御動作を模擬する。 
 
jQSVC
INV
Inverter  
(a) 他励式 SVC   (b) 自励式 SVC（STATCOM）   (c) 等価モデル 
図 4.10 SVC の基本構成と等価モデル 
 
近年では，太陽光発電や風力発電の導入拡大に伴って生じる速い周期の電圧変動を見据え，配
電系統への SVC の適用が検討されている[5]。 
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(2) SVCの導入課題と制御方式 
上述したように，SVC は電力用半導体素子を使用してリアクトルとコンデンサに流れる電流を
制御することから，スイッチングによる寿命の低下もなく，高速かつ柔軟な電圧・無効電力制御
が可能である。一方，従来の電圧制御器（LRT, SVR）は，モーター駆動によってタップ切り換え
を機械的な接点で行うことから，電圧変動に対する応答に時間を要する。また，機械的な接点に
は切り換え回数上の寿命があり，その交換周期を所定年数以上にする必要性があるため，動作時
限を設けて過渡的な電圧変動には対応できないようにしている。したがって，太陽光発電や風力
発電などの不安定出力を持つ分散型電源の導入に対しては，SVC による電圧・無効電力制御は有
効な手段となり得る。 
しかしながら，SVC の適用にあたっては，従来の電圧制御器（LRT, SVR）との制御応答の違い
により，SVC が制御限界に達するまで LRT や SVR が動作しない場合や，ハンチング等の不安定
動作が生じる場合があるため，それらの機器との制御協調を図る必要がある。また，SVC の導入
コストは SVR に比べて非常に高く，導入する際にはできるだけ定格容量を抑制することが望まれ
る。これらの課題を解決するためには，日間の緩やかな電圧変動に対しては LRT や SVR が働き，
急峻な電圧変動に対しては SVC が働くように，電圧変動の周期を考慮して制御を分担させる必要
があると考えられる。 
電圧制御器（LRT, SVR）との協調制御を考慮した SVC の制御方式に関しては，これまでにいく
つか提案されており，それらを大きく分類すると，短期の変動成分を抽出して変動補償を行う方
式[6]-[9]と目標電圧（範囲）からの偏差を補償する方式[10][11]とに分けられる。前者は，移動平均や
バンドパスフィルタを用いて速い変動成分のみを補償するため，SVC 容量の削減と LRT・SVR の
頻繁なタップ切替の防止が期待できる。例えば，文献[7]では，SVR と SVC の応答時間の違いに
着目した協調制御が提案されており，既存設備をそのままに時間スケール分割（TSS：Time Scale 
Separation）によって SVC には速い周期の電圧変動を，SVR には遅い周期変動を補償させている。
しかしながら，LRT や SVR によって長周期の電圧変動が補償されることを前提としているため，
事故時などの過大な電圧降下が発生して LRT や SVR だけでは対応し切れない場合にも，SVC が
動作せずに電圧逸脱が継続する可能性がある。一方，後者には，不感帯（目標電圧範囲）を逸脱
した場合にのみ制御を行う方式と目標電圧値（一般に 1.0pu）を中心とした Droop 特性に基づいて
制御を行う方式がある。目標電圧に近づくように，あるいは目標電圧範囲に収まるように無効電
力を出力するため，過大な電圧変動があった場合に SVC は制御容量の限界まで電圧制御を行う。
また，観測点の電圧が目標電圧範囲内にある場合は無効電力を出力しないため，電圧逼迫時に備
えることができて必要となる SVC 容量の削減が期待できる。ただし，目標電圧範囲内で生じる電
圧変動に対しては補償能力が小さいため，急峻な電圧変動が繰り返された場合に LRT や SVR の
タップが頻繁に切り替わる可能がある。したがって，SVC の制御方式としては，分散型電源の出
力変動によって生じる急激な電圧変動を補償しつつ，系統事故などによって生じる過大な電圧降
下にも対応可能な制御方式が求められる。 
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4.3.2 無効電力補償器（SVC）の協調型自律分散制御方式 
(1) 制御方式の概要 
SVC の制御方式として，従来の電圧制御器（LRT, SVR）との制御分担を考慮した自律分散制御
方式を提案する。提案する制御方式は，基準電圧からの偏差を補償する PI 制御器に不感帯とフィ
ルタを設けたもので，LRT や SVR では対応できない短時間の電圧変動と電圧逸脱を効率的に改善
するものである。これにより，(1) 必要となる SVC の定格容量を抑制できる，(2) 緊急時の必要
となる SVC の無効電力を確保できる，(3) 系統の力率を過度に低下させない，といった効果が期
待できる。図 4.11 に，提案方式による電圧・無効電力制御の概要を示す。 
ここでは，提案する SVC の自律分散制御方式について説明する。図 4.12 に，SVC の電圧・無
効電力制御系のブロック図を示す。提案する制御方式は，電圧変動補償制御と電圧逸脱補償制御
のハイブリッド方式である。電圧変動補償部では，一次遅れ回路で模擬したローパスフィルタを
用いて定常的な電圧変化を抽出し，その電圧値を目標電圧として計測電圧と目標電圧の偏差を補
償するように動作する。一方，電圧逸脱補償部では，不感帯の上下限値を目標電圧として計測電
圧と目標電圧との偏差を補償するように動作する。 
(2) ハイブリッド方式の効果 
提案する SVC の自律分散制御方式の効果を把握するために，MATLAB / Simulink を用いて簡易 
 
図 4.11 提案方式に基づいた SVC の電圧・無効電力制御の概要 
 
図 4.12  SVC の電圧・無効電力制御ブロック 
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的なシミュレーションを行った。図 4.13 に，基礎検討に用いたシミュレーションモデルを示す。
シミュレーション時間は 7200 秒とし，配電系統の電圧変動は正弦波（振幅 300V，バイアス 6000V，
周期 3600 秒）に白色ノイズ（振幅 5%，周期 10 秒）を加算して模擬した。また，3500 秒の時点
で 5%の瞬時電圧低下を 1 秒間発生させ，急峻で大きな電圧変動に対する動作も確認した。SVC
の定格容量は 200kvar とし，電圧変動補償部の平滑化時定数は 5 秒，電圧逸脱補償部の不感帯は
0.97pu～1.03pu とした。 
図 4.14～図 4.16 に，提案するハイブリッド方式で制御した場合と，各制御補償部のみで制御し
た場合の結果をそれぞれ示す。これらの図より，電圧変動補償部のみでは定常的な電圧逸脱が解
消できないこと，電圧逸脱補償部のみでは不感帯（目標電圧範囲）内にある電圧変動を抑制でき
ないことがわかる。また，瞬時的な電圧変動に対しては，どちらの制御方式でも対応できること
がわかる。以上のことから，2 つの制御方式を組み合わせることで，適正電圧の維持と電圧変動
の抑制の双方を達成できることを確認できた。 
 
制御前の電圧
制御後の電圧
ＳＶＣ制御ブロック ＳＶＣ出力
電圧源
（電圧変動模擬）乱数(5%,10s)
瞬低(3500s-3501s,5%)
6300V-6900V
 
(a) シミュレーションモデルの構成図 
①電圧変動補償部
②電圧逸脱補償部
系統電圧 ±200kvar
T=5s 
0.97-1.03pu
Q出力
 
(b) SVC の制御ブロック 
図 4.13 基礎検討用シミュレーションモデル 
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(a) 制御前後の電圧プロファイル 
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(b) SVC 出力 
図 4.14 提案するハイブリッド方式での制御結果 
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 (a) 制御前後の電圧プロファイル (a) 制御前後の電圧プロファイル 
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 図 4.15 電圧変動補償部のみでの制御結果 図 4.16 電圧逸脱補償部のみでの制御結果 
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4.3.3 配電系統アナログシミュレータへの適用と実験的検証 
提案した SVC の自律分散制御方式を配電系統アナログシミュレータに実装し，従来の電圧制御
器（LRT, SVR）との協調制御実験を行う。また，PV の導入率や負荷の不平衡に対して各評価値
がどのような特性を持つのかを明らかにする。 
(1) 実験条件 
電圧制御器（LRT, SVR）との協調制御実験は，4.2 節と同様の実験条件で行う。配電線に接続
される分散型電源は太陽光発電（PV）とし，①PV 導入率 0%，②PV 導入率 100%（快晴日），③
PV 導入率 100%（曇天時）の 3 ケースを評価の対象とする。図 4.17 に，実験系統の構成を示す。
本実験では，LRT 装置（1 台），SVR 装置（1 台），センサ開閉器付き配電線路装置（7 台），単相
RLC 負荷装置（6×3 台），三相インバータ装置（7 台）から構成される。末端の配電線路装置（Node6）
には 2 台の三相インバータ装置が接続され，1 台は負荷電力と PV 出力の合計値を出力し，もう 1
台は SVC 装置として無効電力を出力する。表 4.2 に，SVC 装置のパラメータ設定値を示す。定格
容量 0.5kVA（6.6kV 換算で 400kvar 相当）の SVC 装置を想定し，電圧逸脱補償部の制御不感帯は
0.95～1.05pu，PI 制御系のパラメータは（Kp = 0.5, Ki = 0.8），電圧平滑化時定数 KT は 50 秒とした。
なお，負荷電力と PV 出力のプロファイルについては，4.2 節で用いたプロファイルを使用する。
また，その他の実験条件についても同様に，4.2 節の条件を適用する。 
 
INV1 INV2
LRT 
Line1 Line2 
INV3 INV4
SVR 
Line3 Line4 
INV5
Line5 
PV導入区間 SVC
 
図 4.17 実験系統の構成図 
 
表 4.2 SVC 装置のパラメータ設定値 
 設定値 
定格容量 0.5 [kVA] 
制御不感帯 0.95 [pu] ~ 1.05 [pu] 
PI 制御器パラメータ Kp = 0.5, Ki = 0.8 
フィルタ定数 KT = 50 
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(1) 実験結果 
(a) PV導入率 0%での実験結果 
図 4.18 に，PV 導入率 0%での実験結果を示す。昼間から夕方の時間帯では，負荷電力の増加と
ともに電圧降下が大きくなるため，LRT 装置と SVR 装置のタップが上昇して適正電圧の維持およ
び電圧余裕の確保が図られている。また，LRT 装置と SVR 装置のタップ切替時には系統電圧が急
激に変化するため，SVC 装置が応答して無効電力を出力しているものの，安定な電圧制御が行わ
れている。 
(b) PV導入率 100%（フィーダ容量比 100%），快晴日での実験結果 
図 4.19 に，PV 導入率 100%（フィーダ容量比），快晴日での実験結果を示す。朝方から昼間の
時間帯では，PV 出力の増加とともに電圧上昇が発生するため，LRT 装置と SVR 装置のタップが
下降して適正電圧の維持が図られている。また，昼間から夕方の時間帯では，PV 出力の減尐と負
荷電力の増加によって電圧降下が大きくなるため，LRT 装置と SVR 装置のタップが上昇して適正
電圧の維持が図られている。 
(c) PV導入率 100%（フィーダ容量比 100%），曇天日での実験結果 
図 4.20 に，PV 導入率 100%（フィーダ容量比），曇天日での実験結果を示す。ケース１では，
昼間の時間帯において生じる PV 出力の変動によって，系統電圧も大きく変動していることがわ
かる。また，急峻な電圧変動によって LRT 装置と SVR 装置のタップ位置が頻繁に変更されてい
ることがわかる。LRT 装置と SVR 装置では急峻な電圧低下を補償することができず，ノード 3 と
ノード 4 の電圧が下限値を逸脱してしまっている。一方，ケース３では，SVC 装置からの無効電
力によって配電線末端の電圧が目標電圧範囲に収められるため，すべての電圧が適正範囲内に収
まっており，電圧余裕も十分に確保されている。 
 
以上より，提案した自律分散制御方式によって従来の電圧制御器（LRT, SVR）と SVC の協調制
御を行うことで，適正電圧の維持と電圧変動の抑制を行えることが確認できた。今回の実験条件
では，不感帯制御方式を用いた場合は，電圧一定制御方式に比べて必要となる SVC の定格容量が
3 分の 1 に抑制される結果となった。 
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(b) LRT と SVR のタップ位置 
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(c) PV 出力 
図 4.18 PV 導入率 0%での実験結果 
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(b) LRT と SVR のタップ位置 
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(c) PV 出力 
図 4.19 PV 導入率 100%（フィーダ容量比），晴天日での実験結果 
123 
 
0.92
0.94
0.96
0.98
1
1.02
1.04
1.06
1.08
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
Li
n
e
 V
o
lt
ag
e
 [p
u
]
Time [sec]
Node1
Node2
Node3
Node4
Node5
 
(a) 電圧分布 
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
Ta
p
 p
o
si
ti
o
n
Time [sec]
LRT
SVR
 
(b) LRT と SVR のタップ位置 
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(c) PV 出力 
図 4.20 PV 導入率 100%（フィーダ容量比），曇天日での実験結果 
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4.4 ループ配電系統への適用効果 
本節では，ループ構成で運用される配電系統に対して提案した集中型電圧制御方式を適用し，
配電系統アナログシミュレータを用いてその電圧維持能力を実験的に検証する。実験を通して，
分散型電源が大量かつ不均等に連系された場合でも，ループ配電方式と集中型電圧制御方式の適
用によって適正電圧の維持を達成できることを示す。さらに，配電区間で事故が発生した場合で
も，センサ開閉器情報に基づいた電圧制御器（LRT）の集中制御と健全区間の分散型電源の出力
制御によって，適正電圧の維持もしくは電圧逸脱量の最小化が図れることを示す。 
以下では，まず，ループ配電方式の適用効果と課題について述べ，ループ配電系統における集
中型電圧制御の概要について説明する。次に，配電系統アナログシミュレータを用いた実験につ
いて示し，系統健全時および系統事故時における集中型電圧制御方式の電圧維持能力を検証する。 
4.4.1 ループ配電方式と電圧管理 
(1) ループ配電方式の適用効果と課題 
分散型電源がある特定のフィーダに集中的に連系され，各フィーダの電圧・電流分布に大きな
ばらつきが生じた場合，センサ開閉器情報に基づいて電圧制御器（LRT, SVR）の集中制御を行っ
たとしても，適正電圧の維持は非常に困難となる。これに対して，フィーダ間を相互に接続して
ループ系統を構成することで，各フィーダの電圧分布が改善され，適正電圧の維持が容易に行え
るようになる（図 4.21 参照）。ループ配電方式のメリットとしては，以下のことが挙げられる。 
・ 自動開閉器を介して常時 2 方向からの電力供給が行われるため（これを常時 2 回線受電と
いう），事故時の健全区間への電力融通によって供給信頼度の向上が期待できる。 
・ 配電系統内の電流分布が改善されるため、電圧変動幅および電力損失が低減できる。 
一方，ループ配電方式は以下の要因から，保護協調の複雑化や遮断器の高耐圧化・高機能化が
必要となるといったデメリットがある。 
・ 3 相 3 線式非接地方式が採用されている我が国の 6.6kV 高圧配電系統では，地絡事故検出の
ために高感度の系電機が用いられているため，ループ系統を循環する零相電流によって系
電機が誤作動してしまう恐れがある。 
・ 短絡事故時には 2 方向から事故電流が流入するため，自動遮断器の定格遮断電流を超過す
る恐れがある。 
保護協調の複雑化や遮断器の高耐圧化・高機能化に関しては，これまでにいくつか研究が行わ
れており，問題解決の方向性が示されている[12]-[17]。文献[14]や文献[15]では，ループ配電系統に
おいて，短絡事故時や断線事故時の事故区間検出・隔離を迅速かつ正確に行うための，自動開閉
器や遮断器の構成方法が提案されている。文献[16]では，インバータ型分散型電源が連系されたル
ープ配電系統を対象として，距離リレーによって分散型電源から故障点までの距離を判別できる
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ことが示されている。また他方で，ループ配電系統における自動開閉器の運用や電力潮流の制御
に関する研究も行われており，ループ配電系統の安定的かつ効率的な運用が実現可能となってき
ている[18]-[21]。文献[19]～文献[21]では，統合電力潮流制御装置（UPFC）や BTB 装置（Back to Back）
といったパワーエレクトロニクス機器を用いることで，ループ配電系統内の電力融通制御や配電
損失の最小化等を達成できることが示されている。 
しかしながら，ループ配電系統の電圧制御に関する研究は，十分になされているとは言えない。
ループ配電系統では負荷や分散型電源の分布によって電力潮流は大きく変化するため，電圧・潮
流分布の見積もりは難しく，従来の LDC 方式やプロコン方式による電圧管理手法を適用すること
が困難となる可能性がある。ただし，集中型電圧制御システムのループ配電系統への適用効果に
ついては明らかにされていない。集中制御方式の適用にあたっては，負荷や分散型電源の出力変
動に対してどの程度の効果があるのか，事故区間開放によって系統構成が放射状に切り替わった
場合にも電圧制御器が適正に動作するのか，などについて十分に把握する必要がある。 
～
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Load DG Load DG
Load Load Load
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(a) 放射状構成で運用した場合 
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(b) ループ構成で運用した場合 
図 4.21 配電線ループ化による電圧分布の改善 
 
126 
 
(2) ループ配電系統における電圧管理 
そこで，本節では，提案した集中型電圧制御方式をループ配電系統に対して適用し，その効果
を検証する。図 4.22 に，想定するループ配電システムの概要を示す。このループ配電システムは，
自動開閉器に同期計測機能および高速遮断機能を持たせた上で同一バンクのフィーダ間をループ
化し，配電線電圧分布の改善，分散型電源出力に対応した配電系統構成のアクティブ制御，事故
区間の高速判定および高速遮断を行うものである。また，連系される分散型電源には LVRT（Low 
Voltage Ride Through）を適用し，事故時にも健全区間の分散型電源の出力制御を活用して配電系
統の安定化を行うことができる。配電系統の電圧制御については，センサ開閉器情報に基づいた
LRT のリアルタイム制御をベースとして，事故等による放射状系統への切替や分散型電源の急激
な出力変動によって過大な電圧低下や電圧上昇が発生してLRTだけでは適正電圧の維持が困難な
場合には，分散型電源の出力制御を協調動作させて適正電圧の維持を図る。したがって，LRT の
タップ切替制御は常時の電圧変動を補償するものとして，分散型電源の出力制御は電圧逼迫時の
サポートとして用いる。なお，分散型電源の出力制御については，太陽光発電システムのパワー
コンディショナに一般に適用されている電圧閾値による力率制御方式を適用する。また，上記よ
り，センサ開閉器から時刻同期の取れた電圧データが連続的に取得できること，健全区間の分散
型電源は系統から解列されないことを前提とする。 
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図 4.22 分散型電源の大量導入に対応したループ配電システムの概要図 
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4.4.2 系統健全時における電圧制御能力の検証 
(1) 検討事項 
フィーダ間で電圧分布や負荷分布に大きな偏りがある場合には，ループ配電方式の適用により
電圧分布の大幅な改善が期待できるが，ループ配電系統における電圧制御の枠組みは確立されて
いない。放射状配電系統からループ配電系統へ円滑に移行するためには，集中制御システムがル
ープ配電系統においても機能することを確かめる必要がある。 
そこで，配電系統アナログシミュレータを用いてループ配電系統を構成し，種々の系統状態に
対して提案した集中型電圧制御方式による電圧制御実験を行う。実験を通して，分散型電源が大
量かつ不均等に連系された場合でも，ループ配電方式と集中型電圧制御方式の適用によって適正
電圧の維持を達成できることを示す。 
(2) 実験条件 
図4.23に，実験系統の構成を示す。実験系統は，LRT装置（1台），センサ開閉器付き配電線路装
置（7台），単相負荷装置（3相分×6台），インバータ装置（6台）から構成される。配電線に連系
される分散型電源には，太陽光発電（PV）を想定した。なお，LRT装置の一次側には，安定電源
を得て実験の再現性を確保するために周波数変換装置CVCFを設置した。図4.24に，各地点におけ
る負荷電力とPV出力のプロファイルを示す。負荷電力には住宅地域と工業地域のプロファイルを，
PV出力には快晴日と曇天日のプロファイルを用いた。配電線で生じる日間の電圧変化は，各イン
バータ装置に負荷電力とPV出力の合成出力を指令することで模擬する。また，図4.23に示される
ように，PVは上側フィーダ（ノード1, 2, 3）に集中して連系され，12時において総負荷と総PV出
力が等しくなるように設定した。さらに，PVが連系されている上側フィーダを住宅地域とし，下
側フィーダを工業地域とすることで，フィーダ間の電圧分布に大きな偏りを持たせた。その他の
実験条件については表4.3に示す。シミュレーション時間は2880秒とし，一日の変化を48分で模擬
した。適正電圧範囲は，すべての地点において190V～210Vとした。したがって，基準電圧VREF は
200Vである。また，LRT装置の制御不感帯幅は±2.0V，タップ切替基準値は40 %･secとした。電圧
逸脱ペナルティについては，LRT装置が電圧の下限値逸脱を優先的に解消するように，下限値逸
脱ペナルティ係数αL の絶対値を上限値逸脱ペナルティ係数αU よりも大きく設定した。なお，簡単
化のため，LRT装置の一次側電圧，線路インピーダンス値，単相負荷装置のインピーダンス値，
負荷電力およびPV出力の指令値は三相平衡となるように設定した。 
表4.4に，評価ケースを示す。系統構成やPV出力の異なる4つのケーススタディを通して，ルー
プ配電方式の有効性，集中型電圧制御方式の電圧維持能力を検証する。ケース1については，快晴
日に放射状系統で運用された場合の平常時におけるシミュレーションである。中間地点にあるセ
ンサ開閉器SW4だけが常時開放され，配電系統は放射状に運用される。ケース2およびケース3に
ついては，快晴日および曇天時にループ系統で運用された場合の平常時におけるシミュレーショ
ンである。すべての開閉器が閉じられ，配電系統はループ状に運用される。 
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図 4.23 実験系統の構成図 
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(a) Daily power curve of fluctuating loads (Load1~Load6) 
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(b) Daily power curve of PVs (PV1~PV3) 
図 4.24 負荷電力と RES（PV）出力のプロファイル 
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表 4.3 実験の基本条件 
 設定値 
実験計測時間 2880 [sec] 
実験系統の定格電圧 200 [V] 
実験系統の基準電圧 40 [kVA] 
LRT 装置の一次側電圧（送出し電圧） VS = 1.0 [pu] 
配電線路装置のインピーダンス設定値 Z = 4.0 + j4.9 [%/km] 
目標電圧範囲の上限値 VMAX = 1.05 [pu] 
目標電圧範囲の下限値 VMIN = 0.95 [pu] 
LRT 装置・SVR 装置のタップ数 9 (No.1~No.9) 
LRT 装置・SVR 装置のタップ電圧 VTap = 0.015 [pu] 
LRT 装置・SVR 装置の制御不感帯幅 ε = 0.01 [pu] 
LRT 装置・SVR 装置のタップ切替基準値 DREF = 40 [%･sec] 
電圧逸脱に対するペナルティ係数 αU = 1.0, αL = -10.0 
分散型電源の出力抑制の開始電圧 VPmax= 1.05 [pu] 
分散型電源の無効電力制御の開始電圧 
VQmax= 1.045 [pu] 
VQmin= 0.95 [pu] 
 
表 4.4 評価ケース 
 Network configuration Profile of PV system 
Case 1 Loop Zero 
Case 2 Radial Sunny day profile 
Case 3 Loop Sunny day profile 
Case 4 Loop Cloudy day profile 
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(2) 実験結果 
(a) PV導入率 0%での実験結果 
図4.25に，ケース1（ループ運用，PV出力ゼロ）における実験結果を示す。図4.25(a)~(c)はそれ
ぞれ，各ノードにおける線間電圧，LRTのタップ位置，および各PVの出力電力のプロファイルを
示している。図7より，負荷電力が大きくなる夜間の時間帯において，LRTのタップ位置は高めに
制御され，すべての電圧が適正電圧範囲に収まっている。昼間の時間帯において，上側フィーダ
（ノード1, 2, 3）ではPV出力の増加に伴って系統電圧が上昇し，下側フィーダ（ノード4, 5, 6）で
は負荷電力（工業負荷）の増加に伴って系統電圧が低下していることがわかる。また，PV出力が
大きくなる9時～16時では，ノード2, 3の電圧が上限値付近に達しており，これに対してPVの出力
制御が働くことで，系統電圧の上限値逸脱は回避されている。ただし，PV出力の増加とともに，
インバータの空き容量は減尐するため，無効電力制御だけでは電圧上昇を補償し切れず，有効電
力出力の抑制が発生している。さらに，13時にはノード4の電圧が下限値に達するため，LRTのタ
ップ位置が上げられ，その分だけPV2とPV3の無効電力出力が急激に増加している。夜間の時間帯
においては，上側フィーダの系統電圧はPV出力の減尐と負荷電力の増加によって低下し，下側フ
ィーダの系統電圧は負荷減尐によって上昇する。これに対しては，LRTのタップ位置が上昇する
ことで，すべての電圧が適正電圧範囲に収まっている。図4.25(b)より，LRTのタップ位置は，PV
出力が大きくなる昼間の時間帯において低めに制御され，負荷電力が大きくなる夜間の時間帯に
おいて高めに制御されていることがわかる。 
(b) PV導入率 100%（フィーダ容量比 200%），快晴日での実験結果 
図4.26に，ケース2（放射状運用，快晴日）における実験結果を示す。図4.26(a)~(c)はそれぞれ，
各ノードにおける線間電圧，LRTのタップ位置，および各PVの出力電力のプロファイルを示して
いる。昼間の時間帯において，上側フィーダ（ノード1, 2, 3）ではPV出力の増加に伴って系統電
圧が上昇し，下側フィーダ（ノード4, 5, 6）では負荷電力（工業負荷）の増加に伴って系統電圧が
低下していることがわかる。また，PV出力が大きくなる9時～16時では，ノード2, 3の電圧が上限
値付近に達しており，これに対してPVの出力制御が働くことで，系統電圧の上限値逸脱は回避さ
れている。ただし，PV出力の増加とともに，インバータの空き容量は減尐するため，無効電力制
御だけでは電圧上昇を補償し切れず，有効電力出力の抑制が発生している。さらに，13時にはノ
ード4の電圧が下限値に達するため，LRTのタップ位置が上げられ，その分だけPV2とPV3の無効
電力出力が急激に増加している。夜間の時間帯においては，上側フィーダの系統電圧はPV出力の
減尐と負荷電力の増加によって低下し，下側フィーダの系統電圧は負荷減尐によって上昇する。
これに対しては，LRTのタップ位置が上昇することで，すべての電圧が適正電圧範囲に収まって
いる。図4.26(b)より，LRTのタップ位置は，PV出力が大きくなる昼間の時間帯において低めに制
御され，負荷電力が大きくなる夜間の時間帯において高めに制御されていることがわかる。 
図4.27に，ケース3（ループ運用，快晴日）における実験結果を示す。図4.26(a)と図4.27(a)の比
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較より，開閉器SW4が閉じられてループ系統が構成されることで，フィーダ間の電圧分布が均等
化され，電圧変動幅が大幅に縮小されていることがわかる。また，センサ開閉器情報に基づいて
LRTをアクティブに制御することで，電圧余裕が十分に確保されることがわかる。LRTのタップ位
置はケース1と同様に，PV出力が大きくなる昼間の時間帯において低めに制御され，負荷電力が
大きくなる夜間の時間帯において高めに制御されている。また，図4.27(c)より，PVによる無効電
力制御およびPVの出力抑制は発生しておらず，LRTのタップ切替制御のみによって，すべてのノ
ード電圧が適正範囲内に維持されていることがわかる。 
以上より，分散型電源が不均等に連系された配電系統を放射状構成で運用する場合，LRTのタ
ップ切替制御（集中制御）と分散型電源の出力制御によって適正電圧は維持できるものの，末端
ノードにおいて系統電圧が逼迫し，LRTだけでは電圧変動を補償し切れずに分散型電源出力が抑
制されてしまう可能性があることが確認できた。さらに，フィーダ間を開閉器で繋ぎ配電系統を
ループ構成で運用することで，電圧変動幅が大幅に抑制されて電圧管理が容易になり，分散型電
源の出力抑制も回避できることが確認できた。 
(c) PV導入率 100%（フィーダ容量比 200%），曇天日での実験結果 
次に，ケース 3（ループ運用，曇天時）の実験結果を図 4.28 に示す。図 4.28(c)に示されるよう
に，曇天時には昼間の時間帯において PV 出力が急激に変動しているが，配電線のループ化と提
案した集中型電圧制御方式によって，PV の出力抑制を回避しつつ適正電圧を維持できていること
がわかる。また，12 時付近において，PV の急激な出力上昇を補償するために，初めに PV の無効
電力制御が働き，その後 LRT のタップが制御されていることが確認された。 
以上より，分散型電源が不均等に連系された配電系統をループ化して運用する場合，電圧変動
幅が大幅に縮小されて電圧管理が容易になり，急激なPV出力の変動があった場合でも，PVの出力
抑制を回避しつつ，適正電圧の維持が可能となることを把握した。 
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(c) PV 出力 
図 4.25 ループ系統，PV 導入率 0%での実験結果 
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(c) PV 出力 
図 4.26 放射状系統，PV 導入率 200%（フィーダ容量比），晴天日での実験結果 
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(c) PV 出力 
図 4.27 ループ系統，PV 導入率 200%（フィーダ容量比），晴天日での実験結果 
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(c) PV 出力 
図 4.28 ループ系統，PV 導入率 200%（フィーダ容量比），曇天日での実験結果 
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4.4.3 系統事故時における電圧制御能力の検証 
(1) 検討事項 
配電系統で事故が発生した場合には，自動開閉器の切り替えによって停電区間の最小化が行わ
れるとともに，ループ構成から放射状構成へ移行する。放射状系統へ切り替わると電圧変動幅は
増大するため，配電区間の持ち替えによってフィーダの負荷あるいは分散型電源が増加した場合，
LRT では解消できない過大な電圧降下あるいは電圧上昇が発生する恐れがある。当然，系統事故
時においても健全区間の電圧分布は適正範囲内に維持されることが望ましいため，各配電区間が
開放された場合の電圧制御動作が安定的に行われるどうかを把握することは重要である。 
そこで，配電系統アナログシミュレータを用いてループ配電系統を構成し，隣接する2つのセン
サ開閉器を同時に開放してループ状から放射状へ系統構成を変化させ，事故時の電圧維持能力を
評価する。実験を通して，配電区間で事故が発生した場合でも，センサ開閉器情報に基づいた電
圧制御器（LRT）の集中制御と健全区間の分散型電源の出力制御によって，適正電圧の維持もし
くは電圧逸脱量の最小化が図れることを示す。 
(2) 実験条件 
実験系統の構成は，4.4.2 節と同様である。PV 出力が最大となる快晴日の 12 時の系統状態にお
いて，隣接する 2 つのセンサ開閉器を同時に開放してループ状から放射状へ系統構成を変化させ
る。計測時間は 60 秒とし，計測開始から約 10 秒の時点でセンサ開閉器を開放（オフ）する。開
放するセンサ開閉器の組み合わせと閾値 DREFを変えて，各ノード電圧，LRT 装置のタップ位置，
および分散型電源（PV）の有効電力・無効電力を計測する。なお，開放されるセンサ開閉器の組
み合わせは 6 パターン（SW1-2, SW2-3, SW3-4, SW4-5, SW5-6, SW6-7）である。また，閾値 DREF
については，20 %･sec と 40 %･sec の 2 パターンを評価する。 
(3) 実験結果 
表 4.5 に，各ケースにおける電圧逸脱時間，LRT のタップ切替回数，PV の有効・無効電力制御
の有無を示す。この表より，開放区間によって電圧逸脱時間や制御動作は異なるが，電圧逸脱が
発生する場合でも，LRT のタップ切替制御と分散型電源の出力制御により，2 秒～20 秒程度で電
圧逸脱を解消できることがわかる。また，閾値 DREFについては，どちらの場合でも安定的に電圧
を制御できているが，DREF = 20 %･sec の方がより高速に系統電圧を適正化できることがわかる。 
図 4.29～図 4.32 に，提案手法による電圧適正化の例として，4 つの区間（開放区間 SW1-2, SW3-4, 
SW4-5, SW6-7）をそれぞれ開放した場合の実験結果を示す。なお，閾値 DREFは 20 %･sec である。
図 4.29 より，区間 SW1-2 を開放した場合には，末端側に位置する PV（PV2, PV3）が根本側の負
荷に電力を供給して末端電圧が持ち上げられるため，電圧変動幅は小さく電圧逸脱は発生しない
ことがわかる。一方，開放区間 SW3-4 を開放した場合には，開放直後に下側フィーダ（Node 4,5,6）
の電圧が下限値を逸脱する（図 4.30 参照）。この電圧下限値逸脱に対しては，LRT のタップが上
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昇することにより約 11 秒で解消される。これに伴って Node6 の電圧が上限値を逸脱するが，PV3
から遅れ無効電力を発生させることで電圧上限値逸脱が解消され，結果としてすべての電圧が適
正範囲に収まる。なお，本モデル系統では，上側フィーダのみに PV が連系されているため，下
側フィーダの電圧下限値逸脱に対して PV の出力制御は働かない。開放区間 SW4-5 を開放した場
合には，上側フィーダで電圧上限値逸脱が発生するが，PV3 の出力制御によって 2 秒程度で解消
されている（図 4.31 参照）。開放区間 SW6-7 を開放した場合には，根本側に PV が集中して末端
側に負荷が集中するため，電圧降下が大きくなり，電圧逸脱が発生する（図 4.32 参照）。この電
圧下限値逸脱は，LRT のタップ上昇により約 7 秒で解消されている。以上より，開放区間によっ
て電圧逸脱の形態や制御動作は異なるが，LRT のタップ切替制御と RES の出力制御を活用するこ
とで，事故区間開放に対しても適正電圧の維持が可能であることがわかる。 
 
表 4.5 系統事故時の実験結果 
(a) DREF = 20 [%･sec] 
Opened section 
Duration of 
voltage deviation 
LRT DG 
Tap change P-control Q-control 
SW1-2 0.0 [sec] 0 - - 
SW2-3 0.0 [sec] 0 - - 
SW3-4 11.3 [sec] 2 With Inductive 
SW4-5 2.2 [sec] 0 With Inductive 
SW5-6 0.0 [sec] 1 - - 
SW6-7 7.0 [sec] 2 - - 
 (b) DREF = 40 [%･sec] 
Opened section 
Duration of 
voltage deviation 
LRT DG 
Tap change P-control Q-control 
SW1-2 0.0 [sec] 0 - - 
SW2-3 0.0 [sec] 0 - - 
SW3-4 20.1 [sec] 2 With Inductive 
SW4-5 1.9 [sec] 0 With Inductive 
SW5-6 0.0 [sec] 1 - - 
SW6-7 12.0 [sec] 2 - - 
 
138 
 
0.92
0.94
0.96
0.98
1
1.02
1.04
1.06
1.08
0 10 20 30 40 50 60
Li
n
e
 V
o
lt
ag
e
 [p
u
]
Time [sec]
Node1
Node2
Node3
Node4
Node5
Node6
Upper Limit
Lower Limit
 
(a) 電圧分布 
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0 10 20 30 40 50 60
Ta
p
 P
o
si
ti
o
n
 o
f L
R
T
Time [sec]  
(b) LRT と SVR のタップ位置 
-0.2 
0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
1.2 
0 10 20 30 40 50 60
A
ct
iv
e
/r
e
ac
ti
ve
 p
o
w
e
r [
p
u
]
Time [sec]
P (PV1)
Q (PV1)
P (PV2)
Q (PV2)
P (PV3)
Q (PV3)
P (PV1,PV2, PV3) 
Q (PV1,PV2, PV3) 
 
(c) PV 出力 
図 4.29 開放区間 SW1-2，DREF=20%sec の実験結果 
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(c) PV 出力 
図 4.30 開放区間 SW3-4，DREF=20%sec の実験結果 
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(c) PV 出力 
図 4.31 開放区間 SW4-5，DREF=20%sec の実験結果 
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(c) PV 出力 
図 4.32 開放区間 SW6-7，DREF=20%sec の実験結果 
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4.5 本章のまとめ 
本章では，想定外の需要変化や分散型電源の出力変動，あるいは配電線事故による系統構成の
変更に対応するために，センサ開閉器情報に基づいたリアルタイムの電圧制御方式の適用につい
て検討を行った。さらに，無効電力補償器（SVC）との協調制御，ループ配電系統への適用に関
して検討を行い，提案する集中型電圧制御方式の有用性を確認した。以下に，本章で実施した内
容および得られた成果についてまとめる。 
4.2 節では，センサ開閉器から得られる電圧データを基に，電圧制御器（LRT, SVR）を集中的
に制御するロジックを提案した。提案した制御ロジックは，従来から用いられている LDC 方式を
拡張したもので，多地点の電圧情報から評価基準となる電圧値を算出し，制御目標値を中心とす
る不感帯からの逸脱量の積分値が閾値を超過した場合に，電圧制御器（LRT, SVR）のタップを制
御して系統電圧の適正化を図った。配電系統アナログシミュレータを用いて実験を行い，計測情
報に基づいて LRT と SVR を集中的に制御することで，分散型電源が大量導入された場合でも適
正電圧の維持が可能であることを把握した。 
4.3 節では，分散型電源の不安定出力に伴う急峻な電圧変動への対策として，無効電力補償器
（SVC）の適用を想定して，電圧制御器（LRT, SVR）との協調が可能な SVC の自律分散制御方式
を提案した。提案した制御方式は，電圧変動を補償するロジックと電圧逸脱を解消するロジック
を組み合わせたハイブリッド方式で，LRT や SVR では対応できない短時間の電圧変動と電圧逸脱
を効率的に改善できるものである。配電系統アナログシミュレータを用いて実験を行い，分散型
電源の不安定出力によって急峻な電圧変動が発生した場合でも，適正電圧の維持が可能であるこ
とを明らかにした。なお，SVC への集中制御方式の適用については，データの取得や処理による
制御遅れが問題となること，制御パラメータの動的な変更は不安定な制御を引き起こす恐れがあ
ることなどを考慮して今後の課題とした。 
4.4 節では，分散型電源の不均等連系によってフィーダ間で大きな電圧分布の偏りが生じる場合
への対策として，ループ配電方式の適用（配電系統をループ状にして運用すること）を想定して，
ループ配電系統における集中型電圧制御方式の適用効果を検証した。配電系統アナログシミュレ
ータを用いた実験を通して，分散型電源が大量かつ不均等に連系された場合でも，ループ配電方
式と集中型電圧制御方式の適用によって適正電圧の維持を達成できることを明らかにした。さら
に，配電区間で事故が発生した場合でも，センサ開閉器情報に基づいた電圧制御器（LRT）の集
中制御と健全区間の分散型電源の出力制御によって，適正電圧の維持もしくは電圧逸脱量の最小
化が図れることを示した。 
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第５章 
可制御性を有する需要家設備の活用による 
電圧管理の高度化 
 
5.1 本章の概要 
分散型電源からの逆潮流量が著しく大きい場合や配電系統の負荷率が著しく低い場合，あるい
は分散型電源や負荷の分布がフィーダ間で大きく偏っている場合には，配電系統側での対策だけ
では系統安定化コストが過大となり，社会全体として非効率となる可能性がある[1]。低炭素社会
の実現に向けた中で社会コストの最小化あるいは需要家便益の最大化を達成するためには，系統
設備と需要家設備が一体となった系統運用形態の構築が望ましいと考えられる。 
近年，民生分野での CO2排出量の削減やエネルギー利用の高効率化に貢献できるものとして，
太陽光発電（PV）以外にも，蓄熱式ヒートポンプ給湯機（HP 給湯器），プラグイン電気自動車（EV），
家庭用燃料電池システム（FC），太陽熱温水器といった新エネルギー機器の導入促進が住宅を中
心として積極的に進められている。これらの機器は，エネルギー貯蔵機能を備えているため，起
動停止にある程度の自由度を有しており，他の家電と比較して大容量であるため，十分な可制御
性を有していると言える。また，情報通信技術（ICT 技術）やエネルギー管理技術も大きく進展
しており，様々な需要家設備を柔軟かつ効率的に運用できる環境も整いつつある。需要家のエネ
ルギー管理システムを媒介として，系統設備と需要家設備を一体的に運用することで，高効率・
高信頼度の電圧管理システムが構築できると考えられる。 
そこで，本章では，可制御性を持つ需要家設備を活用して分散型電源が大量導入された系統電
圧の管理を行う方法について提案を行う。提案する電圧管理手法は，配電系統に面的に分布する
多数の需要家設備をセンサ開閉器区間ごとにグループ化し，それらの運用パターン（夜間消費パ
ターンと昼間消費パターン）を，フィーダ単位もしくはセンサ開閉器区間単位で一括して管理し，
適正電圧の維持と当該配電系統の負荷率向上を図るものである。需要家内に設置される可制御負
荷として，今後の導入拡大が期待されている HP 給湯器と EV 用バッテリー充電器（EV 充電器）
を想定し，分散型電源が大量導入された配電系統モデルを構築した上でシミュレーションを行い，
提案手法の有効性を検証する。 
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以下，5.2 節では，HP 給湯器や EV といった可制御性を有する需要家設備の導入状況を示し，
それらの機器を住宅内で効率的に運用するシステム「住宅エネルギー管理システム：HEMS」に
ついて説明するとともに，配電系統との双方向通信ネットワークによる負荷管理の可能性につい
て述べる。5.3 節では，配電フィーダを単位とした HEMS 住宅の設備運用パターン切替による電
圧管理手法を提案する。5.4 節では，分散型電源の大量導入によって適正電圧の維持が困難となっ
た配電系統モデルに対して，提案手法に基づいて各 HEMS 住宅の設備運用パターンを決定するこ
とで，適正電圧の維持と当該配電系統の負荷率改善が達成できることを示す。そして，5.5 節にお
いて，第 5 章のまとめと今後の課題について述べる。 
5.2 次世代配電系統における需要家設備の融合 
5.2.1 可制御性を有する需要家設備の増加 
ここでは，配電系統への導入拡大が期待される可制御機器として，蓄熱式ヒートポンプ給湯機
（HP 給湯器），プラグイン電気自動車（EV），家庭用燃料電池システム（FC）を取り上げ，それ
らの今後の導入見通しについて概観する。表 5.1 に，各可制御機器の導入実績および今後の導入
見通しをそれぞれ示す。HP 給湯器の設備容量（kW）は，定格熱出力を 4.0kW，成績係数 COP を
4.0 として試算し，EV の設備容量は，受電電圧を 100V，充電電流を 15A 一定として試算した。
FC に関しては，家庭に導入される一般的な定格出力 1.0kW のシステムを想定して試算した。 
 
表 5.1 各可制御機器の導入実績と導入見通し 
 単位 
2005 年
度 
2020 年度 2030 年度 
実績 最大導入ケース 最大導入ケース 
ヒートポンプ給湯器[2] 
万台 47.8 1000 1430 
万 kW 47.8 1000 1430 
プラグイン電気自動車[3] 
万台 - 208 596 
万 kW - 312 894 
家庭用燃料電池システム[2] 
万台 0.05 140 250 
万 kW 0.05 140 250 
 
HP 給湯器は，深夜電力を利用して生成したお湯を貯湯タンクに貯蔵し，朝夕の給湯需要を賄う
ことができるため，電力需要のボトムアップ効果（負荷平準化）が期待できる。また，家庭で充
電可能な EV は，運転の行われない深夜時間帯にバッテリーを充電することで，利便性と経済性
の向上だけでなく，電力需要のボトムアップ効果（負荷平準化）も期待できる（図 5.1 参照）。し
たがって，HP 給湯器や EV 充電器といった設備は，深夜時間帯にスケジュール運転することで電
力系統の効率的な運用に寄与できる。そのため，各電力会社は，省エネや電化促進の一環として，
HP 給湯器や EV の導入拡大を積極的に推し進めている。また，経済産業省の総合資源エネルギー
調査会の需給部会（2008 年 5 月）において，HP 給湯器は民生部門における省エネルギーを確実
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に進める上で大きな役割を果たし得る機器として，2030 年度までに 1430 万台を普及させること
を目標としている。EV についても，普及促進・普及啓発戦略を具体化するために，EV とプラグ
インハイブリッド車（PHV）の日本市場への投入に合わせて，そのモデル事業となる「EV・PHV
タウン構想」を実施しており，初期需要の創出・インフラ整備・普及啓発などの全方位的な取り
組みにより，EV と PHV の本格普及を目指している。 
一方，家庭用燃料電池システム（FC）は，水素・天然ガス・メタノールといった燃料と酸素を
反応させ，電気と熱を発生させるコジェネレーションシステムである。熱を利用した際のエネル
ギー効率は高く，CO2 排出量の削減が期待できることから，多くのエネルギー関連会社によって
導入拡大が進められている。燃料投入型の発電設備であることに加えて，貯湯タンクに蓄えたお
湯で給湯を行うため，起動停止・出力制御の自由度が高く，ピークカット効果による負荷平準化
も期待できる。FC に関しては，総合資源エネルギー調査会において，2030 年度までに 250 万台
を普及させることが目標として掲げられており，今後のますますの導入拡大が期待される。図 5.2
に，一般家庭の電力・給湯需要とともに FC 導入によるピークカット効果を示す。一般家庭にお
ける給湯需要は朝方と夕方～夜間に大きくなり，電力需要は昼間に小さく夕方～夜間に大きくな
る。基本的に FC の逆潮流運転は行われないため，FC の運転時間は朝方・夕方に最大出力で運転
し，昼間は低出力で運転することになる。そのため，太陽光発電では抑制されない夕方～夜間の
電力負荷を抑制することができ，ピークカット効果による負荷平準化が期待できる。 
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図 5.1 HP 給湯器と EV によるボトムアップ効果[4]  
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図 5.2 FC によるピークカット効果[5] 
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5.2.2 住宅におけるエネルギー管理技術の高度化 
住宅におけるエネルギー消費を効率化して CO2 排出量削減や省エネルギーを実現する技術とし
て，住宅エネルギー管理システム（HEMS: Home Energy Management System）が提案され，その有
効性が示されている。HEMS とは，IT 技術を駆使して住宅の消費電力を削減する省電力化システ
ムであり，住宅内に設置された制御装置でエアコンや冷蔵庫といった家電機器を制御することで，
効率的なエネルギー利用を図るものである（図 5.3 参照）。経済産業省では，2001 年 4 月に HEMS
普及を目指す新たな省エネ対策を打ち出しており，2010 年度までに HEMS を全世帯の 30％～50％
の住宅に導入することを目標にしている。この目標が達成されれば，CO2排出量を原油換算で 60
万～110 万 kℓ 削減できるという試算もなされている。図 5.4 に，HEMS を導入した住宅（スマー
トハウス）のイメージ図を示す。 
 
 
図 5.3 住宅エネルギー管理システム（HEMS）の一例[6] 
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図 5.4 Xcel Energy 社が提案するスマートハウス[7] 
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5.2.3 通信・計測技術の高度化による負荷管理の可能性 
(1) スマートメータの導入と系統運用形態のパラダイムシフト 
現在，より正確な需要家負荷特性の把握や自動検針による業務効率化を図るために，「スマート
メータ」と呼ばれる次世代電力計の導入が検討されている。電力会社側は，スマートメータの計
測情報を活用することで，需要パターンや太陽光発電パターンを踏まえてより効率的なエネルギ
ー利用に資する料金制度や今後の送配電システムの検討を行うことが可能となる。その一方で，
スマートメータとの接続によって消費者が自分の家庭の消費電力を PC 上でリアルタイムに把握
できるウェブアプリケーションも開発されており，エネルギー消費量の「見える化」によって省
エネ・省 CO2 が促進されることも期待できる（図 5.5 参照）。今後のスマートメータの導入によっ
て需要家との双方向通信が可能となれば，配電系統の運用形態は大きく変化することが予想され
る。図 5.6 に示すように，従来の系統運用の枠組みでは，系統設備と需要家設備の運用は切り離
されており，想定される最大需要に応じた設備形成を行わなければならなかったが，スマートメ
ータを介した双方向通信によって，系統設備と需要家設備の一体となったより効率的な配電系統
の運用形態の実現が可能となる。 
スマートメータ・情報通信網の整備，およびエネルギー管理システムの連携により期待される
機能については，遠隔検針・遠隔開閉，蓄積データを活用した需要家による省エネ・省 CO2（見
える化，経済的インセンティブ），系統安定化を目的とした需要家機器の制御が挙げられる[10]。現
在，当面のスマートメータの機能として，①遠隔検針（月別），②遠隔開閉，③計測データの収集・
発信（30 分値），④カレンダー機能による PV 出力抑制が検討されている。さらにその先の技術と
して，需要家の発電機器（PV，FC 等）や消費機器（HP 給湯器，EV，エアコン等）のリアルタイ
ム制御が想定されているが，社会的受容性を含めた実需要や技術的な実現可能性，コスト等を踏
まえて，将来における様々なツール（通信インフラ等）の中から最適な方法を検討していくこと
が必要である。 
 
   
 (a) GE 社次世代電力計[8] (b) Google 社 PowerMeter [9] 
図 5.5 スマートメータと電力消費のリアルタイム計測 
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(b) 次世代の配電系統の運用形態 
図 5.6 スマートメータによる系統運用形態のパラダイムシフトの可能性 
 
(3) 配電系統の電圧管理面から見た可制御負荷のポテンシャル 
ここでは，可制御性を有する需要家設備として HP 給湯器と EV 充電器を取り上げ，可制御負荷
の運用形態が配電系統に与える影響を概説し，可制御負荷を活用した電圧管理の可能性について
示す。 
図 5.7 に，可制御負荷の運用形態とその影響について示す。一般に，HP 給湯器や EV 充電器は，
負荷平準化の観点から電気料金の安い深夜時間帯に運転される。これらの需要家機器は定格容量
が 1kW～2kW と比較的大きいため，電力系統全体として十分な負荷平準化効果が期待できる。し
かしながら，特定の地域に集中的に設置された場合には，同時刻に一斉起動されることで，過大
な電圧降下や柱上変圧器の過負荷運転といったローカルな問題が引き起こされる恐れがある。こ
れに対して，HP 給湯器と EV 充電器の運転時間を深夜帯に限定せずに，昼間運転を含め複数の需
要家で協調させて運用することで，深夜帯の下限電圧逸脱解消，負荷率の向上，柱上変圧器の過
負荷解消，ローカルな負荷平準化による設備利用率の向上などに貢献できると考えられる。さら
に，HP 給湯器と EV 充電器の昼間運転は，PV 出力による電圧上昇を緩和できるため，電圧逸脱
およびそれに伴う PV 出力抑制を回避することが可能である。住宅地域の配電フィーダには，お
よそ 1000 軒～2000 軒の需要家が接続されているため，HP 給湯器や EV の導入が最大ケースで進
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んだ場合，2030 年にはフィーダあたり 700kW～1400kW もの負荷が増加することになる（HP 給湯
器: 導入率 20%, 消費電力 1.2kW, EV 充電器: 導入率 30%, 消費電力 1.5kW として試算）。このう
ち 50%が制御可能であるとしても，十分な電圧制御能力が期待できる。ただし，個々の HEMS 住
宅では，これまでのエネルギー使用データを基に，経済性や利便性の観点から可制御負荷の運用
スケジュールが決定されると考えられる。需要家設備の運用は，基本的には需要家のエネルギー
利用効率を最大化することを目的として決定されるべきであり，系統運用者の都合で頻繁に運用
プロファイルを変更することは望ましくない。したがって，HEMS 住宅との連携は，系統設備が
最大能力を発揮した場合でも系統運用制約を満足できないような緊急時のサポート機能として用
いられるべきであると考えられる。 
これまで，住宅に設置された可制御負荷や分散型電源・蓄電池などの運転を最適化してエネル
ギー利用効率を最大化する手法がいくつか提案されている[11]-[13]。しかしながら，分散型電源が大
量導入された配電系統において，どのように HEMS 住宅と連携して系統安定化を図っていくかに
ついては，概念的な検討はなされているものの，具体的な方法は確立されていない。配電系統に
は膨大な数の需要家が接続されているため，HEMS 住宅の経済性・利便性・可制御性を十分に考
慮した上で，効率的でシンプルな管理システムを構築する必要がある。 
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図 5.7 需要家設備の運用形態とその影響 
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5.3 可制御負荷・分散型電源を活用した電圧管理手法 
本節では，可制御性を持つ需要家設備を活用して分散型電源が大量導入された系統電圧の管理
を行う方法について提案を行う。提案する電圧管理手法は，配電系統に面的に分布する多数の需
要家設備をセンサ開閉器区間ごとにグループ化し，それらの運用パターン（深夜運転モードと逆
潮流抑制モード）を，フィーダ単位もしくはセンサ開閉器区間単位で一括して管理し，適正電圧
の維持と当該配電系統の負荷率向上を図るものである。 
5.3.1 HEMS住宅の設備運用モード切替による電圧管理 
これまでに，住宅に設置された可制御負荷や分散型電源・蓄電池の運転を最適化してエネルギ
ー利用効率を最大化する手法はいくつか提案されている。例えば，文献[14]や文献[15]では，PV
設置住宅における HP 給湯器の昼間運転が PV 出力抑制の回避や HP 給湯器の給湯効率の向上に効
果的であることが示されており，天候や系統状態等に応じて可制御負荷の運用モードを複数使い
分けることも実用的な方法である言える。可制御負荷の運用モードとしては，できるだけ深夜電
力を消費して負荷平準化に貢献する深夜運用モードや，分散型電源からの逆潮流量を低減して電
圧上昇を抑制する逆潮流抑制モードが考えられる。過大な負荷電力や PV 余剰電力によって系統
状態が逼迫して安定運用が困難な場合には，各 HEMS 住宅に可制御負荷の運用モードの切替を要
請することで，配電系統の安定運用を維持しつつ，設備利用率を向上させることが可能である。
また，系統側からのサポート指令を運用モード切替とすることで，更なる通信コスト・計算コス
トが削減できるだけでなく，HEMS 住宅に設備運用の自由度を持たせることができる。HEMS 住
宅側も，系統側が協力的な HEMS 住宅に対して電気料金の割引といった経済的インセンティブを
与えることで，経済的ベネフィットを享受することができると考えられる。 
ただし，配電系統には，膨大な数の需要家が面的に分布しているため，需要家設備を個別に制
御することは現実的でない。また，系統管理を行う上では，フィーダの電圧・電流特性の把握が
重要であるため，個々の住宅負荷データよりもある程度まとまった電圧・電流データを参照する
ことが合理的である。一方，配電線にはセンサ開閉器が導入されており，センサ開閉器区間を単
位として負荷や分散型電源の把握がなされるものと考えられる。配電系統に分布する多数の
HEMS 住宅をセンサ開閉器区間ごとにグループ化することで，通信や計算にかかるコストを削減
でき，より容易に HEMS 住宅との連携を図れる。 
HEMS 住宅の一括管理の方法としては，①センサ開閉器区間単位と②フィーダ単位の 2 つが考
えられる。センサ開閉器区間を単位とした場合，より柔軟な負荷量の調整が可能となるため，配
電系統の運用幅の拡大が期待できる一方で，協力を要請する HEMS 住宅の組み合わせ候補数は大
きくなる。一つの配電用変電所バンクには 5 本～8 本のフィーダがあるため，フィーダあたりの
配電区間数を 3 つ，HEMS 住宅の運用モード数を 2 つとしても，その組み合わせ候補数は 2(5×3)
～2(8×3)と膨大となる。一方，フィーダを単位とした場合には，HEMS 住宅の組み合わせ候補数は
2
5～28と小さくなるが，フィーダ内のすべての HEMS 住宅の可制御負荷を制御することになるた
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め，負荷電力の変化量が過大となる恐れがある。導入率や系統状態を考慮して決定する必要があ
ると考えられる。 
以上を踏まえ，本研究では，配電系統に分布する多数の HEMS 住宅をセンサ開閉器区間ごとに
グループ化し，系統電圧の逼迫時に HEMS 住宅の設備運用モード切替を活用して電圧管理を行う
手法を提案する。図 5.8 に，提案する電圧管理手法の概要を示す。HEMS 住宅の設備運用モード
切替とは，予め各需要家がスマートメータから得られたエネルギー使用データを基に決定した 2
つの運用モード（深夜電力を利用する深夜運転モード，および分散型電源出力の影響を最小化す
る逆潮流抑制モード）を，配電系統管理者が系統状態に応じて集中的に管理するものである。な
お，HEMS 住宅の管理単位は，①センサ開閉器区間単位と②フィーダ単位の 2 ケースを検討する。 
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図 5.8 提案する電圧管理手法の概要 
5.3.2 最適化問題への帰着 
本研究では，配電系統における可制御負荷の運用モードを決定する問題を，系統運用制約を満
たした上で，配電用変電所バンクにおける負荷率の最大化，もしくは設備運用モードが切り替え
られる HEMS 住宅軒数の最小化が達成されるように，HEMS 住宅の運用モードを決定する問題と
して定義する。したがって，最適化する状態変数は，センサ開閉器もしくはフィーダでグループ
化された HEMS 住宅群の運用モード（0-1 変数）を要素とするベクトル変数である。目的関数は，
当該配電用変電所バンクにおける負荷率の逆数と HEMS 住宅のモード切替軒数の重み付け和
として定式化し，最小化を行う。制約条件には，系統電圧制約と線路容量制約を考慮した。 
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以下に問題の定式化を示す。 
［目的関数］ 
    MinimizeFFF  xx
21
)1(   ....................................................................... (5.1) 
（状態変数） 
 T
N
xxx 
10
x  ................................................................................................. (5.2) 
（配電用変電所バンクにおける負荷率） 
     xxx
AVEMAX
PPF 
1
 .......................................................................................................... (5.3) 
     xx ,,max
~0,~0
ntPP
NnTt
MAX

  .............................................................................................. (5.4) 
   xx ,,
1
00
ntP
NT
P
N
n
T
t
AVE 

  ........................................................................................... (5.5) 
       xx ,,,,,, ntPntPntPntP
CLPVLOAD
  ...................................................................... (5.6) 
（需要家設備の操作量） 
 CLPF Δ2  ............................................................................................................................... (5.7) 
［制約条件］ 
（系統電圧制約） 
     nVntVnV MAXMIN  ,  ...................................................................................................... (5.8) 
（線路容量制約） 
   nIntI MAX,  ........................................................................................................................ (5.9) 
ここで，F1：配電用変電所バンクにおける負荷率の逆数，F2：対象とする HEMS 住宅のモ
ード切替軒数，α：重み係数，x：可制御負荷の運転モードに関する 0-1 変数，PAVE：総負荷電
力の平均値，PMAX：総負荷電力の最大電力，P(t,n)：時間 t 地点 n での電力収支，PLOAD(t,n)：
時間 t 地点 n での電力負荷，PPV(t,n)：時間 t 地点 n での PV 出力，PCL(t,n,x)：時間 t 地点 n で
の可制御負荷の消費電力，V(t,n)：時間 t 地点 n での電圧，VMIN(n)：地点 n での電圧下限値，
VMAX(n)：時間 t 地点 n での電圧上限値，IMAX(n)：地点 n での最大許容電流，N：ノード総数，
T：時間断面総数 
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5.3.3 列挙法による最適化問題の解法 
問題の解法は，完全列挙法による最適潮流計算に基づく。その概要は，センサ開閉器区間もし
くはフィーダを単位として HEMS 住宅の運用モードの組み合わせ候補をすべて抽出して，系統電
圧制約（(5.8)式）と線路容量制約（(5.9)式）を満足する候補の中から，目的関数 F が最小となる
解 x を最適な HEMS 住宅の運用モードの組み合わせとして決定するものである。なお，目的関数
は，当該配電用変電所バンクにおける負荷率の逆数と HEMS 住宅のモード切替軒数の重み付け
和で表わされているが，重み係数 α は系統側のニーズとして予め設定されるものとする。 
以下に，具体的な解法の手順を示す。 
STEP 1: 初期の系統状態の把握 
センサ開閉器区間ごとの系統実績データ，および各 HEMS 住宅の設備運用データを基に，
三相潮流計算を実行して電圧・電流分布を算出し，初期の系統状態を把握する。 
STEP 2: 逸脱判定 
算出した電圧・電流分布を基に，系統電圧制約と線路容量制約を逸脱しているかどうかを
確認する。制約違反がない場合は終了し，制約違反がある場合は STEP 3 へ進む。 
STEP 3: 組み合わせ候補の生成 
センサ開閉器区間，もしくはフィーダを単位として，HEMS 住宅の設備運用モード（0-1
変数）の組み合わせ（解ベクトル x）をすべて抽出する。また，系統側のニーズに応じて目
的関数の重み係数 α（0≦α≦1）を設定する。 
STEP 4: 運用モード切替後の系統状態の把握 
組み合わせ候補 m（= 1, 2, …, M）に対して，三相潮流計算を実行して，各時間断面におけ
る電圧・電流分布を算出する。 
STEP 5: 目的関数の算出 
算出した電圧・電流分布を基に，(5.1)式の目的関数 F に従って組み合わせ候補 m を評価す
る。 
STEP 6: 組み合わせの更新・終了判定 
すべての組み合わせ候補を評価したならば，STEP 7 へ進む。そうでないならば，組み合わ
せ候補番号を m = m +1 として，STEP 4 へ戻る。 
STEP 7: 最適モードの決定 
目的関数値が最小となる組み合わせ候補を最適解として決定する。解ベクトル x の各要素
を設備運用モード指令として，各グループ（センサ開閉器区間，フィーダ）内に存在する HEMS
の設備運用モードを切り替える。 
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5.4 モデル系統でのシミュレーション結果 
本節では，モデル系統上でシミュレーションを行い，提案した電圧管理手法の妥当性を検証す
る。以下では，まず，単一フィーダモデルを用いて，すべて深夜運転モードで運転した場合，セ
ンサ区間単位で負荷管理を行った場合，フィーダ単位で負荷管理を行った場合の 3 ケースの比較
を行い，可制御性と計算時間の面からフィーダ単位で負荷管理を行う優位性について示す。次に，
実規模である６フィーダモデルを用いて，提案した負荷管理手法の実現可能性を検証し，フィー
ダ単位で需要家設備を一括して制御することで，適正電圧の維持と分散型電源出力の有効活用が
達成できることを示す。 
5.4.1 単一フィーダモデルでの電圧制御能力の検証 
(1) シミュレーション条件 
(a) ネットワークモデル 
対象とするモデル系統として 3 分割 3 連系方式の配電系統を想定し，配電用変電所バンク以下
1 フィーダのネットワークモデルを構築した。図 5.9 に，単一フィーダでの配電系統モデルの概要
図を示す。単一フィーダモデルは，センサ開閉器ノード 6 個，負荷接続ノード 11 個，配電線ブラ
ンチ 17 本で構成されている。各負荷接続ノードには，24 個の柱上変圧器を介して各相 80 軒の低
圧需要家（住宅）が接続されている。また，ノード 0 をスラック母線とし，フィーダの根本側に
は負荷時タップ切替変圧器（LRT）を設置した。適正電圧範囲については，各負荷接続ノードに
おいて 6300V ~ 6900V とした。配電線種については，第 1 区間と第 2 区間の幹線で AL240
（0.126+j0.311 pu/km）を用い，第 1 区間と第 2 区間の分岐線および第 3 区間の幹線で AL120
（0.252+j0.348 pu /km）を用いた。また，第 1 区間と第 2 区間の幹線間は 500m，負荷接続ノード
間は 800m としており，フィーダの亘長は 7.7km となっている。 
(b) 負荷（電力負荷・熱負荷）モデル 
電力負荷については，定電力のノード集中負荷としてモデル化し，各ノード負荷には住宅地域
の 60 分平均データを用いる。図 5.10 に，需要家一軒あたりの負荷電力のプロファイルを示す。
住宅負荷には中間期のデータを与える。ただし，ここで言う住宅負荷とは，HP 給湯器と EV 充電
器を除いた電力消費を意味している。熱負荷については，各住宅負荷に対して 60 分平均データを
与え，HP 給湯器の運転時間は熱負荷のプロファイルに基づいて決定する。なお，簡単化のため，
各開閉器区間での需要家の電力需要・熱需要はすべて同一とした。 
(c) 分散型電源（PV）モデル 
分散型電源として太陽光発電（PV）を想定し，定電力のノード集中負荷（マイナスの負荷）と
してモデル化する。図 5.10 に，需要家一軒あたりの PV 出力のプロファイルを示す。PV 出力には
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快晴日のプロファイルを用いることとし，中間期における日射量を基にプロファイル作成した。 
(d) HP給湯器モデル 
HP 給湯器には，住宅で一般的に導入される定格出力 4.0 kW のものを想定する。HP 給湯器の性
能は COP（Coefficient Of Performance: 成績係数）により表現される。COP は給水温度および HP
給湯器の給湯温度に依存し，給水温度が高い場合および給湯温度が低い場合に，COP は高くなる。
HP 給湯器の消費電力については，定格出力を COP で割ることで求まる。簡単化のため，COP は
4.0 一定とし，貯湯タンクの蓄熱効率は考慮しない。よって，HP 給湯器の消費電力は 1.0kW とな
る。なお，HP 給湯器の運転時間については，起動停止回数を 2 回までとして，住宅の熱負荷（給
湯需要）の総量を満足するように決定した。図 5.11 に，深夜運転モード（Mode 0）で運用した場
合と逆潮流抑制モード（Mode 1）で運用した場合の HP 給湯器の運用パターンをそれぞれ示す。
なお，図中での D は給湯を意味している。 
(d) EV充電器モデル 
EV 充電器の定格容量は 16kWh とし，EV 充電器は充電電流 15A の定電流負荷で模擬した。100V
での充電を想定しているので，消費電力は 1.5kW となる。また，運転時間については，文献[16]
の EV 充電を基に充電時間帯を決定し，一回起動・連続運転とした。図 5.12 に，深夜運転モード
（Mode 0）で運用した場合と逆潮流抑制モード（Mode 1）で運用した場合の EV 充電器の運用パ
ターンをそれぞれ示す。なお，図中での C は充電を，D は運転を意味している。 
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図 5.9 単一フィーダ配電系統モデル 
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図 5.10 電力需要および PV 出力プロファイル 
 
Time 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
Section1 D D D D
Section2 D D D D D
Section3 D D D  
(a) 深夜運転モード（Mode 0） 
Time 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
Section1 D D D D
Section2 D D D D D
Section3 D D D  
(b) 逆潮流抑制モード（Mode 1） 
図 5.11 HP 給湯器の各モードでの運転プロファイル 
 
Time 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
Section1 C C C C C C C D D D D D
Section2 C C C C C C C C D D D D D D D D D D D D D D C
Section3 C C C C D D D D D C  
(a) 深夜運転モード（Mode 0） 
Time 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
Section1 D C C C C C C C D D D D
Section2 C C C C C C C C D D D D D D D D D D D D D D C
Section3 D D D C C C C C D D  
(b) 逆潮流抑制モード（Mode 1） 
図 5.12 EV 充電器の各モードでの運転プロファイル 
（C: Charge, D: Drive） 
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(2) シミュレーション結果 
上記シミュレーション条件を基に，三相潮流計算を用いたシミュレーションを行った。表 5.2
に，各センサ開閉器区間における HEMS 住宅の運用モード，および評価関数値（負荷率）をそれ
ぞれ示す。Case1 がすべて深夜運転モードで運転した場合，Case2 がセンサ区間単位で負荷管理を
行った場合，Case3 がフィーダ単位で負荷管理を行った場合である。HEMS 住宅の運用モードに
関しては，PV が大量導入された配電フィーダでは，すべてのセンサ開閉器区間において逆潮流抑
制モードで運用されることがわかる。これは，可制御負荷の運用上の制約によって昼間に移行で
きる負荷量に限界があり，一つのセンサ開閉器区間だけでは PV 出力を補償するのに十分な負荷
変化量が得られないためである。よって，フィーダ単位で HEMS 住宅を一括管理した場合と等し
い結果となり，センサ開閉器区間単位で管理するメリットは確認できなかった。今回のシミュレ
ーションモデルでの計算時間は，センサ開閉器区間単位で運用モードを切替えた場合には平均で
約 40 秒，フィーダ単位で切替た場合には平均で 10 秒であった。なお，計算機スペックは，Software：
python2.3，CPU：Corei5 650 3.20GHz，Memory：4.0GB である。 
図 5.14 に，すべての HEMS 住宅が深夜運転モードで運用された場合の可制御負荷・電圧・電力
プロファイルをそれぞれ示す。図 5.14(a)より，従来通りのモード場合には，深夜から早朝にかけ
ての割引料金帯に可制御負荷が運転していることがわかる。図 5.14(b)より，同様に，深夜から早
朝にかけて可制御負荷が過度に運転することにより，下限電圧逸脱が起きていることがわかる。
また，PV 発電時の昼間には上限電圧逸脱が起きていることがわかる。 
図 5.15 に，提案手法で運用モードを決定した場合の可制御負荷・電圧・電力プロファイルをそ
れぞれ示す。一方，図 5.15(a)より，提案手法の場合には，可制御負荷が，深夜から早朝にかけて
の割引料金帯に加え，PV 発電時の昼間にも運転していることが確認できる。図 5.15(b)より，深
夜から早朝にかけて可制御負荷が過度に運転しないことに加え，PV 発電時に運転することにより，
上下限電圧ともに逸脱を回避していることが確認できる。 
以上より，フィーダ単位で HEMS 住宅の運用モードを一括して切替えることで適正電圧を維持
できる可能性があること，HEMS 住宅の可制御性や計算時間の観点からセンサ開閉器区間単位で
運用モードを一括管理するメリットは小さいことを把握した。 
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表 5.2 各区間における HEMS 住宅の運用モードと評価値 
 HEMS 住宅の運用モード 評価値 
 区間 1 区間 2 区間 3 負荷率 
Case1 Mode 0 Mode 0 Mode 0 11.5 % 
Case2 Mode 1 Mode 1 Mode 1 22.4 % 
Case3 Mode 1 Mode 1 Mode 1 22.4 % 
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 (b) ノード電圧のプロファイル (b) ノード電圧のプロファイル 
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 (c) 各ノードでの電力潮流 (c) 各ノードでの電力潮流 
 図 5.14 負荷平準化モードでの結果 図 5.15 逆潮流抑制モードでの結果 
 
 
161 
 
5.4.2 ６フィーダモデルでの電圧制御能力の検証 
5.4.1 節の単一フィーダモデルで述べたように，可制御性や計算時間の観点からセンサ開閉器区
間単位で HEMS 住宅の運用モード切替を行うメリットは尐ないことを確認した。そこで，次の６
フィーダモデルでは，センサ開閉器で囲まれた区間ではなく，1 つのフィーダを単位として HEMS
住宅の可制御負荷をグループ化し検証を行っていく。また，評価関数値として，負荷率に加え，
情報通信の観点からモード切替回数も考慮する。以下にシミュレーション条件，シミュレーショ
ン結果をそれぞれ示し，最後に電圧制御能力の検証を行う。 
(1) シミュレーション条件 
(a) ネットワークモデル 
対象とするモデル系統として，3 分割 3 連系方式の 6.6kV 配電系統を想定し，ネットワークモ
デルを構築した。図 5.17 に６フィーダでの配電系統モデルの概要図を示す。６フィーダでの配電
系統モデルは，配電用変電所以降に高圧線を介して 6 つのフィーダ，センサ開閉器ノード 36 個，
負荷接続ノード 66 個，配電線ブランチ 103 本で構成されている。また，配電系統の根本側には負
荷時タップ切替変圧器（LRT）が設置されている。需要家としては，工業・住宅・HEMS 住宅を
想定している。それぞれ，1，2 フィーダ目に工業負荷が，3～6 フィーダ目に住宅が接続されてい
る。ただし，住宅フィーダの内，Node54～56，66，79～81 および 6 フィーダ目は HEMS 住宅が
接続しているとした。工業・住宅には，負荷（電気・熱）が設置されている。HEMS 住宅には，
通常の住宅に加え，PV，HP 給湯器，EV 充電器が設置されている。適正電圧範囲については，各
負荷接続ノードにおいて 6300V ~ 6900V とした。LDC 方式による送出し電圧制御を行う。配電線
種については，第 1 区間と第 2 区間の幹線で AL240（0.126+j0.311 pu/km）を用い，第 1 区間と第
2 区間の分岐線および第 3 区間の幹線で AL120（0.252+j0.348 pu /km）を用いた。また，第 1 区間
と第 2 区間の幹線間は 400m，負荷接続ノード間は 800m としており，フィーダの亘長は 7.6km と
なっている。 
配電用変電所 LRTの制御方式には LDC方式を採用し，LRTの 4つの制御パラメータ（Imin, Imax, 
Vmin, Vmax）はそれぞれ（250A, 650A, 6640V, 6725V）と設定した。 
(b) 負荷（電力負荷・熱負荷）モデル 
電力負荷については，定電力のノード集中負荷としてモデル化し，各ノード負荷には住宅地域
と工業地域の 60 分平均データを用いる。住宅負荷には季節別（夏季・中間期・冬季）のデータを
与える。図 5.17 に，各季節（夏季・中間期・冬季）の需要家一軒に平均化した負荷電力のプロフ
ァイルを示す。ここで言う住宅負荷とは，HP 給湯器と EV 充電器を除いた電力消費を意味してい
る。 
熱負荷については，住宅負荷に対して季節別（夏季・中間期・冬季）の 60 分データを与え，
HP 給湯器の運転時間は熱負荷のプロファイルに基づいて決定する。 
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(c) 分散型電源（PV）モデル 
分散型電源として太陽光発電（PV）を想定し，定電力のノード集中負荷（マイナスの負荷）と
してモデル化する。図 5.17 に，各季節（夏季・中間期・冬季）の需要家一軒あたりの PV 出力の
プロファイルを示す。PV 出力には快晴日のプロファイルを用いることとし，各季節における日射
量を基にプロファイル作成した。 
(d) HP給湯器モデル 
HP 給湯器には，単一フィーダモデルと同様に，住宅で一般的に導入されている定格出力 4.0 kW
のものを想定した。COP は，簡単化のため 4.0 と一定とした。定格出力を COP で除することによ
り消費電力が求まるので，HP 給湯器の消費電力は 1.0kW となる。なお，運転時間については各
季節の熱需要よりあらかじめ運転時間を求め，複数回起動を可能とした。なお，簡単化のため，
貯湯タンクの蓄熱効率は考慮していない。図 5.18 に，各季節（夏季・中間期・冬季）の需要家一
軒に平均化した HP 給湯器の運用パターンを示す。 
(e) EV充電器モデル 
EV 充電器は充電電流 15A の定電流負荷で模擬した。100V での充電を想定しているので，消費
電力は 1.5kW となる。また，運転時間については，単一フィーダモデルと同様に文献[16]の EV
充電を基に充電時間帯を決定した。また，複数回起動を可能とした。図 5.19 に需要家一軒に平均
化した各モードの EV 充電器の運用パターンを示す。 
Distribution system model (104 node model)
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図 5.17 ６フィーダ配電系統モデル 
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 (b) 夏季 (b) 夏季 
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 (c) 冬季 (c) 冬季 
 図 5.17 電力負荷と PV 出力のプロファイル 図 5.18 HP 給湯器の運用プロファイル 
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図 5.19 EV 充電器の運用プロファイル 
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(2) シミュレーション結果 
上記シミュレーション条件に基づき，三相潮流計算を用いたシミュレーションを行った。表 5.2
～表 5.4 に，各季節（中間期，夏季，冬季）における，各フィーダの HEMS 住宅の運用モード，
および評価関数値（負荷率・モード切替回数）をそれぞれ示す。なお，表中での Case1 はすべて
深夜運転モードで運転した場合。Case2 は (5.1)式において α = 1 の場合，つまり負荷率最大化を
優先した場合。また，Case3 は (5.1)式において α = 0 の場合，つまりモード切替軒数の最小化を
優先した場合である。図 5.20～図 5.22 に，各季節（中間期，夏季，冬季）におけるシミュレーシ
ョン結果として，各運用モードでの可制御負荷と系統電圧のプロファイルをそれぞれ示す。 
中間期については，図 5.20(a)(b)より，負荷平準化モードの場合には，深夜から早朝にかけての
割引料金帯に可制御負荷が集中的に運転されており，深夜 0 時～2 時にかけて系統電圧が下限値
を逸脱していることがわかる。また，PV 出力によってフィーダ 6 の末端電圧（Node 99）が大き
く上昇して電圧分布が逼迫していることがわかる。一方，図 5.20(c)(d)より，提案手法（負荷率最
大化）を用いて HEMS 住宅の運用モードを変更した場合には，フィーダ 4～6 における可制御負
荷の昼間消費電力量が増加し，深夜の電圧逸脱が解消されるとともに，PV 出力による電圧上昇が
緩和されていることがわかる。また，図 5.20(e)(f)より，提案手法（モード切替最小化）を用いた
場合には，フィーダ 6 の可制御負荷が逆潮流抑制モードとなっており，尐ないモード切替で電圧
逸脱を解消できていることがわかる。 
夏季については，中間期と同様の結果が得られた。図 5.21(a)(b)より，負荷平準化モードの場合
には，深夜 0 時～2 時にかけて系統電圧が下限値を逸脱している。また，PV 出力によってフィー
ダ 6 の末端電圧（Node 99）が大きく上昇して電圧分布が逼迫している。一方，図 5.21(c)(d)より，
提案手法（負荷率最大化）を用いて運用モードを変更した場合には，フィーダ 4～6 における可制
御負荷の昼間消費電力量が増加し，深夜の電圧逸脱が解消されるとともに，PV 出力による電圧上
昇が緩和されている。また，図 5.21(e)(f)より，提案手法（モード切替最小化）を用いた場合には，
フィーダ 6 の可制御負荷が逆潮流抑制モードとなっており，尐ないモード切替で電圧逸脱を解消
できていることがわかる。 
冬季については，熱需要が大きく HP 給湯器の運用幅が小さくなるため，中間期・夏季と比べ
て運用モード切替による改善効果は小さくなっている。中間期・夏季では，HP 給湯器を深夜から
早朝にかけて最大 8 時間運転することで給湯需要を賄えるため，日中（8 時以降）の運用自由度
は確保される。しかしながら，冬季の場合には，深夜から早朝にかけての 8 時間の運転のみでは
給湯需要のすべてを賄うことができず，日中の運用自由度が小さくなるためである。図 5.22(a)(b)
より，負荷平準化モードの場合には，深夜から早朝にかけての割引料金帯に可制御負荷が集中的
に運転されており，深夜 0 時において系統電圧が下限値を逸脱していることがわかる。また，冬
季は熱負荷が大きいために HP 給湯器が最大 11 時まで長時間運転されていることが確認できる。
一方，図 5.22(c)(d)より，提案手法（負荷率最大化）を用いて HEMS 住宅の運用モードを変更した
場合には，フィーダ 4～6 における可制御負荷の昼間消費電力量が増加し，深夜の電圧逸脱が解消
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されるとともに，PV 出力による電圧上昇が緩和されていることがわかる。また，図 5.22(e)(f)より，
提案手法（モード切替最小化）を用いた場合には，フィーダ 6 の可制御負荷が逆潮流抑制モード
となっており，尐ないモード切替で電圧逸脱を解消できていることがわかる。 
 
表 5.3 中間期の各フィーダにおける HEMS 住宅の運用モードと評価値 
 HEMS 住宅の運用モード 評価値 
 フィーダ 4 フィーダ 5 フィーダ 6 負荷率 切替軒数 
Case1 Mode 0 Mode 0 Mode 0 62.5 % 0 
Case2 Mode 1 Mode 1 Mode 1 69.8 % 2160 
Case3 Mode 0 Mode 0 Mode 1 67.7 % 1320 
 
Time [h] 
Po
w
er
 [k
W
h
] 
0
500
1000
1500
2000
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
feeder4
feeder5
feeder6
5800
6000
6200
6400
6600
6800
7000
7200
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
Nd.3 Nd.14 Nd.19 Nd.31 Nd.36 Nd.48
Nd.53 Nd.65 Nd.70 Nd.82 Nd.87 Nd.99
Time [h] 
L
in
e
 v
o
lt
a
g
e
 [
V
] 
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 (c) 提案手法（負荷率最大化）を (d) 提案手法（負荷率最大化）を 
 用いた場合の可制御負荷 用いた場合のノード電圧 
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 (e) 提案手法（モード切替最小化）を (f) 提案手法（モード切替最小化）を 
 用いた場合の可制御負荷 場合のノード電圧 
図 5.20 中間期でのシミュレーション結果（導入率 50%） 
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表 5.4 夏季の各フィーダにおける HEMS 住宅の運用モードと評価値 
 HEMS 住宅の運用モード 評価値 
 フィーダ 4 フィーダ 5 フィーダ 6 負荷率 切替軒数 
Case1 Mode 0 Mode 0 Mode 0 68.4 % 0 
Case2 Mode 1 Mode 1 Mode 1 70.6 % 2160 
Case3 Mode 0 Mode 0 Mode 1 70.4 % 1320 
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 (a) 負荷平準化モードの可制御負荷 (b) 負荷平準化モードのノード電圧 
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 (c) 提案手法（負荷率最大化）を (d) 提案手法（負荷率最大化）を 
 用いた場合の可制御負荷 用いた場合のノード電圧 
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 (e) 提案手法（モード切替最小化）を (f) 提案手法（モード切替最小化）を 
 用いた場合の可制御負荷 場合のノード電圧 
図 5.21 夏季でのシミュレーション結果（導入率 50%） 
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表 5.5 冬季の各フィーダにおける HEMS 住宅の運用モードと評価値 
 HEMS 住宅の運用モード 評価値 
 フィーダ 4 フィーダ 5 フィーダ 6 負荷率 切替軒数 
Case1 Mode 0 Mode 0 Mode 0 67.8 % 0 
Case2 Mode 1 Mode 1 Mode 1 72.3 % 1728 
Case3 Mode 0 Mode 0 Mode 1 70.5 % 1056 
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図 5.22 冬季でのシミュレーション結果（導入率 40%） 
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次に，分散型電源の増加に対する提案手法の有効性を検証するために，各運用モードでの分散
型電源（PV）の導入限界量を算出した。図 5.23 に，深夜運用モードおよび提案手法（負荷率最大
化，モード切替最小化）に基づいて HEMS 住宅が可制御負荷を運用した場合の各季節における分
散型電源（PV）の導入限界を示す。さらに，各季節・各導入率での配電用変電所バンクにおける
負荷率を表 5.6 に，HEMS 住宅の運転モード切替回数を表 5.7 にそれぞれ示す。表中の「×」は，
制約違反を示している。 
図 5.23 より，深夜運用モードで運用した場合の PV 導入限界量は，それぞれ夏季 40%，中間期
40%，冬季 30%となった。冬季が 30%と最小となった理由は，冬季の熱需要（給湯需要）は大き
く，HP 給湯器の起動停止の自由度が小さいためである。また，提案手法を用いた場合の PV 導入
限界量は，負荷率最大化ケース（α=1）およびモード切替最小化ケース（α=0）で，夏季 80%，中
間期 70%，冬季 40%となった。表 5.6 より，各ケースでの当該配電系統の負荷率は，PV と HEMS
住宅の導入拡大とともに減尐する傾向を示した。また，負荷率を最大化した場合の方が可制御負
荷のモード切替回数の最小化した場合に比べ，負荷率が高くなっていることが確認できる。表 5.7
より，モード切替軒数は，可制御負荷のモード切替回数の最小化した場合の方が負荷率を最大化
した場合に比べ切替回数が低くなっていることが確認できる。 
 
0%
20%
40%
60%
80%
100%
Summer Middle season Winter
Conventional  Proposed α=1 Proposed α=0 
P
e
n
e
tr
a
ti
o
n
 L
im
it
 [
%
] 
 
図 5.23 各運用モードでの導入限界 
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表 5.6 各季節・各導入率での負荷率 
導入率 
夏季 中間期 冬季 
α = 1 α = 0 α = 1 α = 0 α = 1 α = 0 
0% 74.9 74.6 75.5 
10% 73.8 73.4 76.2 
20% 72.9 72.4 73.7 
30% 72 70.9 70.5 
40% 71.2 66.4 72.3 70.5 
50% 70.6 70.4 69.8 67.7 × 
60% 69.8 69.0 68.6 64.7 × 
70% 69.1 66.7 66.2 62.2 × 
80% 66.7 64.6 × × 
90% × × × 
100% × × × 
表 5.7 モード切替回数 
導入率 
夏季 中間期 冬季 
α = 1 α = 0 α = 1 α = 0 α = 1 α = 0 
0% 0 0 0 
10% 0 0 0 
20% 0 0 0 
30% 0 0 0 
40% 0 0 1728 1056 
50% 2160 1320 2160 1320 × 
60% 2592 1584 2592 1584 × 
70% 3024 1848 3024 1848 × 
80% 3456 2112 × × 
90% × × × 
100% × × × 
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5.5 本章のまとめ 
本章では，可制御性を有する需要家設備の活用による電圧管理の高度化として，次世代配電系
統における需要家設備を活用した電圧管理集中手法を提案し，シミュレーションモデルにより妥
当性を検証した。提案する電圧管理手法は，配電系統に面的に分布する多数の需要家設備をフィ
ーダ単位でグループ化し，それらの運用パターン（夜間消費パターンと逆潮流抑制パターン）を
一括して管理して適正電圧の維持と当該配電系統の負荷率向上を図るものである。需要家内に設
置される可制御負荷として，今後の導入拡大が期待されているヒートポンプ給湯器とプラグイン
電圧自動車を想定し，分散型電源の大量導入によって適正電圧の維持が困難となった配電系統モ
デルに対して，提案手法の有効性を検証した。シミュレーションを通して，提案手法に基づいて
各 HEMS 住宅の設備運用パターンを決定することで，適正電圧の維持と当該配電系統の負荷率改
善が達成できることを確認した。また，HEMS 住宅をセンサ開閉器区間単位で一括管理した場合
とフィーダ単位で一括管理した場合の比較を行い，計算時間と可制御性の面からフィーダごとに
一括管理する有用性を示した。ただし，実際の適用にあたっては，期待できる可制御負荷の制御
能力，負荷管理によって削減される設備投資コスト，負荷制御（インセンティブ）に要するコス
トを考慮する必要がある。したがって，提案した電圧管理システムの経済性分析，およびそれに
関わる制度設計については，今後の重要な課題であると言える。 
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第６章 
総括 
 
6.1 本研究の成果 
本論文は，センサ開閉器が導入された配電自動化システムを想定して，分散型電源の大量導入
に対応した電圧管理手法を提案し，計算機シミュレーションと配電系統アナログシミュレータを
用いた実験を通して検証された結果をまとめたものである。検討した課題と成果は，以下の通り
である。 
課題１：分散型電源が連系された配電系統の状態把握と電圧推定（第 2章） 
第 2 章では，現状の配電系統への分散型電源の安定的かつ円滑な導入を目的として，分散型電
源が連系された配電系統の評価手法，および状態推定手法の開発を行った。 
まず，負荷や分散型電源が面的な広がりを考慮した上で，分散型電源の導入拡大が配電系統の
電力品質に与える影響を，モンテカルロ法を用いて評価した。次に，分散型電源の地点別・時間
別連系可能容量の算定手法を提案し，現状の配電系統において分散型電源の導入拡大が進められ
た場合に，どの程度の導入率でどういった電力品質問題が発生するのかを明らかにした。これら
の研究を通して，以下のことを確認した。 
・ 分散型電源の導入拡大に対して，電圧問題が支配的な制約になる。 
・ 単相連系の分散型電源の導入拡大が進んだ場合，電圧不平衡の増加リスクは小さくないもの
の，規定値 3%を逸脱する可能性は小さい。 
・ 分散型電源の導入拡大に対して，配電損失は減尐する傾向にある。 
・ 分散型電源の連系可能量は，末端配電線（配電線亘長が長い）ほど小さく，負荷量が大きい
ほど大きくなる。 
さらに，分散型電源が連系された配電系統の状態推定として，センサ開閉器の情報から配電系
統全体の電圧分布を推定する手法を提案し，提案手法を用いることでセンサ開閉器情報（統計デ
ータ）だけでは確認できない電圧逸脱を明らかにし，その後の電圧管理に活用できることを明ら
かにした。そのアルゴリズムは，適用が容易で近似最適解を確実に獲得できる最適化手法 Particle 
Swarm Optimization（PSO）に基づいたもので，各ノード（地点）における負荷電力・分散型電源
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出力を変数として，センサ開閉器が設置された地点における電圧誤差と電流誤差の二乗和が最小
となるような電圧分布を算定した。計算機シミュレーションと実験の双方から電圧推定法の妥当
性を検証した結果，繰り返し計算のため計算時間は多尐かかるものの，電圧分布を高精度に推定
できることを確認した。 
課題２：既存の電圧制御器（LRT, SVR）の最適整定による電圧維持能力の向上（第 3章） 
第 3 章では，センサ開閉器によって把握が可能となった配電線の電圧・電流情報を活用して，
既存の電圧制御器（LRT, SVR）の最適整定を行い，分散型電源が連系された配電系統における電
圧適正化を図った。 
まず，最適化手法 PSO に基づいて複数の電圧制御器（LRT, SVR）の制御パラメータを同時に最
適化する手法を提案した。モデル系統上でのシミュレーションを通して，提案手法を用いて電圧
制御器の制御パラメータを最適化することで，分散型電源が連系された場合にも適正電圧を維持
することができ，分散型電源の連系可能量を増加させることができることを示した。また，負荷
特性の違いや分散型電源の導入によって各フィーダの電圧分布に偏りが生じた配電系統でも，提
案手法を用いることで有効な制御パラメータを効率的に決定できることを確認した。さらに， 
LDC 制御の不感帯幅をパレート最適解に基づいて設定することで，適正電圧を維持しつつ，一日
のタップ切替回数を低減して電圧制御器（LRT, SVR）の長寿命化が図れることを示した。 
課題３：センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御の適用（第 4章） 
第 4 章では，想定外の需要変化や分散型電源の出力変動，あるいは配電線事故による系統構成
の変更に対応するために，センサ開閉器情報に基づいた集中型電圧制御方式の適用を検討し，配
電系統アナログシミュレータ上でその電圧制御能力を検証した。 
まず，センサ開閉器から得られる電圧データを基に，電圧制御器（LRT, SVR）を集中的に制御
するロジックを提案した。提案した制御ロジックは，従来から用いられている LDC 方式を拡張し
たもので，多地点の電圧情報から評価基準となる電圧値を算出し，制御目標値を中心とする不感
帯からの逸脱量の積分値が閾値を超過した場合に，電圧制御器（LRT, SVR）のタップを制御して
系統電圧の適正化を図った。配電系統アナログシミュレータを用いて実験を行い，計測情報に基
づいて LRT と SVR を集中的に制御することで，分散型電源が大量導入された場合でも適正電圧
の維持が可能であることを把握した。 
次に，分散型電源の不安定出力に伴う急峻な電圧変動への対策として，無効電力補償器（SVC）
の適用を想定して，電圧制御器（LRT, SVR）との協調が可能な SVC の自律分散制御方式を提案し
た。提案した制御方式は，電圧変動を補償するロジックと電圧逸脱を解消するロジックを組み合
わせたハイブリッド方式で，LRT や SVR では対応できない短時間の電圧変動と電圧逸脱を効率的
に改善できるものである。配電系統アナログシミュレータを用いて実験を行い，分散型電源の不
安定出力によって急峻な電圧変動が発生した場合でも，適正電圧の維持が可能であることを明ら
かにした。 
さらに，分散型電源の不均等連系によってフィーダ間で大きな電圧分布の偏りが生じる場合へ
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の対策として，ループ配電方式の適用（配電系統をループ状にして運用すること）を想定して，
ループ配電系統における集中型電圧制御方式の適用効果を検証した。配電系統アナログシミュレ
ータを用いた実験を通して，分散型電源が大量かつ不均等に連系された場合でも，ループ配電方
式と集中型電圧制御方式の適用によって適正電圧の維持を達成できることを明らかにした。さら
に，配電区間で事故が発生した場合でも，センサ開閉器情報に基づいた電圧制御器（LRT）の集
中制御と健全区間の分散型電源の出力制御によって，適正電圧の維持もしくは電圧逸脱量の最小
化が図れることを示した。 
課題４と成果：需要家設備を活用した統合型電圧制御手法の適用（第 5章） 
第 5 章では，可制御性を持つ需要家設備を活用して分散型電源が大量導入された系統電圧の管
理を行う方法を提案した。提案する電圧管理手法は，エネルギー管理システム（HEMS）が導入
された住宅（HEMS 住宅）との連携によって，配電系統の安定化と効率化を行うものである。具
体的には，配電系統に面的に分布する多数の需要家設備をフィーダ単位でグループ化して，それ
らの運用パターン（夜間消費パターンと逆潮流抑制パターン）を一括管理することで，適正電圧
の維持と当該配電系統の負荷率向上を図る。需要家内に設置される可制御負荷として，今後の導
入拡大が期待されているヒートポンプ給湯器とプラグイン電圧自動車を想定し，分散型電源が大
量導入された配電系統モデルを構築した上でシミュレーションを行い，提案手法の有効性を検証
した。配電系統モデル上でのシミュレーションを通して，分散型電源からの逆潮流量が著しく大
きい場合や分散型電源の分布がフィーダ間で大きく偏っている場合にも，適正電圧の維持と当該
配電系統の負荷率改善が達成できることを確認した。 また，HEMS 住宅をセンサ開閉器区間単位
で一括管理した場合とフィーダ単位で一括管理した場合の比較を行い，計算時間と可制御性の面
からフィーダごとに一括管理する有用性を示した。 
 
全体を通しては，センサ開閉器情報に基づいた電圧制御器（LRT, SVR）の集中制御をベースと
して，系統状態に応じて無効電力補償器（SVC）やループ配電方式の適用，さらには需要家設備
と一体となった電圧管理を行うことで，今後の分散型電源の大量導入に十分に対応可能であるこ
とを確認した。具体的には，不安定出力を持つ分散型電源によって系統電圧が大きく急激に変動
する場合には SVC の適用が有効であり，フィーダ間で電圧・電流特性が大きく異なる場合にはル
ープ配電方式の適用や需要家設備と一体となった電圧管理が有効な手段となり得ることを把握し
た。しかしながら，SVC やループ配電方式の導入はコスト面での課題が大きく，需要家設備との
連携は制御負担の割り当てや補償問題などの制度的な課題を抱えている。当然ながら，配電系統
の構成は地域によって様々であり，需要家や分散型電源の特性も大きく異なるため，分散型電源
の導入拡大に対しては適材適所に対策を施していく必要がある。そして，社会的受容性を含めた
実需要や技術的な実現可能性，コスト等を踏まえて，将来における様々なツール（SVC，蓄電池，
ループ配電方式，需要家負荷制御）の中から最適な方法を検討していくことが重要であろう。 
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6.2 今後の課題と展望 
本研究では，あくまでも縮小模擬した高圧配電系統モデルに対して提案した電圧管理手法の有
効性を示したに過ぎない。配電系統には，異なる特性を持った膨大な数の電気機器が面的に接続
されており，配電系統の不確定要素はあまりにも多いため，実用化にあたっては今後も様々な条
件下で実証実験を行っていく必要があると考えている。本研究に関する課題は数多く存在すると
思われるが，今後の課題として以下の事項を挙げる。 
・ 系統情報のデータベース化 
配電系統の複雑化・高機能化が進んでいく中で，系統情報の管理はますます重要となる。
センサ開閉器の導入によって配電線各点の電圧・電流データの継続的な管理が可能となる一
方で，系統情報量は膨大となると考えられる。系統データの計測頻度や保持期間などについ
て，コストと信頼度の面から更なる検討が必要である。 
・ センサ開閉器や電圧制御器の最適配置 
提案した集中型電圧制御方式の制御能力は，センサ開閉器や電圧制御器の配置に大きく
影響されると考えられる。とりわけ，センサ開閉器の配置に関しては，区間負荷量や需要
家件数などの供給信頼度の面だけでなく，計測や状態推定の信頼性の面からも検討される
必要があり，複雑で多面的な評価が必要である。 
・ 通信遅れやバッドデータに対する対応 
本研究で行った計算機シミュレーションやアナログシミュレータを用いた実験では，セン
サ開閉器から高精度に電圧・電流データを取得できるという前提の下で実施しており，通信
遅れやバッドデータに関する検討は行っていない。提案した電圧管理手法はセンサ開閉器情
報に基づいており，通信回線で生じる通信遅れ，およびセンサ開閉器の故障や経年劣化など
による計測精度の低下は大きな影響を与えうる。通信方式や回線（メタル，電力線，光）も
含めた検討が必要である。 
太陽光発電や風力発電といった CO2 排出量削減効果を有する分散型電源は，今後ますます重要
な役割を果たしていくものと考えられる。長期に亘って電力系統全体の安定供給を維持するため
には，電力系統・分散型電源・需要家が三位一体となって安定供給と低炭素化を実現する先進的
な電力系統技術の研究開発が不可欠である。分散型電源の導入拡大が急速に進むと予想される中
で，電力系統側と分散型電源側の協調を図った系統運用技術，蓄熱式ヒートポンプ給湯機による
負荷制御やプラグイン電気自動車による充放電制御いった，需要家側の可制御負荷を活用した系
統運用技術の研究開発も今後さらに進んでいくことと考えている。国内外の研究開発，実証事業，
制御検討の動向を注視しつつ，様々な角度での技術開発を行うことが，日本型の高信頼度・高効
率・低炭素の電力システムを構築する上で重要であろう。 
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事業，およびパワーアカデミーの平成 21 年度特別推進研究として助成を受けて実施したものであ
ることをここに付記し，謝意を表します。 
そして，最後に，長きにわたる大学院生活を陰ながらも心温かく見守り，支えてくれた家族に感
謝いたします。 
 
平成 22 年 2 月 
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付録１ 
配電系統の構成と電力品質の管理 
 
(1) 電力系統の構成と配電系統の位置付け 
電気エネルギーの利用は，安全性と利便性を兼ね備えたクリーンなエネルギーとして国のエネ
ルギー政策の根幹を成す分野であり，現在の経済活動や社会生活において欠かすことのできない
ものとなっている。今後も国民生活を巡る社会変化や消費者ニーズが多様化する中で，電気エネ
ルギーの役割は益々重要となることが予想される。このような電気エネルギーを需要家に供給す
る電力系統は，発電・送電・変電・配電から成り立つ巨大なシステムであり，各分野において良
質かつ低謙な電気を需要家に供給するために日夜努力がなされている。昨今の電力需要の拡大と
多様化により，良質な電気を効率的かつ合理的に供給することがより一層求められている。 
日本の電力系統は，明治時代の黎明期から段階を経て発展してきており，現在では付図 1.1 に
示されるように 100Vから 500kVに至る多くの電圧階級に階層的に構成されている。配電系統は，
電力系統の中でも最も末端に位置し，配電用変電所から需要家に至る区間で構成されている。一
般的に，高圧配電線の電圧は 6.6kV が採用されており，高圧需要家へは直接 6.6kV で，低圧需要
家には柱上変圧器を介して 100Ｖおよび 200V で電力を供給している。 
水力発電所
原子力発電所
火力発電所
超高圧変電所
275~500kV/154kV 
送電線
一次変電所
154kV/66kV 
鉄道変電所
大工場
地中配電線
架空配電線
中間変電所
66kV/22kV 
送電線
大ビルディング
ビルディング
柱工場
地中配電線
22kV 
22kV 
66kV 
6.6kV 
架空配電線
6.6kV 
小工場
商店
住宅
柱上変圧器
6.6kV/100~200V 
電柱
配電用変電所
6.6kV
配電系統
 
付図 1.1 電力系統の構成と配電系統の位置付け 
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(2) 配電系統の構成と運用 
送電系統が電源（大規模発電所），変電所，開閉所などのノードと送電線路のブランチとから構
成されるのに対して，配電系統は面的に存在する需要（負荷）に対し，網状（もしくは面状）に
形成されることが特徴である。このため，配電線の系統構成は，需要地域の負荷密度，分布状態，
ならびに道路条件などの地域特性の影響を大きく受けるとともに，供給信頼度や経済性などの条
件を勘案し，地域実態に応じて形成される。付図 1.2 に，我が国における配電系統の基本構成を
示す。おおよその区別であるが，変電所から引き出されて最初の分岐点または変圧器までの部分
をフィーダといい，都市部では地中配電線の場合が多い。フィーダ以降の主要部分を幹線，幹線
から分岐したものを分岐線または枝線という。配電系統の根元に位置する配電用変電所は，需要
地近傍に設置され，一般的に容量 10MVA～40MVAの配電用変圧器が 2～4 バンク設置されている。
1 バンクあたりのフィーダ数は，概ね 4 フィーダ～8 フィーダで，1 フィーダの配電線の常時容量
は 3MVA 程度である。幹線である高圧配電線には，複数の自動開閉器と手動開閉器が設置されて
おり，自動開閉器を介して他フィーダの配電線と相互に連系されている。自動開閉器は，無電圧
解法・順送投入・事故区間ロック機能を有しており，配電線で事故が生じると変電所の保護装置
などと協調して故障区間を自動的に分離することができる。なお，配電系統を放射状に構成する
ために常時開放（オフ）されている自動開閉器を「連系開閉器」と呼び，線路運用を考慮して常
時投入（オン）されている自動開閉器や手動開閉器を「区分開閉器」と呼んでいる。自動開閉器
および手動開閉器の設置箇所は，距離や負荷密度等により適切に決定されており，事故発生時の
停電範囲を局所化している。配電線の構成形態は，幹線である高圧配電線の形状から放射状配電
方式（Tree System），ループ配電方式（Loop System），ネットワーク配電方式（Network System）
に分類される。 
放射状（樹枝状）配電方式は，最も自然な形態であり，その施設費も安価であるため，わが国
では広く採用されている。これは，配電線の無い場所に小規模な需要が発生すると，近くにある
配電線を延長して需要家への電力を供給し，このような線路拡張を繰り返すためである。放射状
系統では，配電線で事故が発生すると復旧するまで停電が継続してしまうため，供給信頼度は他
の方式よりも低くなる。そのため，隣接する配電線相互間に自動開閉器を設置して，事故が発生
した場合に停電影響範囲の縮小化を図っている。このような放射状配電方式を多分割多連系方式
と呼び，我が国では 3 分割 3 連系方式が一般に採用されている（付図 1.2 参照）。 
ループ配電方式は，自動開閉器を介して常時 2 方向からの電力供給が行われるため（これを常
時 2 回線受電という），事故時の健全区間への電力融通によって供給信頼度の向上が期待できる。
また，配電系統内の電流分布が改善されるため、電圧変動幅および電力損失が低減できることも
メリットの一つである。ただし，3 相 3 線式非接地方式が採用されている我が国の 6.6kV 高圧配
電系統では，地絡事故検出のために高感度の系電機が用いられているため，ループ系統を循環す
る零相電流によって系電機が誤作動してしまう恐れがある。また，短絡事故時には 2 方向から事
故電流が流入するため，自動遮断器の定格遮断電流を超過する恐れもある。そのため，ループ配
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電方式は，保護協調の複雑化や遮断器の高耐圧化・高機能化が必要となるといったデメリットが
ある。 
ネットワーク配電方式は，同一変電所を電源とする 2 回線以上の特別高圧および高圧フィーダ
から，2 台以上のネットワーク変圧器の 2 次側（低圧側）をネットワークプロテクタと呼ばれる
他フィーダ
フィーダ
66kV/6.6kV
配電用変電所
他バンク配電線
他バンク配電線
他バンク配電線
： 常時開放の自動開閉器（連系開閉器）
： 常時投入の自動開閉器（区分開閉器）
： 常時投入の手動開閉器（区分開閉器）  
付図 1.2 我が国における配電系統の基本構成（放射状配電方式） 
フィーダ
66kV/6.6kV
配電用変電所
： 常時開放の自動開閉器（連系開閉器）
： 常時投入の自動開閉器（区分開閉器）
： 常時投入の手動開閉器（区分開閉器）
フィーダ
66kV/6.6kV
配電用変電所
常時投入
 
付図 1.3 ループ配電方式 
CB 
CB 
CB 
CB 
FU 
Tr. 
DS 配電用変電所
他の需要家
 
付図 1.4 ネットワーク配電方式 
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各種自動遮断器を介して並列に低圧配電線に電力を供給する配電方式である。付図 1.4 に示すよ
うに，ネットワーク配電方式では，フィーダ 3 回線から分岐線を T 分岐で引き込み，受電用断路
器を介してネットワーク変圧器に接続して需要家へ電力を供給している。さらに，低圧側ではネ
ットワークプロテクタを介して並列にネットワーク母線が構成されている。複数台のネットワー
ク変圧器から電力供給を行うため，フィーダやネットワーク変圧器の事故に対して残りの健全フ
ィーダから無停電で電力供給を実現でき，供給信頼度の向上が期待できる。一方で，ネットワー
ク構成機器が多く，施設費が高価となるため，需要密度が大きく，高い供給信頼度が要求される
都市部の 20kV 地中配電系統に主に採用されている。ネットワーク配電方式には，商業ビルなど
の集中した大口需要家への大容量・高信頼度供給を対象としたスポットネットワーク方式と，面
的な広がりを持つ高密度需要を対象としたレギュラーネットワーク方式がある（付図 1.4 参照）。 
本研究では，我が国で広く採用されている放射状配電方式を基本構成として，分散型電源が導
入拡大に対応した電圧制御方式の提案と検証を行っていく。加えて，ループ配電方式のメリット
である電流分布の改善による電圧変動幅の低減は，分散型電源の大量導入に対しても有効な手段
となり得るため，ループ配電方式における電圧制御についても第 7 章で検討する。なお，ネット
ワーク配電方式については，フィーダから低圧側に一方向に電流が流れることを前提としており，
分散型電源などの発電設備を需要家側に設置することが困難であるため，対象外とする。 
(3) 配電系統の保護 
現在，我が国の配電用変電所（66kV/6.6kV）では，主に中性点接地方式が採用されている（付
図 1.5 参照）。配電用変圧器のΔ巻線から三相で引き出し，地絡電圧検出の零相変圧器（EVT）を
設置し，その一次側中性点を設置している。この方式は完全な非接地とはならないが，三次側Δ
巻線の開放端に数十 Ω～数百 Ωの制限抵抗を接続するため，一次側から見ると数千 Ω以上の高抵
抗が設置されたことになり，その影響はほとんど無視できる。一線地絡事故が発生した場合，バ
ンク全体の対地静電容量により零相電流が流れるが，高圧系統では対地静電容量が小さいため，
高低圧混触事の電位上昇や弱電流線に対する誘導障害が小さいという利点がある。日本のように
同一支持物に高低圧配電線や弱電流線を併架する場合には，特に有利な方式である。 
配電線で事故が発生した場合には，事故区間を速やかに除去し，線路および機器を保護すると
共に，公衆感電や漏電火災などへの波及事故の防止を図らなくてはならない。これらを実現する
ために，配電用変電所や高圧配電線，引込線などに各種保護装置が設置されている。一般的に，
日本の配電系統において配電線の保護形態は付図 1.6 のようである。高圧配電線で短絡事故また
は過負荷状態が発生すると，配電用変電所の各フィーダに取り付けられた過電流継電器（OCR：
Over Current Relay）が作動し，当該フィーダを自動遮断する。また，亘長の長い配電線では，末
端配電線において短絡事故が発生した場合に，短絡地点までの線路インピーダンスが大きく，配
電用変電所の OCR で事故を検出することができなくなるため，配電線途中に柱上再閉路保護装置
（自動開閉器）を設置している。一方，高圧配電線の地絡事故は，接地形計器用変圧器（EVT）
から得られる零相電圧 V0と零相変流器（VCT）から得られる零相電流 I0 を検出し，地絡過電圧継
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電器（OVGR）と地絡方向継電器（DGR）の動作の組み合わせによって事故配電線を選択遮断し
ている。なお，OVGR は動作するが DGR が動作しないような微地絡事故に対しては，各配電線
を順次遮断させ事故箇所を選択遮断する後備保護リレーを用いている。この他，柱上変圧器の保
護には一次側に高圧カットアウトを取り付け，引込線の保護には伝染ヒューズを取り付け，保護
協調を図りながら各設備を保護している。 
次に，配電線の事故区間選定について簡単に説明する。配電線で事故が発生すると，配電用変
電所のリレーが事故を検出し，フィーダ遮断器（CB）を遮断する。その際に，配電線に接地され
自動開閉器（区分開閉器）は一斉に無電圧開放する。一定時限後にフィーダ CB が再閉路して線
路が充電され，自動開閉器は電源側が加圧されると予め設定された時限後に順次投入される。事
故点に設置された自動開閉器が投入されると，配電用変電所のリレーが再び動作するため，フィ
ーダ CB が再遮断して停電する。この時，事故点に設置された自動開閉器はロックされる。さら
配電用変圧器
CB 
6.6kV
6.6kV
6.6kV
・・・
非接地系統
EVT 
1st 2nd 3rd  
 
付図 1.5 配電系統の接地方式 
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CB 
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付図 1.6 配電線の保護形態 
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に一定時限後にフィーダ CB が投入（再々閉路）され，事故区間が分離される。このように，高
圧配電線には，配電用変電所リレー，フィーダ CB，および自動開閉器を組み合わせて事故区間を
分離する「時限順送方式」が採用されている。現在，配電線に設置されている自動開閉器のほと
んどが遠方監視制御されており，配電自動化システムの導入により事故区間以降の健全な停電区
間は，連系点に設置された自動開閉器を自動融通制御することにより，隣接した配電線から送電
される。 
 
CB 
事故電流検出
事故電流
 
(a) 事故の検出 
CB 
開放 開放
開放
開放
開放
遮断
：停電範囲
 
(b) 遮断器による送電遮断と区分開閉器の開放 
CB 
投入
融通
融通
：停電範囲
投入
投入
 
(c) 区分開閉器の投入による停電範囲の最小化 
付図 1.7 配電線の事故区間選定（時限順送方式） 
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(4) 配電系統における電力品質の管理 
電力系統は，負荷変動などにより電圧は時々刻々と変動する。特に配電系統は電力系統の末端
に位置するため，電圧変動が大きく，線路亘長および負荷特性が多種多様であるため供給電圧は
一定ではない。また，配電線では配電用変電所引出口から線路末端に至るまで広範囲に需要家が
分布しており，低圧電灯需要家・動力需要家・高圧需要家ではおのずと負荷形態が異なる。この
ため，同一配電線においても季節・時刻・場所によって常に供給電圧は変化している。しかし，
これらすべての需要家の電圧を一定に保つことは技術的に不可能である。電圧変動幅は，狭過ぎ
ると供給設備費が高価となり，広過ぎると需要家機器に悪影響を与える。したがって，電気事業
法において実用上支障なく機器を使用できる電圧の許容限度が規定されている。電気事業法施行
規則第 44 条によると，「通商産業省令（経済産業省令）で定める電圧の値は，その電気の供給地
点において，次の表の上欄に掲げる標準電圧に応じて，それぞれ同表の下欄に掲げる通りとする」
と規定されている。 
(a) 電圧管理 
電力系統は，負荷変動などにより電圧は時々刻々と変動する。特に配電系統は電力系統の末端
に位置するため，電圧変動が大きく，線路亘長および負荷特性が多種多様であるため供給電圧は
一定ではない。また，配電線では配電用変電所引出口から線路末端に至るまで広範囲に需要家が
分布しており，低圧電灯需要家・動力需要家・高圧需要家ではおのずと負荷形態が異なる。この
ため，同一配電線においても季節・時刻・場所によって常に供給電圧は変化している。しかし，
これらすべての需要家の電圧を一定に保つことは技術的に不可能である。電圧変動幅は，狭過ぎ
ると供給設備費が高価となり，広過ぎると需要家機器に悪影響を与える。したがって，電気事業
法において実用上支障なく機器を使用できる電圧の許容限度が規定されている。電気事業法施行
規則第 44 条によると，「通商産業省令（経済産業省令）で定める電圧の値は，その電気の供給地
点において，次の表の上欄に掲げる標準電圧に応じて，それぞれ同表の下欄に掲げる通りとする」
と規定されている。 
配電系統では，配電用変電所から負荷末端に向かって潮流が一方向に流れるものと想定して，
重負荷時・軽負荷時の電圧降下を勘案しながら，配電用変電所バンクの送出し電圧の調整，およ
び配電線での電圧降下に応じた柱上変圧器のタップ整定を行い，すべての需要家の受電電圧を適
正範囲（101±6V，202±20V）に収まるように電圧管理・運用がなされている。また，郊外地域な
どにしばしば見られる亘長の長い配電系統では，線路途中に線路電圧降下補償器（SVR：Step 
Voltage Regulator）を設置して，電圧降下を補償する場合もある。配電用変圧器には，負荷時タッ
プ切替変圧器（LRT：Load Ratio control Transformer）が用いられており，配電用変電所バンクの送
出し電圧が重負荷時には高く，軽負荷時には低くなるように LRT のタップ位置を調整している。
送出し電圧の制御方式としては，予め決定したスケジュールに従ってタップ制御を行うプログラ
ムコントロール方式（プロコン方式）や，負荷中心点の電圧を一定に保つように負荷電流の変動
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に応じてタップ制御を行う Line Drop Compensation 方式（LDC 方式）が採用されている。柱上変
圧器は，複数のタップ（電圧タップ値：6900V, 6750V, 6600V, 6450V, 6300V）を有しており，設置
地点の重負荷時の電圧降下を基にそのタップ位置を決定している。ただし，電圧タップ値 6600V
とは，柱上変圧器の一次側電圧が 6600V の時に，二次側電圧 105V が得られるような変圧比のこ
とである。また，電圧降下が 500V を超えるような亘長の長い配電線では，配電用変電所バンク
の送出し電圧調整や柱上変圧器のタップ整定だけでは適正電圧の維持が困難となるため，配電線
の線路途中に SVR を設置して，電圧降下を補償している。SVR の電圧制御には LDC 方式が採用
されており，SVR 設置地点移行のある目標点の電圧を一定にするように制御している。 
 
66kV/6.6kV
配電用変電所
6.75kV
/105V
6.60kV
/105V
6.75kV
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95V 
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軽負荷時
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軽負荷時
重負荷時
適正電圧上限
適正電圧下限
 
付図 1.8 配電系統の電圧調整 
 
 
(b) 瞬時電圧低下 
電力系統を構成する設備に落雷などによる故障が生じた場合，故障発生を保護継電器で検出し，
故障箇所を遮断器で電力系統から除去するまでの間，故障地点を中心に瞬時的な電圧低下（これ
を，瞬時電圧低下という）が発生する。故障を除去するまでの時間は，保護継電器および遮断器
の動作時間によって決定される。電圧階級別の瞬時電圧低下の継続時間は，500kV・275kV 系統
で 0.07 秒～0.3 秒，154kV・77(66)kV 系統で 0.1 秒～0.2 秒，6.6kV 系統で 0.3 秒～2 秒であること
が一般的である（付表 1.1 参照）。したがって，6.6kV 配電系統においては，2 秒までを目安に瞬
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時電圧低下の評価を行っている。コンピュータ，OA 機器，産業ロボット等の情報機器は，定格
電圧の 10％以上の瞬時電圧低下で機器停止等の影響を受ける可能性があるため，瞬時電圧低下の
許容値は，常時電圧の 10％としている。 
 
付表 1.1 電圧階級別の瞬時電圧低下継続時間 
電圧階級 瞬時電圧低下継続時間 
500kV 0.07 秒～0.3 秒 
275kV 0.07 秒～0.3 秒 
154kV 0.1 秒～0.2 秒 
77 kV (66 kV) 0.1 秒～0.2 秒 
6.6kV 0.3 秒～2 秒 
 
交流発電設備（同期発電機，誘導発電機）を電力系統へ併入する場合にも，瞬時電圧低下が発
生し，需要家設備に悪影響を与える恐れがある。例えば，誘導発電機は，系統から励磁電流の供
給を得て起電力を発生させるため，発電機始動時に大きな無効電力を必要とする。これにより，
発電機始動時には定格電流の 5～6 倍の無効分突入電流が流れ，瞬時電圧低下が引き起こされる。
同期発電機についても，同期速度付近で系統並列を行わないと非常に大きな突入電流が流れ，瞬
時電圧低下が引き起こされる。通常，同期発電機の系統並列には自動同期投入装置が用いられる
ため，瞬時電圧低下が問題となるのは，主に誘導機型の分散型電源である。 
(c) 電圧フリッカ 
配電系統にアーク炉や溶接機，クレーンなどの大型電力機器が接続されると，それらが運転／
停止を繰り返すことによって負荷電流の変化が急激かつ頻繁に繰り返され，需要家の負荷電圧が
周期的かつ急激に変動する。その結果，コンピュータ等の電子機器が誤動作を起こし，重大な損
害を与える恐れがある。また，電灯や蛍光灯などの照明器具やテレビにちらつきが発生し，不快
感を与える等の問題が発生している。この「ちらつき」のことを「電圧フリッカ」と呼んでいる。
「照明のちらつき」以外の影響としては，生産面での「電動機の回転ムラ」，「工場製品の品質低
下」等も挙げられている。付表 1.2 に，フリッカによって障害を受ける機器とその影響の種類を
示す。電圧フリッカは，電圧変動に対して明るさが最も敏感に反応する白熱灯を評価対象とし，
ちらつきが人に与える不快感の限度値と比較して評価される。日本では昭和 30 年代から種々の測
定・評価手法が提案されてきたが，現在では ΔV10が評価方法として用いられている。ΔV10は，電
圧変動幅と変動周波数（変動周期）別の係数（これを，ちらつき視感度係数という）から求めら
れ，変動周波数が 10Hzのときに人が最もちらつきを感じやすいものとされている（付図 1.9参照）。
電圧フリッカは電圧変動値と変動頻度に大きく左右されることから，負荷電流の変動を抑制する
か，または並解列頻度を低減する対策が必要である。電圧フリッカ抑制対策としては，以下のも
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のが考えられる。 
・ 配電線の太線化などによる系統インピーダンスの低減 
・ サイリスタなどによるソフトスタートの採用 
・ 静止型無効電力補償器（SVC）による無効電力補償 
(d) 電圧不平衡 
三相交流回路で表わされる配電系統において，負荷端（需要家端）の電流が不平衡となると，
不平衡な電流が配電線に流れて不平衡な電圧降下が発生し，線間電圧にバラツキが生じてしまう
（これを電圧不平衡と呼ぶ）。したがって，単相で連系される負荷設備や分散型電源が 1 つの線間
に集中して導入された場合には，配電系統の電圧不平衡が過大となる恐れがある。配電系統にお
ける電圧不平衡については，電気技術報告 55 条において電圧不平衡率が 3%以下であることが求
められており，これに準じて 6.6kV 高圧系統における電圧不平衡の管理目標値も 3%と定められて
いる。以下の式に示すように，電圧不平衡率εは，三相電圧の正相成分 V1 と逆相成分 V2 の除算
から求められる。なお，μ はベクトルオペレータである。 
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付表 1.2 フリッカによって障害を受ける機器とその影響の種類
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付図 1.9 ちらつき視感度曲線 
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電圧不平衡の障害事例としては，以下のものが挙げられる。 
・ 三相誘導電動機において，逆相電流の増加によって，固定子・回転子の温度上昇，出力ト
ルクの減尐，および過電流による保護リレー動作などが発生する。 
・ 三相同期発電機において，逆相電流の増加によって逆相回転磁界が発生し，回転子表面（制
動巻線）に 2 次高調波電流が流れる。これにより，回転子の温度上昇，騒音・振動の増大
などが発生する。 
・ パワーエレクトロニクス機器において，コンデンサ平滑型整流回路の DC 側 2 次高調波リッ
プルの増加による電界コンデンサの損失増加（温度上昇と劣化），3 次高調波電流の発生に
よる制御回路への悪影響などが発生する。 
現在，電圧不平衡率εが許容値 3%を超過する場合には，配電系統側で次のような対策を実施す
ることになっている。なお，一つの対策だけでは解決できない場合には，複数の改善方法につい
て検討する。 
・ 高圧受電設備に異容量 V 結線変圧器（柱上変圧器）などがある場合，変圧器の相を入れ替
えるか，三相変圧器に取り替える。 
・ 著しい不平衡負荷がある場合，単相負荷を入れ替えによって各相バランスを図る。 
しかしながら，これらの対策には計画停電が伴うことに加えて，今後の太陽光発電の導入拡大
によって電圧不平衡の発生形態や発生時間帯は天候等によって大きく変化すると想定されること
から，新たな対策技術が必要となると考えられる。 
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付図 1.10 不平衡負荷が接続された三相交流回路の例（簡易モデル） 
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(e) 高調波による電圧歪み 
1986 年 7 月から 1987 年 5 月に行われた通商産業省（現在の経済産業省）資源エネルギー庁長
官の私的懇談会において，「需給双方に深く関わる問題について，機器製造事業者，電力利用者，
電気事業者の三者の協力の下に方策を講じると共に，その調整を行政が行う」という観点に基づ
き，高調波問題に対する方策が取りまとめられた。これにより，高調波環境レベルとしての総合
電圧歪み率を配電系統（6.6kV）において 5％，特別高圧系統（66kV~77kV）において 3％とする
ことが決定され，現在の日本の高調波抑制の考え方の根幹となっている。その後，上記検討に引
き続き，1987 年 11 月に社団法人電気協同研究会に「高調波対策委員会」が設置され，高調波の
実態調査，高調波発生源の現状調査，および将来動向の調査が実施された。その調査結果から，
将来の配電系統における高調波環境の予測がなされ，近い将来に環境レベル 5％を維持できない
地域が発生することが想定されたため，高調波環境目標レベルを維持するための「高調波電圧歪
み率の抑制目標レベル」が次数ごとに設定された（付表 1.4 参照）。 
 
付表 1.4 電圧歪み率の抑制目標値 
次数 
電圧歪み率 
配電系統 特別高圧系統 
3 次 3.0 ％ 2.0 ％ 
5 次 4.0 ％ 2.5 ％ 
7 次 3.0 ％ 2.0 ％ 
11 次 2.0 ％ 1.5 ％ 
13 次 2.0 ％ 1.5 ％ 
17 次 1.5 ％ 1.0 ％ 
19 次 1.5 ％ 1.0 ％ 
23 次 1.0 ％ 0.5 ％ 
25 次~39 次 1.0 ％ 0.5 ％ 
総合 5.0 ％ 3.0 ％ 
 
近年では，パワーエレクトロニクス技術の進歩により，産業用電気機器や家庭用電気製品に半
導体が使用され，利便性や操作性の向上が図られている反面，これらの機器から発生する高調波
電流により電力系統の電圧が歪み，系統に接続される機器への障害が顕在化している状況にある。
パワーエレクトロニクス応用機器は，今後ますます利用拡大が見込まれることから，高調波抑制
対策についてよりいっそうの検討を進める必要が高まっている。電力会社では，高圧配電線の新
増設および既設の需要家設備に対する高調波対策として，高調波発生機器の確認や当該機器所元
の調査，需要家や関係メーカーとの協議を行い，高調波に起因する歪み率の簡易予測計算を行っ
ている。 
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付録２ 
分散型電源が連系された配電系統の定常解析 
～ 三相電力潮流計算 ～ 
 
(1) 電力潮流計算とは 
分散型電源が連系された配電系統の状態を把握する上で，配電系統の電圧・電流分布を計算す
る必要がある。これまで，電力系統（配電系統を含む）の解析には，電力潮流計算が広く用いら
れている。電力系統は，いくつかの条件・仮定の下では単相集中定数交流回路網として表現する
ことができる。直列インピーダンスを持つ設備が送電線と変圧器だけであることに着目すれば，
この回路網はこれらの直列インピーダンス要素をブランチ，変電所と負荷・分散型電源の母線を
ノードとした，ネットワークとしてモデル化することができる。 電力潮流計算とは，このような
ネットワークの各ノードの複素電圧と各ブランチの電力潮流を求める計算のことである。 
これまで，潮流計算法はいくつか提案されている。代表的なものに Newton-Raphson 法がある。 
・ 非線形連立代数方程式を解くため，複雑である。 
・ ヤコビアンの作成に時間がかかる。 
・ 配電線の R/X 比は比較的大きく，収束が悪くなる。 
・ 単相負荷の割合が多く，三相電圧および三相電流の不平衡を考慮する必要がある。 
本節では，放射状配電系統に特化した電力潮流計算法である「三相繰返潮流計算法」について
説明する。 
(2) 三相繰返潮流計算法の概要 
樹枝状配電系統では，配電線の末端から根側（送出し点）に向かって各ノードの三相負荷電流
を足し込んでいくことにより線路区間を通過する電流が計算でき，その線路電流による区間の電
圧降下分を根元から末端に向かって徐々に送出し電圧から差し引いていくことで各ノード電圧と
位相角が計算可能であるという特徴がある。ここで用いる三相潮流計算は，基幹系統で用いられ
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ている非線形連立代数方程式の解法ではなく，樹枝状系統の特徴を活かした簡単な代数計算の繰
返しだけで潮流計算を行うものである(12)。具体的には，定電力負荷特性を有する各ノード負荷の
負荷電流推定値を PQ 指定値に合うように修正していきながら，負荷電流推定値の足しこみによ
る線路電流の推定とその推定値を用いた電圧降下計算による電圧推定を繰り返す。つまり，ここ
での樹枝状系統潮流計算は，線路電流とノード電圧を媒介変数として，PQ 指定値を満たすノード
負荷電流を決めることに他ならない。配電線の送出し電圧（根元の電圧）が指定値として与えら
れれば，他のノード電圧は線路電流に依存して決まり，線路電流はノード負荷電流の足しこみに
より決まる。なお，負荷が電圧特性を有している場合でも，電圧特性が適当な関数で表されれば，
同様のアルゴリズムで配電線ノード電圧を計算することできる。付図 2.1 に，本研究で用いる三
相繰返潮流計算の概念図を示す。 
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付図 2.1 三相繰返潮流計算の概念 
 
(3) 配電系統を構成する要素モデル 
配電系統には，配電用変電所をはじめ，高圧・低圧配電線，柱上変圧器，負荷，分散型電源，
電圧制御器（LRT, SVR），無効電力補償器（SVC, SC, ShR）など様々な構成要素が存在する。三相
電力潮流計算によって配電系統の状態を十分な精度で把握するためには，各構成要素をモデル化
する必要がある。以下に，各要素モデルを示す。 
(a) 変電所モデル（スラック母線） 
一般に，配電系統の解析では，配電用変電所 1 次側をスラック母線とし，潮流計算を実行する。
三相繰返潮流計算では，送出し点の電圧のみを指定すればよいため，配電用変電所 1 次側を電圧
源として送出し電圧を指定する。したがって，スラック母線における既知データは複素電圧の大
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きさと位相角，未知データは有効電力と無効電力である。なお，指令値によって三相不平衡の送
出し電圧も模擬できるが，簡単化のために本研究では送出し電圧は三相平衡（三相間で大きさが
等しく，位相差が互いに 120°である状態）とする。 
(b) 配電線モデル 
送電線（配電線）の電気的特性は，厳密には，線路を抵抗・インダクタンス・静電容量・漏れ
コンダクタンスが分布した分布定数回路として考える必要がある。しかしながら，線路亘長が比
較的短い送電線の場合には，線路定数を集中定数に近似して集中定数回路として取り扱うことが
できる。さらに，配電線のような短距離送電線（20km～30km 以下）の等価回路は，直列インピ
ーダンスのみの集中定数回路として取り扱うことができる。ここで，送電端と受電端の相電圧を
ES, ER，送電端側と受電端側の線電流を IS, IR，線路インピーダンスを R+jX とすると，以下の関係
式を得る。 
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(c) 負荷モデル・分散型電源モデル 
配電線区間の三相負荷は，ノード集中負荷として表現する。負荷の電圧特性は付式(B.2)で表わ
され，m = 0 で定電力負荷（PQ 指定），m = 1 で定電流負荷（I 指定），m = 2 で定インピーダンス
特性（Z 指令）を模擬できる。三相不平衡負荷を表現できるだけでなく、入力時に 2 相分の負荷
量を 0 にすることで単相負荷も表現できる。分散型電源についてはマイナスのノード集中負荷と
して表現し，基本的機能は負荷と同様である。負荷・分散型電源の特性には，一般的に定電力特
性が用いられているため，本論文では有効電力と無効電力を指定するものとして説明する。 
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付図 2.2 配電線・負荷のモデリング 
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(d) 電圧制御器（LRT, SVR）モデル 
配電用変電所に設置される負荷時タップ切替変圧器（LRT）や線路途中に設置される自動電圧
制御器（SVR）によって，適正電圧の維持が図られている。これらの機器は，変圧比 a が可変で
あるΔ-Δ型変圧器として表現できる。Δ-Δ結線の場合は，一次側電圧と二次側電圧の間で位相の
ずれは生じないため，変圧比 αとインピーダンス Z を持ったブランチとしてモデル化する。なお，
変圧器のインピーダンスは，直列成分のみを持った簡素モデルで模擬する。 
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LDC 方式による制御を行う場合は，変圧器二次側電圧から式(3.1)を用いて電圧一定目標点の電
圧を計算し，この値と基準値との偏差が不感帯範囲を超過するならばタップを制御する。タップ
の制御は全ての相を同時に行い，上記偏差が不感帯範囲より大きい場合は、偏差が電圧高め方向
に逸脱した場合はタップを１つ下げ、電圧低め方向に逸脱した場合はタップを１つ上げる。 
 
 
付図 2.3 電圧制御器モデル 
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(e) 調相設備（SC, ShR, SVC）モデル 
調相設備とは，力率改善や電圧適正化のために無効電力を調整する機器のことである。配電系
統に設置される調相設備としては、電力用コンデンサ（SC），分路リアクトル（ShR），静止型無
効電力補償器（SVC）などが挙げられる。重負荷時（電力需要が多い時間帯）では，力率が遅れ
となって系統電圧の低下や配電損失の増加が生じるため，SC の投入や SVC の進相運転によって
正の無効電力を供給して力率を改善している。一方，軽負荷時では，力率が進みとなってフェラ
ンチ効果による系統電圧の上昇が生じるため，ShR の投入や SVC の遅相運転によって負の無効電
力を供給して力率を改善している。 
調相設備のインピーダンス値は，付式(B.5)で表わすことができる。また，調相設備を接続する
母線の電圧と，接続母線から調相設備へ流入する電流の関係は付式(B.6)で表わすことができる。
これらの式より，調相設備へ流入する電流は付式(B.7)により導出できる。したがって，調相設備
は，無効電力源として取り扱われる。 
reg
reg
Q
V
jjX
2
   ............................................................................................................................  (B.5) 
IjXV reg
    .................................................................................................................................  (B.6) 
V
V
Q
jI
reg 
2
   ..............................................................................................................................  (B.7) 
ただし，V ：調相設備を接続する母線の相電圧， I ：接続母線から調相設備へ流入する電流，
regQ ：調相設備容量，（SC：正，ShR：負）， regX ：調相設備リアクタンス 
reg
jX
V
       
reg
jX
I
V
       
INV 
Inverter 
I
V
 
 (a) SC の等価回路 (b) SR の等価回路 (c) SVC の等価回路 
reg
Q
I
V
 
(d) 調相設備モデル 
付図 2.4 調相設備（１相分）のモデル 
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(4) 三相繰返潮流計算の手順 
三相繰返潮流計算法では，配電線の末端から根側（送出し点）に向かって各ノードの三相負荷
電流を足し込んでいくことで線路区間を通過する電流を計算し，その線路電流によるブランチの
電圧降下分を根元から末端に向かって徐々に送出し電圧から差し引いていくことで各ノード電圧
と位相角を計算する。以下では，分散型電源が連系された配電系統における具体的な計算手順を
示す。 
［手順 1］ 
ノード・ブランチモデルを作成する。 
［手順 1］ 
反復回数 r = 0 とする。 
［手順 2］  
送出し電圧 VA0,VB0,VC0 を設定し、全てのノード電圧推定値 VAn
(r)
,VBn
(r)
,VCn
(r)（n = 1～N）を送
出し電圧と同じ値にする。 
［手順 2］  
負荷電力 PLOADwn +jQLOADwn と分散型電源出力 PDGwn +jQDGwn から，合計電力 PSwn +jQSwn を求め
る。ここで，分散型電源の出力電力 PDGwn +jQDGwn は，「マイナスの負荷電力」として与えら
れる。合計電力 PSwn +jQSwn は，負荷電力および分散型電源出力が Y 結線で与えられる場合に
は付式(B.8)を用い，Δ結線で与えられる場合には付式(B.9)を用いて算出する。 
(a) 負荷電力および分散型電源出力が Y 結線で与えられる場合 
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(b) 負荷電力および分散型電源出力が Δ 結線で与えられる場合 
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［手順 3］  
ノード注入電力 PSwt +jQSwt とノード電圧推定値 VAn
(r)
,VBn
(r)
,VCn
(r)から，ノード n の電流推定値
IAn
(r)
 , IBn
(r)
 , ICn
(r)を計算する。なお，負荷電力および分散型電源出力が Δ 結線で与えられる場
合には，キルヒホフの電流則より，付式(4)を用いて算出する。 
(a) 負荷電力および分散型電源出力が Y 結線で与えられる場合 
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(b) 負荷電力および分散型電源出力が Δ 結線で与えられる場合 
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ただし，PsAn+ jQsAn, PsBn+ jQsBn, PsCn+ jQsCn：ノード n における各相の PQ 指定値，PLOAD An+ 
jQLOAD An, PLOAD Bn+ jQLOAD Bn, PLOAD Cn+ jQLOAD Cn：ノード n における各相の負荷電力，PDG An+ jQDG 
An, PDG Bn+ jQDG Bn, PDG Cn+ jQDG Cn：ノード n における各相の分散型電源の出力電力 
［手順 4］ 
ノード電流推定値 IAn
(r)
, IBn
(r)
, ICn
(r)を配電線末端から根元に向かって足しこんでいき，各ブラ
ンチの線路電流推定値 LCAn
(r)
, LCBn
(r)
, LCCn
(r)を求める。 
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［手順 5］ 
線路電流推定値 LCAn
(r)
, LCBn
(r)
, LCCn
(r)と線路インピーダンス ZAn, ZBn, ZCn より，電圧降下計算
を根元ノードから末端に向かって行い，ノード電圧推定値 VAn
(r+1)
, VBn
(r+1)
, VCn
(r+1)を更新する。 
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［手順 6］  
各ノードの負荷電力の推定値を V*p,n
(r+1) 
Ip,n
 (r+1)より求め，PQ 指定値（Psp,n+jQsp,n）とのミス
マッチを見て，最大誤差 η が許容範囲 ηref（収束判定基準 ηref =10
-3）以下ならば，手順 7 に進
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む。そうでなければ，繰り返し回数を r = r+1 として，手順 3 に戻る。 
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［手順 7］  
各ノード電圧とノード電流を Vp,n
(r+1)
, Ip,n
 (r+1)を潮流計算の解とし，計算を終了する。 
 
(5) 高圧系統と低圧系統が混在した配電系統モデルへの適用 
我が国の配電系統は，6.6kV 高圧配電系統と 100V/200V 低圧配電系統で配電方式が異なるため，
高圧系統と低圧系統が混在した配電系統モデルに対して，三相潮流計算をそのまま適用すること
ができない。本研究では，柱上変圧器における三相電流変換と低圧ノードにおけるインピーダン
ス換算によって，高低圧混在系統の三相潮流計算を行う。付図 2.5 に，柱上変圧器における三相
電流変換と単相 2 線式系統の三相模擬について示す。なお，三相系統である高圧系統に対しては，
上記の潮流計算手法をそのまま適用する。 
一方，単相回路である低圧系統については、付図 2.5 より，単相 2 線式を 1 ユニット（1 相）と
してモデル化され，3 ユニットを 1 組とすることで三相回路として模擬される。低圧系統の線間
A-B の電圧降下ΔVab は，片道のインピーダンスを ZL，負荷 Zab を流れる電流を ITa とすると，以下
のようになる。 
abLab
IZV  2   ............................................................................................................................ (B.15) 
したがって，柱上変圧器以下の低圧ノードに対しては，線路インピーダンスを 2 倍にすること
で，三相回路として取り扱うことができる。 
柱上変圧器設置地点（柱上変圧器ブランチ）において，高圧系統の各線電流 Ia, Ib, Ia と柱上変圧
器の各線間に流れる電流 Iab, Ibc, Ica の間にある関係は，キルヒホフの電流則を用いて付式(9)で表わ
すことができる。 
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さらに，配電系統の電圧値・電流値がすべて単位法で表わされる場合には，柱上変圧器設置地
点で付式(B.16)の三相電流変換を行うことで，三相 3 線式の高圧系統と単相 2 線式の低圧系統を同
時に取り扱うことができる。具体的には，三相繰り返し潮流計算の手順 4（付式(B.12)）において，
末端から足し合わせた負荷電流 3 ユニットを，柱上変圧器ブランチで三相線電流に変換する手続
きを行うことになる。 
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(a) 回路構成図 
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(b) グラフモデル 
付図 2.5 柱上変圧器における三相電流変換と単相 2 線式系統の三相模擬 
（巻線比が等しい場合） 
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(6) 高圧系統モデルに対する N-R法を用いた計算結果との比較と考察 
三相繰返潮流計算の計算精度を検証するために，付図 2.6 に示す 20 ノードの配電系統モデルを
作成し、従来の電力潮流計算法（ニュートンラフソン法：N-R 法）を実施した結果との比較を行
った。なお，電力潮流計算は，東京電力㈱の技術開発研究所が開発した系統解析統合環境
（Midfielder Powered by IMPACT Project）の下で実施した。 
付表 2.1～付表 2.3 に，N-R 法の計算結果（正相分のみ）と三相繰返潮流計算法の計算結果を比
較したものを示す。これらの表より、計算精度の点で三相繰返潮流計算の結果は N-R 法とそれほ
ど差がないことがわかる。 
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20 
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付図 2.6 20 ノード配電系統モデル 
 
付表 2.1 N-R 法との比較（送出し電圧 6300V の場合） 
Node
N-R法
（IMPACT）
N－R法
（IMPACT）
三相繰返潮流計
算
三相繰返潮流計算
angle[deg]
Vの絶対値誤差[%] 位相の絶対値誤差[%]
1 1 0 1.0000 0.0000 0.0000 0.0000
2 0.989 -0.853 0.9894 -0.8533 0.0360 0.0352
3 0.984 -1.265 0.9844 -1.2645 0.0389 0.0395
4 0.982 -1.479 0.9821 -1.4593 0.0063 1.3320
5 0.975 -2.073 0.9758 -1.9916 0.0850 3.9267
6 0.972 -2.334 0.9730 -2.2372 0.1036 4.1474
7 0.97 -2.453 0.9717 -2.3517 0.1756 4.1296
8 0.969 -2.547 0.9706 -2.4512 0.1626 3.7613
9 0.967 -2.723 0.9687 -2.6207 0.1723 3.7569
10 0.967 -2.769 0.9682 -2.6617 0.1249 3.8750
11 0.983 -1.348 0.9829 -1.3929 0.0152 3.3309
12 0.982 -1.427 0.9820 -1.4657 0.0014 2.7120
13 0.982 -1.483 0.9811 -1.5409 0.0921 3.9042
14 0.971 -2.444 0.9720 -2.3228 0.1066 4.9591
15 0.97 -2.518 0.9708 -2.4302 0.0847 3.4869
16 0.969 -2.559 0.9702 -2.4880 0.1209 2.7745
17 0.967 -2.799 0.9678 -2.6970 0.0840 3.6442
18 0.966 -2.834 0.9674 -2.7312 0.1480 3.6274
19 0.965 -2.905 0.9666 -2.8029 0.1690 3.5146
20 0.965 -2.967 0.9660 -2.8640 0.0987 3.4715
絶対値誤差最大値 0.1756 4.9591  
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付表 2.2 N-R 法との比較（送出し電圧 6600V の場合） 
Node
N-R法
（IMPACT）
N－R法
（IMPACT）
三相繰返潮流計
算
三相繰返潮流計算
angle[deg]
Vの絶対値誤差[%] 位相の絶対値誤差[%]
1 1 0 1.0000 0.0000 0.0000 0.0000
2 0.99 -0.777 0.9904 -0.7767 0.0365 0.0386
3 0.986 -1.15 0.9859 -1.1505 0.0149 0.0435
4 0.983 -1.345 0.9837 -1.3273 0.0761 1.3160
5 0.977 -1.884 0.9781 -1.8104 0.1118 3.9066
6 0.974 -2.121 0.9755 -2.0331 0.1571 4.1443
7 0.973 -2.229 0.9743 -2.1369 0.1383 4.1319
8 0.972 -2.314 0.9733 -2.2270 0.1360 3.7597
9 0.97 -2.473 0.9716 -2.3806 0.1638 3.7364
10 0.97 -2.515 0.9712 -2.4177 0.1208 3.8688
11 0.985 -1.226 0.9845 -1.2671 0.0545 3.3524
12 0.984 -1.298 0.9837 -1.3332 0.0327 2.7119
13 0.983 -1.349 0.9829 -1.4014 0.0131 3.8844
14 0.973 -2.221 0.9746 -2.1107 0.1690 4.9662
15 0.973 -2.288 0.9735 -2.2080 0.0553 3.4965
16 0.972 -2.325 0.9729 -2.2603 0.0973 2.7828
17 0.97 -2.542 0.9708 -2.4497 0.0838 3.6310
18 0.969 -2.573 0.9705 -2.4806 0.1513 3.5911
19 0.969 -2.638 0.9697 -2.5456 0.0765 3.5027
20 0.968 -2.694 0.9691 -2.6009 0.1162 3.4558
絶対値誤差最大値 0.1690 4.9662  
 
付表 2.3 N-R 法との比較（送出し電圧 6900V の場合） 
Node
N-R法
（IMPACT）
N－R法
（IMPACT）
三相繰返潮流計
算
三相繰返潮流計算
angle[deg]
Vの絶対値誤差[%] 位相の絶対値誤差[%]
1 1 0 1.0000 0.0000 0.0000 0.0000
2 0.991 -0.71 0.9912 -0.7100 0.0101 0.9535
3 0.987 -1.051 0.9871 -1.0512 0.0101 0.9886
4 0.985 -1.229 0.9852 -1.2126 0.0203 1.2295
5 0.979 -1.72 0.9800 -1.6531 0.0306 1.3407
6 0.977 -1.936 0.9777 -1.8560 0.0307 1.3430
7 0.976 -2.034 0.9766 -1.9505 0.0307 1.3673
8 0.975 -2.111 0.9757 -2.0326 0.0308 1.3681
9 0.973 -2.256 0.9741 -2.1723 0.0411 1.4792
10 0.973 -2.295 0.9737 -2.2062 0.0411 1.4641
11 0.986 -1.121 0.9859 -1.1577 0.0101 0.5156
12 0.985 -1.186 0.9851 -1.2180 0.0102 0.4815
13 0.985 -1.232 0.9844 -1.2802 0.0102 0.2857
14 0.976 -2.027 0.9769 -1.9266 0.0307 1.3522
15 0.975 -2.088 0.9759 -2.0153 0.0308 1.1432
16 0.975 -2.122 0.9753 -2.0629 0.0205 1.0405
17 0.972 -2.319 0.9734 -2.2352 0.0514 1.5653
18 0.972 -2.348 0.9731 -2.2634 0.0514 1.6376
19 0.971 -2.407 0.9724 -2.3225 0.0618 1.7919
20 0.971 -2.457 0.9719 -2.3728 0.0515 1.7367
絶対値誤差最大値 0.0618 1.7919  
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付録３ 
配電系統アナログシミュレータ 
 
(1) 配電系統アナログシミュレータの概要 
分散型電源の連系課題に対して，これまで，シミュレーション手法の開発は行われているが，
実験による検証はあまり行われていない。計算機シミュレーションによる検証では，対策の再現
性の問題は解決できるが，モデル化による割り切りが必ず入るため，実現性の検証としては説得
力に欠けてしまう。分散型電源と配電ネットワークとの協調運用の実現のためには，シミュレー
ション手法だけでなく，実験による検証も必要となる。しかし，実験による分散型電源と配電ネ
ットワークとの協調運用の検証はこれまで行われていない。一方，実系統を用いた実証試験は，
法的や時間的や経済的な制約を受ける場合が多く，大学の実験室のような閉じたエリアでならば
問題なく実施できるような検証実験や評価実験が実施できない場合が起こりうる。 
分散型電源の連系課題に対する新たな対策機器や制御手法などの有効性を確認するためには，
新たな対策機器や制御手法を自由に実装可能な実験設備が新しく必要となる。そこで，これまで
提案してきた分散型電源連系課題解決技術を実証するため，また，様々な機関の研究者が独自に
開発した分散型電源連系課題解決技術を自在に実証実験可能な開放的で中立的な実証試験設備と
して，分散型電源連系課題解決支援実験システム（これを，配電系統アナログシミュレータと呼
ぶ）を実系統の約 1/30 の電圧電流スケールで構築した。配電系統アナログシミュレータの写真と
構成を付図 3.1 と付図 3.2 に示す。構築した実験システムは，6.6kV 配電系統の電圧・電流のスケ
ールを下げ，三相 3 線式非接地の 200V 配電方式で縮小模擬したものである。図 1 と図 2 に示す
ように分散型電源連系課題解決支援実験システムは，プログラム制御用機器，電圧制御装置
（LRT(Load-Ratio control Transformer)，SVR(Step Voltage Regulator)），開閉器付き配電線路装置（7
台），単相定インピーダンス負荷装置（18 台），分散型電源模擬装置（7 台，定電力負荷および電
力貯蔵模擬装置としても使用可能），デジタル計測装置，AVR から構成されている。また，実験
の目的に応じて新しく実験機器を接続することも可能となっている。実験システムの各装置は，
様々な機関の研究者が独自に開発した分散型電源連系課題解決技術を実証検証するため，実験の
目的に応じて自在に接続・制御することで，様々な配電ネットワークを再現でき，配電ネットワ
ークの各地点の所望の電圧・電流データのデジタル計測が可能である。また，MATLAB/Simulink，
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Real-Time Workshop，および，dSPACE を用いることで，計算機からの制御信号により直接制御さ
れ，LRT 装置と SVR 装置の変圧器タップ位置や開閉器の開閉状態がプログラム制御可能であり，
各地点の電圧・電流データを取得しフィードバック制御も可能である。連系インバータを用いて，
定電力負荷や分散型電源出力の秒オーダーの速い実変動もプログラム制御により再現できる。線
路インピーダンスや定インピーダンス負荷も，離散制御変数の組み合わせにより変更できる。さ
らに，情報インフラが整備されている大学に設置することで，インターネットによる遠隔制御や
実験結果のデータベースの共有化も可能である。 
各装置は計算機からの制御信号により各装置の制御を行っており，付図 3.3 に配電系統アナロ
グシミュレータの制御方式を示す。付図 3.3 に示すように，送出し電圧，線路インピーダンス値，
開閉器のオンオフ，定インピーダンス負荷，定電力負荷，および，分散型電源の出力の 24 時間断
面での制御が可能である。 
 
送出し電圧制御装置
デジタル計測装置AVR
単相負荷装置(18台)
【実系統】
・基準6,600V
【模擬配電系統】
・基準200V縮小模擬
CVCF
配電線路装置(7台)
PCS(DG,SVC,負荷など)(7台)
プログラム制御用PC
LRT,SVR
 
付図 3.1 配電系統アナログシミュレータの外観（2009 年）
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付図 3.2 配電系統アナログシミュレータの構成 
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付図 3.3 配電系統アナログシミュレータの制御方式 
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(2) 配電系統アナログシミュレータを構成する各装置の概要 
配電系統アナログシミュレータの構成要素である AVR（Automatic Voltage Regulator）装置，送
出し制御装置，センサ開閉器付き配電線路装置，単相 RLC 負荷装置，三相インバータ装置，LRT
装置・SVR 装置，デジタル計測器，プログラム制御用機器の概要を示す。 
(a) AVR（Automatic Voltage Regulator）装置 
・ 電圧変動範囲 200V±10% 
・ 精度 180V～220V±3V 以下 
・ 定格容量 15kVA 
・ 応答時間 1s 
・ 摺動電圧調整方式 
(b) 送出し装置 
・ 定格電圧：180V～220V（6.6kV 配電系統の 21 タップ変圧器に対応） 
・ タップ数：21 タップ 
・ タップ幅：2V 
・ 定格容量：40A 
・ タップ切り替え時停電（0.7sec）方式 
・ 反復実験機能付き 
・ 計算機からの入力信号により 24 時間断面の送り出し電圧プロファイルを制御 
(c) センサ開閉器付き配電線路装置 
・ 電流容量：30A 
・ アルミ線 120mm2 (ALOE120)の架空線を模擬 
・ インピーダンス値：0.4＋j0.49[Ω/km]（実系統 0km～1.5km 相当を 0.1km 刻みで変更可能） 
・ 計算機からの指令（入力信号）で，インピーダンス値，開閉器のオンオフ状態を制御可能 
・ 三相の線間電圧，三相の線電流を計測可能 
 (d) 単相 RLC負荷装置 
・ 定格容量：2.0A（6.6kV 配電系統の 50A に対応） 
・ インピーダンス値：RLC 素子の組合せで離散的に制御可能 
（抵抗素子：29 個，インダクタンス：9 個，キャパシタンス：8 個） 
・ 負荷特性：定インピーダンス特性 
・ 計算機からの入力信号により制御 
（繁華街，工業地域，住宅地域，郊外地域の重負荷と軽負荷の日変化を再現可能） 
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(d) 三相インバータ装置 
・ 制御方式：三角波比較 PWM 制御 
・ スイッチング周波数：9kHz（インバータ），8kHz（チョッパ） 
・ 指令により定電力出力または定電流出力制御が可能 
・ 正の出力指令で発電機として動作，負の出力指令で負荷として動作 
（分散型電源，定電力負荷，蓄電池等として動作可能） 
・ 出力電力の範囲：-9.2kVA～9.2kVA 
・ 電流出力の範囲：0A～26A 
・ 出力電流歪率：総合で 5%以下，各次数 3%以下 
・ 計算機からの入力信号により制御 
(e) 電圧制御装置（LRT装置，SVR装置） 
・ 定格容量：20kVA 
・ 定格周波数：50Hz /60Hz 
・ 定格線路電流：58.6A 
・ 変圧器結線：三相 3 線式単巻きＹ結線 
・ 電圧調整方式：直接切換方式 
・ タップ切換：自動切換（1 次側）と手動切換（2 次側） 
（自動切換：（演算部処理による自動調整），手動切換：無電圧，手作業による手動調整 
・ タップ数：9 タップ 
・ LRT 装置のタップ電圧：2.8V（1.4%） 
・ SVR 装置のタップ電圧：3.0V（1.5%） 
(f) プログラム制御用機器 
・ 線路装置の電圧・電流データを取得し，dSPACE，ATLAB/Simulink，Real-time Workshop を
用いて各装置のパラーメーラを制御 
・ 入出力：電圧範囲±5V or±10V，32 A/D Input Channels / 32 A/D Output Channels 
(g) デジタル計測器（WE7000） 
・ 計測（CSV 形式でデータの保管） 
・ トランス 1 次側，2 次側線間電圧（実効値） 
・ トランス 2 次側各相電圧（瞬時値） 
・ 各線路電流（瞬時値） 
・ 各線路装置の相電圧（瞬時値） 
・ サンプリングタイム 10μs～10s 
212 
 
 
 
付録４ 
組み合わせ最適化問題と 
Particle Swarm Optimization（PSO）の概要 
 
ここでは，電力系統の様々な組み合わせ最適化問題に適用され始めているメタヒューリスティ
クス手法について概説する。さらに，鳥や魚などの群れが餌を探す行動を模擬したメタヒューリ
スティクス手法である PSO（Particle Swarm Optimization）について説明する。 
(1) 組み合わせ最適化問題とメタヒューリスティクス手法 
組み合わせ最適化問題とは，与えられた制約条件の下で，目的関数が最小（または最大）とな
るような状態変数（離散変数 or 連続変数）を決定する問題である。目的関数の最小化を考えた
場合，組み合わせ最適化問題は以下のように定式化される。なお，一般性を持たせるために，制
約条件として等式制約と不等式制約が含まれているが，これらの制約がない場合もある。 
［目的関数］ 
 xF  → 最小化 
［制約条件］ 
（等式制約） g(x) = 0 
（不等式制約） h(x) ≦ 0 
（変数制約） x ∈ Z 
ただし， x：離散変数ベクトル， Z：離散値の集合 
最適化問題を解くには，連続性や微分といった概念に基づく古典的手法を直接適用することは
難しい。そのため，どうしても，解を数え挙げる列挙的なアプローチをとる場合が多い。このア
プローチの採り方により，解法（組み合わせ最適化手法）は，大きく 2 つに分類できる。１つは，
分岐限定法や動的計画法などに代表される厳密解法であり，得られた解は必ず最適となるが，変
数の増大に伴い計算時間が指数関数的に増加する。大規模な組合せ最適化問題の厳密な最適解を
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求めることは極めて困難であることが，計算の複雑さの理論により明らかにされ，厳密な最適解
を実用的な計算時間で算出するという観点からは，分岐限定法や動的計画法の限界が見えてきた
とされている。このことは，最悪のケースにおいては，今後のコンピュータ能力の飛躍的な向上
を踏まえたとしても，多くの大規模な実システムにおける厳密な最適解を求めることは，ほぼ絶
望的であることを意味している。そこで，実用性の観点からはあまり意味が無い最悪ケースにお
ける理論的な計算量評価に代わって，実際の問題を解く際の平均的なケースにおいて，実用的な
計算時間で比較的良好な近似解を求めることに対する要求が高まり，その結果としてもう 1 つの
アプローチであるメタヒューリスティック（Meta-Heuristics）が生まれた。メタヒューリスティッ
クとは，最適解に近い目的関数を有する近似最適解を，経験や知識に基づいてヒューリスティッ
クに（発見的に），かつ，高速に求める方法ではあるが，結果として得られた近似最適解が厳密な
最適解である場合も多い。 
メタヒューリスティック手法とは、すべての解の組合せを探索することはあきらめ，あるルー
ルや概念に基づいて比較的短い時間内で大域的最適解あるいはそれに近い精度の解（近似最適解）
の獲得を試みる手法である。大域的最適解を探索能力は有しているが大域的最適解の獲得を保証
しないため，大域的最適解を獲得できない場合も存在する。このメタヒューリスティック手法の
代表的な例としては，遺伝的アルゴリズム（GA : Genetic Algorithm），シミュレーテッド・アニー
リング（SA : Simulated Annealing），タブーサーチ（TS : Tabu Search），粒子群最適化（PSO : Particle 
Swarm Optimization）などが挙げられる。 
付表 3.1 に，組合せ最適化手法の比較について示す。ただし，解の精度や演算時間の比較評価
は，対象とする問題の規模や手法の適用の仕方など様々な要因に依存するため明示できないが，
あくまでも参考のために示すものとする。 
 
付表 3.1 組合せ最適化手法の比較 (◎：非常に良い，○：良い，×：良くない) 
組み合わせ最適化 目的関数 制約式 解の制度 演算時間 設定するパラメータ 
数理計画法 
動的計画法 非線形 非線形 ◎ × 特に無し 
分岐限定法 線形 線形 ◎ × 特に無し 
メタヒューリス 
ティック手法 
遺伝的アルゴリズム 
(GA) 
非線形 非線形 ○ ◎ 
交叉率，世代数， 
突然変異率 
シュミレーテッド・ 
アニーリング (SA) 
非線形 非線形 ○ ○ 
初期温度，冷却率， 
凍結温度 
タブーサーチ (TS) 非線形 非線形 ○ ◎ 
タブーレングス， 
反復回数 
粒子群最適化（PSO） 非線形 非線形 ○ ◎ 
エージェント数， 
反復回数，重み係数 
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(2) Particle Swarm Optimization（PSO） 
PSO は，1995 年に J.kennedy と R.EberHart によって提案された最適化手法の１つである。鳥の
群れに対する従来からの研究により，鳥の群れ全体で餌を見つける行動を通じて，情報を群れの
間で共有しているという仮定が導かれた。この仮定が PSO の開発の基本となっており，１つのエ
ージェント（１匹の鳥や魚）がこれまでの自己の経験・記憶と群れ全体から与えられる情報をも
とに行動する，という概念を最適化手法に取り入れたものである。この方法には，以下の特徴が
ある。 
・ 非常に簡単な概念にもとづき，計算時間が短く，且つメモリ要求も尐ない。 
・ 連続型変数に対して開発された手法であるが，離散型問題に応用する事は容易である。 
・ 非線形最適化問題にも容易に適用が可能である。 
PSO は，鳥の群れの動きを連続変数の 2 次元空間で表現することを通じて開発された。各エー
ジェントとの位置を X-Y 座標で表現し，その速度を Vx（x 方向の速度），Vy（y 方向の速度）で表
現する。この位置情報と速度情報から次の各エージェントの位置を更新することができる。上記
の概念にもとづき，鳥の群れ全体が何らかの評価関数を最適化するような行動をとる事を考える
と，以下のような最適化が考えられる。つまり，各エージェントは各々の探索における評価関数
のそれまでの最良解(pbest)とその XY 位置を覚えている。また，各エージェントは，現在の XY
値と Vx，Vy 値，および pbest と gbest との距離に応じてその方向に位置を変更しようとする。こ
の変更しようとする行動は速度で表現される。現在の速度と，pbest および gbest を用いて，各エ
ージェントの速度は以下の付式(C.1)により更新される。付式(C.1)を用いる事により，各エージェ
ントのこれまでの最良解および集団の最良解に確率的に近づくような速度が求められ，これによ
り各エージェントの現在の位置（探索点）を以下の付式(C.2)により更新される。 
X
Y
エージェントiが今ま
でに探索した最良の
位置（pbesti）
群れ全体で今まで
に探索した最良の
位置（gbesti）
速度修正
ベクトル⊿Vi(k)
エージェントi
エージェントiの現在
の速度ベクトルVi(k)エージェントiの
現在の位置Si(k)
更新されたエージェントi
の速度ベクトルVi(k+1)
更新されたエージェ
ントiの位置Si(k+1)
 
付図 3.1 PSO におけるエージェントの振る舞い 
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randww spbestvv  ()
21
1    k
i
randw sgbest  ()
3
.................  (C.1) 
     11   k
i
k
i
k
i
vss  ...................................................................................................................  (C.2) 
ただし，k：探索回数，w1，w2 ，w3：重み，rand()：0～１までの一様乱数，pbesti：エージェン
ト i の持つ最良な位置情報，gbest：群れ全体で共有している最良な位置情報，si（
k）：探索係数ｋ
におけるエージェント i の位置情報，vi（
k）：探索係数ｋにおけるエージェント i の速度情報 
 
上記の PSO による解探索については，以下のように考えられている。 
・ PSO は遺伝的アルゴリズムなどと同様に複数の探索点を持ち,自身の持つ最良な位置情報
pbest と群れ全体で共有している位置情報 gbest を用いて各探索点を確率的に変更していく
ことにより，大域最適解（最良解）を得る方法である。 
・ PSO の変更量は連続値であり，連続型変数を含む問題に適用可能であるが，X-Y 値およびこ
の変更量を格子状にすることにより，一般の離散型変数を含む問題に容易に適用可能とな
るように拡張できる。 
・ 連続型の変数と格子を用いた離散型の変数を混合しても全体としての集団の探索には矛盾
を生じない。 
・ 上記の概念は，もともと X-Y 軸という 2 次元空間で考えられているが，n 次元空間に拡張し
ても問題はない。 
PSO による解探索は，状態変数の更新と目的関するによる評価を繰り返し行う繰り返し計算に
基づいている。以下に，PSO のアルゴリズムを示す。 
STEP 1: 全てのエージェントについて初期の位置ベクトル xk と速度ベクトル vkを，乱数を用いて
設定する。 
STEP 2: エージェント i について現在の位置における評価関数値 F(xi)が F(pbesti)よりも最良な値
ならば pbesti＝xiとする。 
STEP 3: エージェント i の速度ベクトル vkを，式 を用いて更新する。 
STEP 4: エージェント i の位置ベクトル xkを，式 を用いて更新する。 
STEP 5: STEP 2～STEP 4 までの処理を全てのエージェントについて終了したら STEP 6 へ進む。 
STEP 6: 全てのエージェントについて F(pbesti)が F(gbest)よりも最良の値ならば， 
gbest = pbestiとする。 
STEP 7: 規定反復回数に到達したならば探索を終了する。そうでなければ STEP 2 へ戻る。 
 
